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I 令和５年度税制改正の基本的な考え方等 

０ 総 論 

党大綱１頁 

① 問題認識と今後の基本的な方向性 

イ １０年前、自由民主党・公明党は政権与党

の座を取り戻した。 

 

ロ 爾来、大胆な金融政策、機動的な財政政

策、民間投資を喚起する成長戦略を一体的

に進めることにより、「もはやデフレではな

い」という状況を創り出した。しかし、四半

世紀に及ぶデフレ構造は、わが国全体に閉

塞感をもたらし、平均賃金やＧＤＰの伸び

は、主要先進国を大きく下回っているのも

事実である。 

 

ハ さらに、足元では、新型コロナウイルス感

染症、そして、原材料価格の上昇や円安の影

響による物価高等に国民は苦しんでいる。 

 イ 一方で、日本社会に希望は多く眠っている。

2,000兆円に及ぶ個人金融資産、500兆円に及

ぶ企業の内部留保、コロナ前には世界中から

3,000 万人を超える旅行客を呼び込んだ全国

津々浦々の地域の資源など、まだ力を発揮し

切っていない資金や資産、そしてこれらを振

り向けうる人材が豊富に存在するからであ

る。 

 

ロ このままではわが国が世界経済の中で埋没

していってしまうという危機感も背景に、現

在、直面している難局を契機として、こうし

た資金や資産に光を当て、変化に立ち向かう

ための新たなモメンタムを創り出す覚悟を決

めなければならない。 

   

 イ 令和５年度税制改正においては、これまで不十分だったと言わざるを得ない分野に

大胆に資金を巡らせることにより、個人や企業、そして地域に眠るポテンシャルを最大

限引き出すとのメッセージを税制において具現化した。 

 

ロ まず、家計の資産を貯蓄から投資へと積極的に振り向け、資産所得倍増につなげるた

め、ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化を行う。 

 

ハ あわせて、経営者の大胆な挑戦を可能とし、働き手に新たな活躍の場を提供する新た

な産業の創出・育成を推進するため、スタートアップ・エコシステムを抜本的に強化す

る。さらに、企業に対して経営資源を活用した学校教育への積極的な関与も促す。これ
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らの取組みにより、果敢にリスクテイクを行う人材や企業の成長を先導する人材、新た

な領域へと主体的に踏み出す人材への投資を強化する。 

 

ニ こうした「マーケット」、「産業」、「人材」への成長投資を一体的に強化するとともに、

税制に限らない分配政策も適切に組み合わせることにより、一人でも多くの方が豊か

さを享受できる「成長と分配の好循環」の連鎖を生み出していく。 

 

ホ 経済再生に向けた取組みの礎たる、社会に対する国民の信頼を高める意味において

も、より公平で中立的な税制の実現に向け、個人所得課税において、極めて高い水準の

所得について最低限の負担を求める措置を導入する。また、国際課税制度の見直しに係

る国際合意に沿って、法人税の引下げ競争に歯止めをかけ、企業間の公平な競争環境の

整備に資するグローバル・ミニマム課税を導入する。資産課税においても、数年来、税

制調査会で検討を重ねてきた「資産移転の時期の選択により中立的な税制」の構築に具

体的な道筋を付ける。 

 

ヘ 人口減少・少子高齢化といった国内の構造変化や、国際経済や安全保障など外的環境

の変化に的確に対応するためには、税制を含めたあらゆる制度を不断に見直すととも

に、変化を受け止める「足腰」を強化することが肝要である。 

 

ト このため、引き続き、更なる税負担の公平性の確保、働き方への中立性の確保、世代

間・世代内の公平の実現、経済のグローバル化・デジタル化等への対応といった観点か

ら中長期的な税制の検討を進める。あわせて、経済を立て直し、そして財政健全化に向

けて取り組む中で、経済成長を阻害しない安定的な税収基盤を築いていく。 

 

チ 加えて、豊かさのみならず、世界と伍する地方社会を取り戻すための「デジタル田園

都市国家構想」の実現も、喫緊の課題である。過疎化や高齢化といった地方の課題を解

決し、地方活性化に取り組むため、住民生活に密着した行政サービスを支える地方公共

団体の税収をしっかり確保するとともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方

税体系を構築することが必要である。 

 

リ 国民一人ひとりが新たな時代の要請に応えて新たな役割を身に付け、それがきちん

と評価されていると実感できる社会を創ることは、社会の担い手の満足感と責任感の

醸成につながる。これは、わが国経済が足元の難局に打ち克ち、世界的な変化の時代だ

からこそつかめるチャンスを逃さず、さらに飛翔するために不可欠な要素である。 
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ヌ 自由民主党・公明党は、わが国が一層成長できる国になるという希望を取り戻すベ

く、常に国民と共にあり続けたい。 

 

ル 本大綱が、それに向けた税制面における羅針盤となることを願う。 
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１ 成長と分配の好循環の実現 

(1) ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化 

党大綱３頁 

 

イ 「資産所得倍増プラン」の実現に向け、「貯蓄から投資へ」の流れを加速し、中間層を中心とする層

が、幅広く資本市場に参加することを通じて成長の果実を享受できる環境を整備することが極めて重

要である。このような観点から、ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化を行う。 

 

ロ 具体的には、若年期から高齢期に至るまで、長期・積立・分散投資による継続的な資産形成を行える

よう、非課税保有期間を無期限化するとともに、口座開設可能期間については期限を設けず、ＮＩＳ

Ａ制度を恒久的な措置とする。 

 

ハ あわせて、個人のライフステージに応じて、資金に余裕があるときに短期間で集中的な投資を行う

ニーズにも対応できるよう、年間投資上限額を拡充する。一定の投資信託を対象とする長期・積立・分

散投資の枠（「つみたて投資枠」）については、現行のつみたてＮＩＳＡの水準（年間４０万円）の３倍

となる１２０万円まで拡充する。加えて、企業の成長投資につながる家計から資本市場への資金の流

れを一層強力に後押しする観点から、上場株式への投資が可能な現行の一般ＮＩＳＡの役割を引き継

ぐ「成長投資枠」を設けることとし、「つみたて投資枠」との併用を可能とする。「成長投資枠」の年間

投資上限額については、現行の一般ＮＩＳＡの水準（年間１２０万円）の２倍となる２４０万円まで

拡充する。これにより、年間投資上限額の合計は３６０万円となり、英国ＩＳＡ（約３３５万円）を上

回る規模が実現する。 

 

ニ 一方、投資余力が大きい高所得者層に対する際限ない優遇とならないよう、年間投資上限額とは別

に、一生涯にわたる非課税限度額を設定することとする。その総額については、老後等に備えた十分

な資産形成を可能とする観点から、現行のつみたてＮＩＳＡの水準（８００万円）から倍増以上とな

る１，８００万円とする。また、「成長投資枠」については、その内数として現行の一般ＮＩＳＡの水

準（６００万円）の２倍となる１，２００万円とする。 

 

ホ ＮＩＳＡ制度は安定的な資産形成を目的とするものであることを踏まえ、「成長投資枠」について、

高レバレッジ投資信託などの商品は投資対象から除外するとともに、金融機関が顧客に対して「成長

投資枠」を活用した回転売買を無理に勧誘するような行為を規制するため、監督官庁において、監督

指針を改正し金融機関に対する監督及びモニタリングを強化する。今後、制度の利用状況等を踏まえ

つつ、家計の安定的な資産形成に資するものとなっているかどうかなど、その政策効果について定期

的な検証をすることが必要不可欠である。 
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ヘ なお、現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡについては、令和５年末で買付を終了することと

するが、非課税口座内にある商品については、新しい制度における非課税限度額の外枠で、現行の取

扱いを継続する。 

 

ト 今回のＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化が、金融経済教育の充実や利用者の利便性向上の取組み

などと相まって、将来にわたり家計による継続的な投資につながるとともに、投資未経験の方や、今

は投資の機会に恵まれない方については、賃上げ等を通じた所得の底上げが将来的な投資につながる

ことも期待される。 

 

 

(2) スタートアップ・エコシステムの抜本的強化 

党大綱４頁 

 

イ スタートアップは、社会的課題を成長のエンジンに転換し、持続可能な経済社会を実現する可能性

を秘めている。そうした中、創業数と創業規模の両面でわが国のスタートアップの成長を促していく

ためには、「創業」、「事業展開」、「出口」の各段階を通じたインセンティブの充実が極めて重要である。

スタートアップ創出元年にふさわしく、スタートアップへの投資額の５年１０倍増に向けて、スター

トアップの加速や、既存企業とのオープンイノベーションの推進を通じ、わが国にスタートアップを

生み育てるエコシステムを抜本的に強化する。 

 

ロ 「創業」については、資金不足や金銭面の損失リスクが足かせとなっている現状を踏まえると、自ら

リスクを取って出資する創業者の行為を金銭面から力強く後押しするとともに、特に資金の集まりに

くい創業初期のプレシード・シード期におけるエンジェル投資家からのスタートアップへの出資をこ

れまで以上に支援することが求められる。このため、保有する株式を売却してスタートアップに再投

資する場合の優遇税制を創設し、スタートアップへの資金供給を強化する。 

 

ハ 具体的には、保有株式の譲渡益を元手に創業者が創業した場合やエンジェル投資家がプレシード・

シード期のスタートアップに再投資を行った場合に、再投資分につき株式譲渡益に課税しない制度を

創設する。その上限額については、米国のＱＳＢＳに係る株式譲渡益の非課税措置の規模（約１３．５

億円）を上回る２０億円とする。この他、プレシード・シード期のスタートアップへの投資を一層呼び

込むため、エンジェル税制の要件緩和も行う。 

 

ニ 「事業展開」を後押しする観点からは、ストックオプション税制の権利行使期間の上限を、一定のス

タートアップについて１０年から１５年へと延長する等の措置を講ずる。 
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ホ 「出口」については、現在はＩＰＯに偏重しているが、事業規模が未拡大の段階でＩＰＯが行われ、

その後に成長が鈍化する傾向にあるとの指摘がある。Ｍ＆Ａを促進することで、スタートアップが既

存企業の資金や人材といった経営資源を活用できるようになり、その後の「事業展開」において、より

力強い成長を実現することが期待される。 

 

ヘ オープンイノベーション促進税制は、スタートアップへのニューマネー出資の一定額を所得から控

除するという、極めて異例の措置として創設されたものであるが、今般、スタートアップ・エコシステ

ムの抜本的強化が最重要課題であることに鑑み、Ｍ＆Ａに適用できるよう、ニューマネーを伴わない

既存株式の取得も対象とする。スタートアップの成長に真につながるよう、Ｍ＆Ａから５年以内に成

長率や投資規模等の要件を満たした場合には、その後も減税メリットを継続させる仕組みとし、スタ

ートアップの成長を強力に促すものとする。 

 

 

(3) 研究開発税制 

党大綱５頁 

 

イ 研究開発投資は、社会課題解決の推進力となるイノベーションの源泉であり、高い外部効果を有す

ることが期待される一方、企業にとっては成果が得られるとは限らない不確実性を伴う。企業の研究

開発投資の規模拡大や質の向上は、「成長と分配の好循環」を拡大していく上で、極めて重要な意味を

持つ。 

 

ロ 米国や中国の企業が研究開発投資を大きく伸ばす中、わが国企業の研究開発投資は近年伸び悩んで

おり、国際競争力の維持向上のためにも、その増加を促していかなければならない。 

 

ハ 研究開発税制において、投資を増加させるインセンティブを更に強化する。現行科学技術基本計画

の達成状況も念頭に置きつつ、一般型の控除率カーブについて、試験研究費の増加率に応じたメリッ

トをより高める一方、控除率の下限は引き下げ、メリハリのある見直しを行う。控除額が上限に達し

た企業に対してもインセンティブが機能することを期待し、一律に設定されている控除上限を変動さ

せる新たな仕組みも導入する。 

 

ニ 研究開発の質を高める観点からは、既存企業とスタートアップ企業のオープンイノベーションや、

研究開発を担う「人」への投資を促すことが喫緊の課題である。オープンイノベーション型において、

研究開発型スタートアップ企業の定義を見直し、対象を大幅に拡大する。博士号取得者や経験を積ん

だ外部人材を取り入れるインセンティブとなる、新たな類型も創設する（後掲）。 
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ホ 税制の対象となる試験研究の範囲についても、非連続なイノベーションへの挑戦を促すため、不断

の見直しが求められる。新たなビジネスモデルの開拓につながるよう、サービス開発のための試験研

究について、既存ビッグデータを活用する場合も対象とする等の見直しを行う。 

 

 

(4) 企業による先導的人材投資 

党大綱６頁 

 

イ 天然資源に乏しいわが国にとって、昔も今も変わらず「人」が資産である。企業の競争力を高め、

人々の暮らしを豊かなものとするためには、「人への投資」がいかに重要であるか、今一度思いを致す

必要がある。これまでの様々な政策対応に加えて、今般、税制においても、企業の成長を先導する人材

を創出するための取組みを後押しする。 

 

ロ 企業が、経営資源を活用して学校教育に積極的に関与し、未来の社会が必要とする人材の育成に貢

献することで、「人への投資」はより一層厚みを増す。大学や高等専門学校、専門学校を設置する学校

法人の設立費用として企業が支出する寄附金について、個別の審査を受けなくても全額損金算入が可

能となる枠組みを設け、早期から寄附金の募集を可能とし、スピード感を持って学校経営を進めるた

めの一助とする。 

 

ハ 高度な研究人材への投資を促し、国際競争に資するハイレベルでオープンなイノベーションを促進

する観点から、博士号取得者や、一定の経験を有する研究人材を外部から雇用することに対し、研究

開発税制における優遇措置を創設する。具体的には、これらの人材の人件費を対象とする新たな類型

をオープンイノベーション型に設け、一般の試験研究費よりも高い控除率と、別に計上される控除上

限の適用を可能とする（前掲）。 

 

ニ 企業がＤＸを進めて行く上で不可欠ではあるものの、現状では不足しているデジタル人材の育成・

確保を促すため、ＤＸ投資促進税制において、人材育成・確保等に関連する事項を要件化する等の見

直しを行う。 

 

 



12／128 

(5) その他考慮すべき課題 

党大綱７頁 

 

イ 租税特別措置については、特定の政策目的を実現するために有効な政策手法となりうる一方で、税

負担の歪みを生じさせる面があることから、真に必要なものに限定していくことが重要である。この

ため、毎年度、期限が到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつつ、必要性や政策効果を

よく見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行い、存置するものについては、各措置の性

質等に応じ適切な適用期限を設定する。こうした取組みの実効性を高めるため、政策効果の検証の質

の向上など、ＥＢＰＭの徹底に努めることが必要である。また、租税特別措置の創設・拡充を行う場合

は、財源を確保することやいたずらに全体の項目数を増加させないことに配意する。 

 

 

 

２ 経済のグローバル化・デジタル化・グリーン化への対応 

(1) 新たな国際課税ルールへの対応 

党大綱７頁 

 

イ 昨年１０月にＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ（注）包摂的枠組み」において、経済のデジタル化に伴う

課税上の課題への解決策に関する国際的な合意がまとめられた。本国際合意は、市場国への新たな課

税権の配分（「第１の柱」）とグローバル・ミニマム課税（「第２の柱」）の２つの柱からなる。わが国

は、ＢＥＰＳプロジュクトの立上げ時から、国際課税改革に関する議論を一貫して主導してきたとこ

ろであり、本国際合意の実施に向けた取組みを進めることが重要である。来年、わが国がＧ７議長国

を務めることも踏まえ、引き続き、制度の詳細化に向けた国際的な議論に積極的に貢献するとともに、

国際合意に則った法制度の整備を進める。 

（注）Base Erosion and Profit Shifting ：税源浸食と利益移転 

 

ロ 「第２の柱」については、法人税の引下げ競争に歯止めをかけるとともに、わが国企業の国際競争力

の維持及び向上にもつながるものであり、わが国においても導入を進める。令和５年度税制改正にお

いては、制度の詳細に係る国際的な議論の進展や、諸外国における実施に向けた動向等を踏まえ、所

得合算ルール（ＩＩＲ：Income Inclusion Rule ）に係る法制化を行う。その際、対象企業の事務手

続きの簡素化に資する措置を導入する。適用開始時期については、諸外国の動向を踏まえることが重

要であり、対象企業の準備に要する期間を確保する観点も踏まえ、令和６年４月以後に開始する対象

会計年度とする。軽課税所得ルール（ＵＴＰＲ：Undertaxed Profits Rule ）と国内ミニマム課税（Ｑ
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ＤＭＴＴ： Qualified Domestic Minimum Top-up Tax ）を含め、ＯＥＣＤにおいて来年以降に実施細

目が議論される見込みであるものについては、国際的な議論を踏まえ、令和６年度税制改正以降の法

制化を検討する。 

 

ハ 「第２の柱」の導入における国・地方の対応については、次のとおりとする。 

① ＩＩＲ・ＵＴＰＲは、外国に所在する法人等が稼得する所得を基に課税する仕組みであり、課税対

象と地方公共団体の行政サービスとの応益性が観念できないため、地方税である法人住民税・法人

事業税（特別法人事業税を含む。以下同じ。）の課税は行わないこととし、現行の税率を基に法人税

による税額と地方法人税による税額が９０７：９３の比率となるよう制度を措置する。 

② ＱＤＭＴＴは、内国法人等が稼得する所得を基に課税する仕組みであり、応益性が観念できるこ

と等を踏まえ、国・地方の法人課税の税率（法人実効税率２９．７４％の内訳）の比率を前提とした

仕組みとする。簡素な制度とする観点から、ＱＤＭＴＴにおける法人住民税・法人事業税相当分につ

いては、地方法人税に含めて国で一括して課税・徴収することとし、地方交付税により地方に配分す

る。これらを踏まえ、法人税による税額と地方法人税による税額が７５３：２４７の比率となるよう

制度を措置する。 

 

ニ 外国子会社合算税制については、国際的なルールにおいても「第２の柱」と併存するものとされて

おり、「第２の柱」の導入以降も、外国子会社を通じた租税回避を抑制するための措置としてその重要

性は変わらない。他方、「第２の柱」の導入により対象企業に追加的な事務負担が生じること等を踏ま

え、外国子会社合算税制について可能な範囲で見直しを行うとともに、令和６年度税制改正以降に見

込まれる更なる「第２の柱」の法制化を踏まえて、必要な見直しを検討する。 

 

ホ 「第１の柱」については、来年前半までの多数国間条約の署名が目標とされており、引き続き国際的

な議論に積極的に貢献することが重要である。今後策定される多数国間条約等の規定を基に、わが国

が市場国として新たに配分される課税権に係る課税のあり方、地方公共団体に対して課税権が認めら

れることとなる場合の課税のあり方、条約上求められる二重課税除去のあり方等について、国・地方

の法人課税制度を念頭に置いて検討する。 

 

ヘ 国際的な租税回避や脱税への対応については、引き続き、国際的な議論や租税回避の態様等を踏ま

え必要な見直しを迅速に行っていく。また、コロナ後において見込まれる国境を越えたビジネスや人

の往来の再拡大を踏まえ、非居住者の給与課税のあり方について、今後検討を行っていく。あわせて、

国際課税制度が大きな変革を迎える中、国内法制・租税条約の整備及び着実な執行など適時に十全な

対応ができるよう、国税当局の体制強化を行うものとする。 
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(2) プラットフォーム課税 

党大綱９頁 

 

イ 国境を越えた役務の提供に係る消費課税のあり方については、諸外国での制度面の対応や執行上の

課題、プラットフォーム運営事業者の役割等を踏まえ、国内外の競争条件の公平性も考慮しつつ、適

正な課税を確保するための方策を検討する。 

 

 

(3) 経済と環境の好循環の実現 

党大綱９頁 

 

イ 気候変動問題などの地球規模の課題が顕在化している。ＩＰＣＣによれば、極端な気象現象の増加

や人の健康・生態系へのリスクは、工業化以降の平均気温の上昇が１．５ＱＣの場合において増加し、

２ＱＣにおいてはさらに増加すると予測されている。持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を踏まえ、持続

可能な社会を構築するためにも、パリ協定に基づき、脱炭素化に向けた取組みを加速することが重要

である。わが国は、「２０５０年カーボンニュートラル」の実現を目指すとともに、２０３０年度に 

２０１３年度比で温室効果ガスを４６％削減することを目指し、さらに５０％の高みに向けて挑戦を

続けることとしている。 

 

ロ カーボンニュートラルへの取組みは経済社会の変革を伴うものであるところ、国内外の資金を最大

限活用し、社会全体の適切な移行を支援しつつ、新しい投資や技術革新を促すことを通じて、産業の

競争力と日本経済の成長力につなげる。わが国が新たに設定した意欲的な削減目標を実現するために

は、技術革新及びその社会実装を進めるとともに、企業・個人を含めあらゆる行動主体が脱炭素を選

好する社会を構築することが必要不可欠である。グリーン社会の実現に係る利益の享受とともに必要

な負担も国民全体で分かち合うといった視点が重要であることにも留意する。 

 

 

(4) 車体課税 

党大綱１０頁 

 

イ 約５５０万人の雇用を創出するなど日本経済の「基幹産業」である自動車産業は、グローバルでの

熾烈な競争環境の下で、ＣＡＳＥに代表される１００年に一度ともいわれる大変革に直面している。

具体的には、電気自動車の普及や内燃機関自動車に対する規制強化にみられる脱炭素の要請への対応、
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保有から利用への移行、ネットワーク接続された自動車を中心とした自動運転技術の登場といった動

きが挙げられる。こうした動きは自動車産業に変質を迫ると同時に、より多様な産業を自動車産業に

関連付けていくことが想定される。こうした関連産業を含めた「モビリティ産業」が社会課題の解決

に貢献するとともに、引き続き日本経済を牽引する存在であり続けられるよう、「モビリティ産業」の

発展に向けた青写真を描き上げ、その中で自動車産業のあるべき姿を再定義した上で、官民の総力を

結集し、この大変革への対応に臨むべきである。 

 

ロ 税制についても、更なる電動化をはじめとするこれらの変革に向けた自動車産業の対応を後押しす

るとともに、「モビリティ産業」の広がりを踏まえたものとしていくため、抜本的な見直しに向けた第

一歩を踏み出す必要がある。加えて、２０５０年のカーボンニュートラルの達成に向けて、多様な選

択肢の下、将来の合成燃料の内燃機関への活用も見据え、電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラ

グインハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車）の普及と競争力強化に引き続き取り組むべきで

ある。 

 

ハ これらの観点に留意しつつ、以下の見直しを行う。 

 

ニ 自動車重量税のエコカー減税については、新型コロナウイルス感染症等を背景とした半導体不足等

の状況を踏まえ、異例の措置として現行制度を令和５年１２月末まで維持する。その上で、令和６年

１月からは、２０３０年の次世代自動車（電動車、クリーンディーゼル車等）に関する政府目標や 

２０３５年までに乗用車の新車販売に占める電動車の割合を１００％とすることを目指す政府目標と

整合的な形に見直し、電動車の一層の普及促進を図る観点から、減免区分の基準となる燃費基準の達

成度を段階的に引き上げた上で現行制度を維持する期間を含めて適用期限を合計３年延長する。その

際、令和７年５月の引上げに際しては、激変緩和措置を講ずることとする。 

 

ホ 自動車税及び軽自動車税の環境性能割については、燃費性能に応じた税率区分を設定し、その区分

を２年ごとに見直すことにより燃費性能がより優れた自動車の普及を促進するものである。令和４年

度末は見直しの時期に当たるが、新型コロナウイルス感染症等を背景とした半導体不足等の状況を踏

まえ、エコカー減税と同様に、異例の措置として、現行の税率区分を令和５年１２月末まで維持する。

その上で、環境性能割の税率区分を、２０３０年の次世代自動車に関する政府目標や２０３５年まで

の電動車の新車販売に係る政府目標と整合させ、電動車の一層の普及促進を図る観点から、税率区分

の基準となる燃費基準の達成度を段階的に引き上げるよう見直す。その際、税率区分を段階的に引き

上げること等を踏まえ次回の見直しは３年後とする。 

 

ヘ エコカー減税及び環境性能割におけるクリーンディーゼル車の取扱いについても、令和５年１２月

末までは現行制度を維持し、令和６年１月以降はガソリン車と同等に取り扱うこととする。 
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ト 自動車税及び軽自動車税の種別割のグリーン化特例については、環境性能割の税率区分の次回の見

直し期限等も勘案し、３年延長する。 

 

チ 今後、エコカー減税等の期限到来にあわせ、見直しを行うに当たっては、政策インセンティブ機能

の強化、実質的な税収中立の確保、原因者負担・受益者負担としての性格、市場への配慮等の観点を踏

まえることとする。 

 

リ また、次のエコカー減税等の期限到来に向けて、令和１２年度燃費基準に基づく燃費基準の対象と

されている電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車について、燃費値の表示に関する検討等を

進めつつ、その結果も踏まえ、エコカー減税等における燃費基準の達成度に応じた評価について引き

続き検討し、結論を得る。 

 

ヌ 令和４年３月以降発覚した、一部の自動車メーカーによる燃費性能及び排出ガス性能に係る不正行

為は、エコカー減税等の環境性能により優遇を行う税制措置の根幹を揺るがすものであり、社会的影

響も大きいことから、税制上の再発抑止策を強化する。 

 

 

(5) 森林環境税・森林環境譲与税 

党大綱１２頁 

 

イ 森林環境税及び森林環境譲与税は、森林の有する地球温暖化防止や災害防止等の公益的機能を維持・

増進するために創設され、令和６年度に課税が開始される。全国の地方公共団体において、譲与税を

森林整備や木材利用等に一層有効に活用し、国民の理解を深めていくことが重要であることを踏まえ、

各地域における取組みの進展状況や地方公共団体の意見を考慮しつつ、森林整備をはじめとする必要

な施策の推進につながる方策を検討する。 
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３ 地域における活力と安全・安心な暮らしの創造 

(1) 中小企業税制等 

党大綱１２頁 

 

イ 地域経済の中核を担う中小企業の経営状況は、業種により違いも見られているが、エネルギー等を

中心としたコストプッシュ型の物価上昇等により、収益環境の悪化が懸念されてもいる。雇用全体の

７割を創出する中小企業において賃上げの機運を醸成していくためにも、その生産性の向上や経営基

盤の強化を促すことが重要である。 

 

ロ このため、中小企業者等に係る軽減税率の特例、中小企業投資促進税制及び中小企業経営強化税制

の適用期限を２年延長する。 

 

ハ あわせて、償却資産に係る固定資産税について、生産性の向上や賃上げの促進を図ることを目的と

した特例措置を創設する。本特例措置は現下の経済情勢を踏まえた対応であること、固定資産税が市

町村財政を支える安定した基幹税であることから、２年間の時限的な措置とする。 

 

 

(2) 酒税の特例措置の見直し 

党大綱１２頁 

 

イ 酒類市場は、大規模事業者による酒類が市場全体の大宗を占めるという特殊な環境にある中で、地

域で多様な酒類を製造している意欲的な中小事業者を存続させていくことは、多様化する国内外の消

費者ニーズに対応することで酒類業の健全な発達を図り、ひいては酒税を保全する観点からも重要で

ある。 

 

ロ このような点を踏まえ、地域性などを踏まえた多様な酒類の製造などに積極的に取組み、酒類業の

健全な発達に寄与する中小事業者に対して支援を行う観点から、新たな酒税の軽減措置を講ずる。あ

わせて、現行の酒税の特例措置は廃止し、新たな特例措置への移行に伴う激変緩和のための経過措置

を講ずる。 

 

 



18／128 

(3) 災害による被害へのきめ細かな対応 

党大綱１３頁 

 

イ 災害が発生した際の被災者や事業者に対しては、これまでも、平成２９年度税制改正において災害

への税制上の対応の規定の常設化を行う等の対応を講じてきたところである。しかし、大規模な災害

の発生に備え、著しい被害に対する不安を解消する観点から、一層の税制上の対応を講じることが重

要である。 

① 個人所得課税における災害に係る損失の繰越控除制度の見直し 

イ 被害が極めて甚大で広範な地域の生活基盤が著しく損なわれ、被災前のように生活の糧を得るまで

に時間を要するような災害の被災者や被災事業者に特に配慮する観点から、特定非常災害法上の特定

非常災害による損失に係る雑損失及び純損失の繰越期間について、損失の程度や記帳水準に応じ、例

外的に３年から５年に延長する措置を講ずる。 

② 相続時精算課税の下で受贈した土地・建物の取扱い 

イ 相続時精算課税の下で受贈した財産の価額は、相続税の課税価格の計算上、贈与時点の時価で固定

されるが、土地・建物について、災害により一定以上の被害を受けた場合には、例外的に、相続税の課

税価格を再計算することとする。 

 

 

(4) ＩＲに関する税制 

党大綱１３頁 

 

イ ＩＲに関する税制については、ＩＲ事業の国際競争力及び長期の安定性・継続性を確保する観点も

踏まえ、令和３年度税制改正大綱に示された方向に沿って、法制化を行う。 

 

 

(5) 屋外分煙施設等の整備の促進 

党大綱１３頁 

 

イ 望まない受動喫煙対策の推進や今後の地方たばこ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、地方た

ばこ税の活用を含め、地方公共団体が駅前・商店街などの場所における屋外分煙施設等のより一層の

整備を図るよう引き続き促すこととする。 
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４ 経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し 

(1) 個人所得課税のあり方 

① 極めて高い水準の所得に対する負担の適正化 

党大綱１４頁 

 

イ ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化やスタートアップ・エコシステムの抜本的強化とあわせて、税負担

の公平性の観点から、極めて高い水準の所得について最低限の負担を求める措置を導入する。 

 

ロ 具体的には、株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所得、その他の各種所得

を合算した所得金額（基準所得金額）から特別控除額（３．３億円）を控除した金額に、２２．５％の

税率を乗じた金額が納めるベき所得税の金額を超過した場合に、その超過した差額を追加的に申告納

税することとする。基準所得金額の計算上、スタートアップに再投資する場合の優遇税制の適用を受

けた株式譲渡益やＮＩＳＡ制度の非課税所得は対象から除外することとし、また、政策的な観点から

設けられている特別控除を控除した後の所得金額とする。 

 

ハ 本措置は周知等に要する期間も勘案し、令和７年分以降の所得税から適用する。 

 

② 諸控除の見直し 

党大綱１４頁 

 

イ 個人所得課税については、わが国の経済社会の構造変化を踏まえ、配偶者控除等の見直し、給与所

得控除・公的年金等控除・基礎控除の一体的な見直しなどの取組みを進めてきている。多様で柔軟な

働き方が一層拡大する中、働く意欲を阻害せず、公平で、働き方に中立的な税制を構築していくこと

が重要である。今後も、これまでの税制改正大綱に示された方針や、令和２年分所得から適用となっ

た改正の影響等も踏まえ、各種控除のあり方等を検討する。 
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③ 私的年金等に関する公平な税制のあり方 

党大綱１５頁 

 

イ 働き方やライフコースが多様化する中で、雇用の流動性や経済成長との整合性なども踏まえ、税制

が老後の生活や資産形成を左右しない仕組みとしていくことが、豊かな老後生活に向けた安定的な資

産形成の助けとなると考えられる。 

 

ロ 例えば、退職金や私的年金の給付に係る課税について、給付が一時金払いか年金払いかによって税

制上の取扱いが異なり、給付のあり方に中立的ではないこと、退職所得課税について、勤続年数が 

２０年を超えると一年あたりの控除額が増加する仕組みが転職などの増加に対応していないといった

指摘もある。 

 

ハ こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、諸

外国の例も参考に給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえた姿とする必要性に

ついて指摘した。 

 

ニ 私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえなが

ら、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しが求めら

れる。個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）の加入可能年齢の７０歳への引上げや拠出限度額の引上げ

について、令和６年の公的年金の財政検証にあわせて、所要の法制上の措置を講じることや結論を得

るとされていることも踏まえつつ、老後に係る税制について、例えば各種私的年金の共通の非課税拠

出枠や従業員それぞれに私的年金等を管理する個人退職年金勘定を設けるといった議論も参考にしな

がら、あるベき方向性や全体像の共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。 

 

④ 記帳水準の向上等 

党大綱１５頁 

 

イ 記帳水準の向上は、適正な税務申告の確保のみならず、経営状態を可視化し、経営の対応力を向上

させる上でも重要である。加えて、売上や資産・負債等の状況が適切に記録されていれば、中小・小規

模事業者による迅速な給付金の受給や融資につながるなど、日々の適正な記帳の重要性が改めて浮き

彫りになっている。小規模事業者の半数以上が帳簿を手書きで作成しており、また、個人事業者の場

合、正規の簿記の原則に従った記帳を行っている者は約３割にとどまっているのが現状である。また、

個人の青色申告における簡易簿記は複式簿記に移行するための準備的な段階としての役割も期待され
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ているところであるが、簡易簿記での申告者の３分の１超が１０年以上簡易簿記による記帳を続けて

いる状況にある。 

 

ロ 近年、普及しつつある会計ソフトを活用することにより、小規模事業者であっても大きな手間や費

用をかけずに正規の簿記を行うことが可能な環境が整ってきていることも踏まえ、複式簿記による記

帳をさらに普及・ー般化させる方向で、納税者側での対応可能性も十分踏まえつつ、所得税の青色申

告制度の見直しを含めた個人事業者の記帳水準向上等に向けた検討を行う。 

 

 

(2) 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築 

党大綱１６頁 

 

イ 高齢化等に伴い、高齢世代に資産が偏在するとともに、いわゆる「老老相続」が増加するなど、若年

世代への資産移転が進みにくい状況にある。高齢世代が保有する資産がより早いタイミングで若年世

代に移転することとなれば、その有効活用を通じた経済の活性化が期待される。 

 

ロ 一方、相続税・贈与税は、税制が資産の再分配機能を果たす上で重要な役割を担っている。高齢世代

の資産が、適切な負担を伴うことなく世代を超えて引き継がれることとなれば、格差の固定化につな

がりかねない。 

 

ハ わが国の贈与税は、相続税の累進負担の回避を防止する観点から、相続税よりも高い税率構造とな

っている。実際、相続税がかからない者や、相続税がかかる者であってもその多くの者にとっては、贈

与税の税率の方が高いため、生前にまとまった財産を贈与しにくい。他方、相続税がかかる者の中で

も相続財産の多いごく一部の者にとっては、財産を生前に分割して贈与する場合、相続税よりも低い

税率が適用される。 

 

ニ このため、資産の再分配機能の確保を図りつつ、資産の早期の世代間移転を促進する観点から、生

前贈与でも相続でもニーズに即した資産移転が行われるよう、諸外国の制度も参考にしつつ、資産移

転の時期の選択により中立的な税制を構築していく必要がある。 
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① 相続時精算課税制度の使い勝手向上 

党大綱１６頁 

 

イ 相続時精算課税制度は、平成１５年度に次世代への早期の資産移転と有効活用を通じた経済社会の

活性化の観点から導入されたものである。選択後は生前贈与か相続かによって税負担は変わらず、資

産移転の時期に中立的な仕組みとなっており、暦年課税との選択制は維持しつつ、同制度の使い勝手

を向上させる。具体的には、申告等に係る事務負担を軽減する等の観点から、相続時精算課税におい

ても、暦年課税と同水準の基礎控除を創設する。これにより、生前にまとまった財産を贈与しにくか

った者にとっても、相続時精算課税を活用することで、次世代に資産を移転しやすい税制となる。 

 

② 暦年課税における相続前贈与の加算 

党大綱１７頁 

 

イ 現行、相続開始前３年以内に受けた贈与は相続財産に加算することとなっている。暦年課税におい

ても、資産移転の時期に対する中立性を高めていく観点から、相続財産に加算する期間を７年に延長

する。その際、過去に受けた贈与の記録・管理に係る事務負担を軽減する観点から、延長した期間（４

年間）に受けた贈与のうち一定額については、相続財産に加算しないこととする。 

 

③ 贈与税の非課税措置 

党大綱１７頁 

 

イ 経済対策として現在講じられている贈与税の非課税措置は、資産の移転に対して何らの税負担も求

めない制度となっており、格差の固定化防止等の観点も踏まえながら、不断の見直しを行っていく必

要がある。 

 

ロ 教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置については、近年利用件数が減少しており、また、

資産を多く保有する者による利用が多い等の状況にある。節税的な利用につながらないよう所要の見

直しを行った上で、適用期限を３年延長するが、次の期限到来時には、利用件数や利用実態等を踏ま

え、制度のあり方について改めて検討する。 

 

ハ 結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置についても、節税的な利用につながらない

よう所要の見直しを行った上で、適用期限を２年延長する。令和３年度税制改正大綱で「制度の廃止
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も含め、改めて検討」とされた後も、引き続き利用件数が低迷している等の状況にあり、次の適用期限

の到来時には、利用件数や利用実態等を踏まえ、制度の廃止も含め、改めて検討する。 

 

 

(3) 外形標準課税のあり方 

党大綱１８頁 

 

イ 法人事業税の外形標準課税は、平成１６年度に資本金１億円超の大法人を対象に導入され、平成 

２７、２８年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の稼ぐ力を高める法人税改革の

一環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に拡大されてきた。 

 

ロ 外形標準課税の対象法人数は、資本金１億円以下への減資を中心とした要因により、導入時に比べ

て約３分の２まで減少している。また、持株会社化・分社化の際に、外形標準課税の対象範囲が実質的

に縮小する事例も生じている。こうした事例の中には、損失処理等に充てるためではなく、財務会計

上、単に資本金を資本剰余金へ項目間で振り替える減資を行っている事例も存在する。また、子会社

の資本金を１億円以下に設定しつつ、親会社の信用力を背景に大規模な事業活動を行っている企業グ

ループの事例もある。 

 

ハ こうした減資や組織再編による対象法人数の減少や対象範囲の縮小は、上記の法人税改革の趣旨や、

地方税収の安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を損なうおそれがあり、外形標準課税の

対象から外れている実質的に大規模な法人を対象に、制度的な見直しを検討する。 

 

ニ その上で、今後の外形標準課税の適用対象法人のあり方については、地域経済・企業経営への影響

も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。 
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５ 円滑・適正な納税のための環境整備 

(1) 適格請求書等保存方式の円滑な実施について 

党大綱１８頁 

 

イ 消費税の複数税率制度の下において適正な課税を確保する観点から、令和５年１０月に施行される

消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）については、インボイス発行事業者の登録申請件

数が令和４年１１月末現在で約２００万者となっていることも踏まえ、引き続き、円滑な制度移行に

向けて政府・与党が一体となって事業者に対する支援を一層きめ細やかに行っていく必要がある。 

 

ロ このため、事業者に対するプッシュ型の周知・広報や説明会を更に充実させることに加え、事業者

団体等とも連携しながら、専門家派遣等も通じ、デジタル化を含む経営相談等のための体制を強化す

るといった取組みを着実に進めていく。また、ＩＴ導入補助金を充実し、デジタルインボイスの普及

など中小事業者の取引やバックオフィス業務のデジタル化に対する支援を通じた生産性向上を後押し

していく。 

 

ハ さらに、インボイス発行事業者となる免税事業者に対しては、持続化補助金によりこれまで以上に

手厚い支援を行うとともに、制度移行に伴って小規模事業者が不当な取扱いを受けないよう、独禁法

等に基づく書面調査の実施や下請Ｇメン、相談窓口での対応等の取組みを引き続き実施し、適切に対

処していく。 

 

ニ 以上のような取組みに加え、円滑な制度移行のために、更に次のような新たな税制上の措置を講ず

る。 

 

① インボイス発行事業者となる免税事業者の負担軽減 

これまで免税事業者であった者がインボイス発行事業者になった場合の納税額を売上税額の２割に軽

減する３年間の負担軽減措置を講ずることにより、納税額の激変緩和を図る。この措置により、簡易課税

制度の適用を受ける場合に比べ、更に事務負担が軽減される。 

 

② 事業者の事務負担軽減 

インボイス制度の定着までの実務に配慮し、一定規模以下の事業者の行う少額の取引につき、帳簿の

みで仕入税額控除を可能とする６年間の事務負担軽減策を講ずる。加えて、振込手数料相当額を値引き
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として処理する場合等の事務負担を軽減する観点から、少額の返還インボイスについて交付義務を免除

する。 

 

ホ これらの取組みを着実に進めつつ、制度への移行に当たり混乱が生じないよう万全の準備を進める

観点から、改めて政府内の関係府省庁で連携して必要な体制を構築し、予算による支援措置や負担軽

減措置を丁寧に周知する。こうした取組みも含め、引き続き、事業者が抱える問題意識や課題を、業界

や地域ごとに丁寧に把握しながらきめ細かく対処していく。加えて、令和５年３月３１日の登録申請

の期限について柔軟な対応を行う。その上で、令和５年１０月のインボイス制度移行後においても弾

力的な対応に努めるとともに、新たな課題が生じた場合には、必要に応じて柔軟に対応策を講じてい

く。 

 

 

(2) 電子帳簿等保存制度の見直し 

党大綱１９頁 

 

イ 国税関係帳簿書類の電子化を一層進めるため、事業者等における経理の電子化の実施状況や対応可

能性、適正な課税の確保の観点での必要性等を考慮しつつ、必要な見直しを行う。 

 

ロ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度については、システム対応が間に合わなかったこ

とにつき相当の理由がある事業者等に対する新たな猶予措置を講ずるとともに、他者から受領した電

子データとの同一性が確保された電磁的記録の保存を推進する観点から、検索機能の確保の要件につ

いて緩和措置を講ずる。 

 

ハ スキャナ保存制度については、制度の利用促進を図る観点から、更なる要件の緩和措置を講ずる。 

 

ニ 国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度については、令和３年度税制改正において、会計

ソフト等の活用による記帳水準の向上に資するため、事後検証可能性の高い電子帳簿については、優

良な電子帳簿として過少申告加算税の軽減措置を設けることにより普及を促進することとしつつ、そ

の他の電子帳簿についても、正規の簿記の原則に従うなど一定の要件を満たす場合には電子帳簿とし

て電子データのまま保存することを可能としたところである。今般、信頼性の高い電子帳簿への更な

る移行を目指す観点から、過少申告加算税の軽減措置の対象となる優良な電子帳簿について、その範

囲を合理化・明確化することにより、一層の普及・ー般化を図る。 

 

ホ 地方税においても、国税と同様、地方たばこ税及び軽油引取税に係る書類等の電子的保存の要件等

について、所要の措置を講ずる。 
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(3) 税務手続のデジタル化・キャッシュレス化による利便性の向上 

党大綱２０頁 

 

イ 税務手続のデジタル化・キャッシュレス化により、納税者の利便性を向上させ適正な申告・納付を

促すため、申告手続の簡素化や申告・納付手続の一体化等の見直しを講ずる。 

 

ロ さらに、第三者から提出された報告（法定調書等）の電磁的記録を納税者等の申告・納付情報に活用

する措置等について引き続き検討していく。 

 

ハ 地方税においても更なる税務手続のデジタル化に向け、納税通知書や各種証明書などの地方税関係

通知について、ｅＬＴＡＸ及びマイナポータルの更改・改修スケジュールや納税者等の利便性及び地

方公共団体の事務負担等を考慮しつつ、電子的に送付する仕組みを検討する。また、令和５年４月か

ら地方税統一ＱＲコード等を活用した地方税の納付が開始されることを踏まえ、地方税以外の地方公

金に係るｅＬＴＡＸ経由での納付について必要な検討を進める。 

 

ニ デジタル化やキヤッシュレス化に対応した税制のあり方や納付方法の多様化について引き続き検討

していく。 

 

 

(4) 課税・徴収関係の整備・適正化 

党大綱２１頁 

 

イ 仮装・隠蔽の積極的な行為を伴わないため重加算税等の対象とならず、税に対する公平感を大きく

損なうような事例が生じている中、申告義務を認識していなかったとは言い難い無申告について所要

の措置を講ずる。 

 

ロ さらに、税務調査に対する非協力や申告後の仮装・隠蔽、納税者の不正への第三者による加担行為

への対応について中期的に検討していく。 

 

ハ また、適正・公平な課税・徴収を確保するため、滞納処分に関する調査に係る質問検査権の整備等の

所要の措置を講ずるほか、外国人旅行者向け免税制度における免税購入物品が国内で横流しされる事

例に対応するため、即時徴収の対象者を見直す。あわせて、外国人旅行者の利便性や免税店の事務負

担等を踏まえつつ、引き続き効果的な不正対策を検討していく。 
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(5) マンションの相続税評価について 

党大綱２１頁 

 

イ マンションについては、市場での売買価格と通達に基づく相続税評価額とが大きく乖離しているケ

ースが見られる。現状を放置すれば、マンションの相続税評価額が個別に判断されることもあり、納

税者の予見可能性を確保する必要もある。このため、相続税におけるマンションの評価方法について

は、相続税法の時価主義の下、市場価格との乖離の実態を踏まえ、適正化を検討する。 

 

 

(6) 防衛力強化に係る財源確保のための税制措置 

党大綱２１頁 

 

イ わが国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保する。税

制部分については、令和９年度に向けて複数年かけて段階的に実施することとし、令和９年度におい

て、１兆円強を確保する。具体的には、法人税、所得税及びたばこ税について、以下の措置を講ずる。 

 

① 法人税 

イ 法人税額に対し、税率４～４．５％の新たな付加税を課す。中小法人に配慮する観点から、課税標準

となる法人税額から５００万円を控除することとする。 

 

② 所得税 

イ 所得税額に対し、当分の間、税率１％の新たな付加税を課す。現下の家計を取り巻く状況に配慮し、

復興特別所得税の税率を１％引き下げるとともに、課税期間を延長する。延長期間は、復興事業の着

実な実施に影響を与えないよう、復興財源の総額を確実に確保するために必要な長さとする。 

 

ロ 廃炉、特定復興再生拠点区域の整備、特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた具体的な取

組みや福島国際研究教育機構の構築など息の長い取組みをしっかりと支援できるよう、東日本大震災

からの復旧・復興に要する財源については、引き続き、責任を持って確実に確保することとする。 
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③ たばこ税 

イ ３円／１本相当の引上げを、国産葉たばこ農家への影響に十分配慮しつつ、予見可能性を確保した

上で、段階的に実施する。 

 

ロ 以上の措置の施行時期は、令和６年以降の適切な時期とする。 
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６ ＜参考＞過去年度分の大綱より 

(1) 平成２９年度税制改正大綱 

（２）今後の個人所得課税改革の方向性 

上記の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは、個人所得課税改革の第一弾であり、今後も改革を継

続していく。 

経済社会の著しい構造変化の中で、近年、結婚や出産をする経済的余裕がない若者が増加しており、

こうした若い世代や子育て世帯に光を当てていくことが重要である。そのため、税制、社会保障制度、

労働政策等の面で総合的な取組みを進める必要があるが、個人所得課税においては、所得再分配機能の

回復を図ることが重要であり、各種控除等の総合的な見直しを丁寧に検討していく必要がある。 

基礎控除をはじめとする人的控除等については、現在、「所得控除方式」を採用しているが、高所得者

ほど税負担の軽減効果が大きいことから、主要諸外国における負担調整の仕組みも参考にしつつ、来年

度の税制改正において控除方式のあり方について検討を進める。具体的には、収入にかかわらず税負担

の軽減額が一定となる「ゼロ税率方式」や「税額控除方式」の導入のほか、現行の「所得控除方式」を維

持しつつ高所得者について税負担の軽減額が逓減・消失する仕組みの導入が考えられる。 

雇用の流動化や、労働者に近い形態で働く自営業主の割合の増加など、働き方が様々な面で多様化し

ている。現在の個人所得課税は、所得の種類に応じた負担調整の仕組みを採用しているが、人的な事情

に配慮を行いつつ、ライフスタイルに合わせて多様な働き方を自由に選択できるようにすることが重要

である。こうした観点から、給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と基礎控除などの「人的

控除」のあり方を全体として見直すことを検討していく。 

＜党大綱５頁＞ 

 

 

(2) 平成３０年度税制改正大綱 

１ 個人所得課税の見直し 

（１）平成３０年度税制改正における対応 

個人所得課税については、平成２９年度税制改正大綱において、見直しに向けた基本的方向性をと

りまとめた。この基本的方向性に沿って、平成３０年度税制改正においては、以下のとおり個人所得

課税の見直しを進める。 

① 給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替 

経済社会の著しい構造変化の中で、働き方が様々な面で多様化している。かつては、「学校卒業後、

１つの会社で定年まで勤めあげ、年金生活に入る」といったライフコースが典型的であったが、特

定の企業や組織に属さず専門分野の能力等を活かしてフリーランスとして業務単位で仕事を請け負
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う、子育てをしながら会社員時代に培った技能を活かして在宅で仕事を請け負う、高齢者が長年培

った能力や経験を活かし業務単位の仕事の請負や起業支援等の形で活躍するなど、多様な働き方が

増えつつある。人生１００年を生きる時代には、さらにこうした傾向が強まることが想定される。 

他方、わが国の個人所得課税は、こうした多様な働き方の拡大を想定しているとは言い難い。様々

な収入の中でも、給与収入と公的年金等収入のみに給与所得控除や公的年金等控除といった所得計

算上の控除が認められ、働き方や収入の稼得方法により所得計算が大きく異なる仕組みとなってい

る。 

様々な形で働く人をあまねく応援し、「働き方改革」を後押しする観点から、特定の収入にのみ適

用される給与所得控除や公的年金等控除から、どのような所得にでも適用される基礎控除に、負担

調整の比重を移していくことが必要である。こうした基本的考え方の下、負担の変動が急激なもの

とならないようにするため、まずは、給与所得控除・公的年金等控除を１０万円引き下げるととも

に、基礎控除を同額引き上げることとする。 

② 給与所得控除の見直し 

給与所得控除については、平成２６年度税制改正大綱において「現行の水準は、所得税の課税ベ

ースを大きく浸食しており、実際の給与所得者の勤務関連支出に比しても、また主要国の概算控除

額との比較においても過大となっていることから、中長期的には主要国並みの控除水準とすべく、

漸次適正化のための見直しが必要である」との基本的方向性が示され、同年度改正において、給与

所得控除の上限を２４５万円（給与収入１,５００万円超）から２２０万円（給与収入１,０００万

円超）に２５万円引き下げた。 

平成３０年度税制改正においても、この方針に沿って、引き続き給与所得控除の上限の引下げを

行う。具体的には、給与収入が８５０万円を超える場合の給与所得控除額を１９５万円（①の見直

しによる１０万円引下げ分を含む。）に引き下げる。ただし、子育てや介護に対して配慮する観点か

ら、２２歳以下の扶養親族が同一生計内にいる者や特別障害者控除の対象となる扶養親族等が同一

生計内にいる者については、負担増が生じないよう措置を講ずる。 

③ 公的年金等控除の見直し 

公的年金等控除については、給与所得控除とは異なり収入が増加しても控除額に上限はなく、年

金以外の所得がいくら高くても年金のみで暮らす者と同じ額の控除が受けられるなど、高所得の年

金所得者にとって手厚い仕組みとなっている。また、諸外国は、基本的に、拠出段階、給付段階の

いずれかで課税される仕組みとなっているが、わが国は、拠出段階では全額控除され、給付段階で

も公的年金等控除が受けられ、拠出・給付の両段階で十分な課税がなされない仕組みとなっている。 

こうした点を踏まえ、世代内・世代間の公平性を確保する観点から、公的年金等控除について、

公的年金等収入が１,０００万円を超える場合、控除額に上限（見直し後の上限額：１９５.５万円

（①の見直しによる１０万円引下げ分を含む。））を設けることとする。また、公的年金等収入以外

の所得金額が１,０００万円を超える場合には控除額を１０万円引き下げ、２,０００万円を超える

場合には控除額を２０万円引き下げることとする。 

④ 基礎控除の見直し 
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わが国の基礎控除については、所得の多寡によらず一定金額を所得から控除する所得控除方式が

採用されているが、高所得者にまで税負担の軽減効果を及ぼす必要性は乏しいのではないか、高所

得者ほど税負担の軽減額が大きいことは望ましくないのではないかとの指摘がある。 

主要国においては、一定の課税所得までは税率をゼロとする「ゼロ税率方式」や、課税所得に累

進税率を適用した後に一定の控除額を差し引く「税額控除方式」、所得控除方式を維持しつつ高所得

者について控除額を逓減・消失させる「逓減・消失型の所得控除方式」が採用されており、いずれ

もわが国の所得控除方式と比べて所得再分配機能が高い。 

「ゼロ税率方式」や「税額控除方式」は、所得再分配機能の強化に寄与するものの、現行の所得

控除方式から変更した場合、負担の変動が急激なものとなりかねないことから、「逓減・消失型の所

得控除方式」を採用する。基礎控除は、人的控除の中で最も基本的な控除であり、より広い所得階

層に適用されるべきものであることを踏まえ、所得金額２,４００万円超から逓減し、２,５００万

円超で消失する仕組みとする。 

⑤ 所得情報を活用している社会保障制度等における対応 

今回の個人所得課税の見直しにおいて、給与所得控除や公的年金等控除から基礎控除へ１０万円

の振替を行うことにより、税負担は増加しないが、総所得金額等や合計所得金額が増加する場合が

生じうる。 

この変化に伴い、所得税又は個人住民税の総所得金額等や合計所得金額を活用している社会保障

制度等の給付や負担の水準に関して意図せざる影響や不利益が生じないよう、当該制度等の所管府

省において、適切な措置を講じなければならない。 

（２）今後の見直しに向けた基本的方向性 

今回の個人所得課税の見直しにおいては、働き方の多様化への対応とともに、所得再分配機能の回

復の観点から、各種控除の見直しを行ったところである。今後も、所得再分配機能の回復や税負担の

あり方の観点から、引き続き見直しを継続していく。 

経済社会の著しい構造変化の中で、近年、結婚や出産をする経済的余裕がない若者が増加しており、

こうした若い世代や子育て世帯に光を当てていくことが重要である。そのため、税制のみならず、社

会保障制度、労働政策等の面を含め、総合的な取組みを進める必要がある。 

給与所得控除や公的年金等控除といった所得計算上の控除については、働き方の多様化の進展状況

等も踏まえ、基礎控除への更なる振替を検討するとともに、今回の見直しの考え方やこれまでの税制

改正大綱に示された方針を踏まえ、そのあり方について引き続き丁寧に検討する。また、経済社会の

ＩＣＴ化等の動向や諸外国の制度も踏まえ、適正な記帳の確保に向けた方策を講じつつ、事業所得等

の適正な申告、所得把握に向けた取組みを進める。 

人的控除については、平成２９年度税制改正及び今回の改正により、基礎控除、配偶者控除及び配

偶者特別控除について、逓減・消失型の所得控除方式が採用されることとなる。今後の制度のあり方

については、給与所得控除等からの振替による影響を見極めるとともに、所得再分配機能をどの程度

強化すべきかという点も踏まえながら、引き続き検討する。 

老後の生活など各種のリスクに備える自助努力を支援するための企業年金、個人年金、貯蓄・投資、
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保険等に関連する諸制度のあり方について、社会保障制度を補完する観点や働き方の違い等によって

有利・不利が生じないようにするなど公平な制度を構築する観点から幅広い検討を行う。 

個人住民税については、地域の住民サービスを支える基幹税としての役割の重要性に鑑み、充実強

化を図ることを基本として、制度のあり方を検討していく。その際、個人住民税は、地域社会の費用

を住民がその能力に応じ広く負担を分任するとの性格を有すること、応益課税としての性格を明確化

する観点から比例税率により課税されていることなど、その性格や仕組み等に留意する必要がある。 

個人所得課税の見直しについては、個人の負担に直結するものであることから、累次の改正の影響

も見極めつつ、国民の理解を得ながら、引き続き丁寧に議論を進めていくこととする。 

＜党大綱３頁＞ 

 
 

給与所得控除の適正化（案） 
 

○ 給与所得控除は、実際の勤務関連経費を大幅に上回る水準。諸外国の水準と比べても圧倒的に高い。 

○ 「控除額を主要国並みに漸次適正化する」との方針の下、近年、引き下げてきたところ。 

（給与1,500万円 → 1,200万円 → 1,000万円） 

（参考）平成26年度与党税制改正大綱（抄） 

給与所得控除については、税制抜本改革法において、そのあり方について検討することとされている。現行の水準は、

所得税の課税ベースを大きく浸食しており、実際の給与所得者の業務関連支出に比しても、また、主要国の概算控除額

との比較においても過大となっていることから、中長期的には主要国並みの控除水準とすべく、漸次適正化のための見

直しが必要である。 

 

＜平成３０年度税制改正に係る自民党税制調査会配付資料より＞ 

 

 

(3) 平成３１年度税制改正大綱 

１ 消費税率の引上げに伴う対応等 

（２）軽減税率制度の実施 

また、軽減税率制度の導入に当たっての安定的な恒久財源の確保については、歳入面においては、平

成３０年度税制改正の個人所得課税の見直し及びたばこ税の見直し並びにインボイス制度の導入による

ものとし、＜以下略＞ 
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＜党大綱４頁＞ 

＜注＞ 平成３０年度税制改正大綱の個人所得課税の見直し 

・給与所得控除額の上限を1,000万円から850万円への引き下げ 

・公的年金等控除額の上限を1,000万円に設定 

・他の合計所得金額が1,000万円を越える場合は公的年金等控除額を逓減 

・基礎控除に適用限度を設け、合計所得金額2,500万円までとする 

 

７ 円滑・適正な納税のための環境整備 

仮想通貨取引やインターネットを通じた業務請負など、経済取引の多様化・国際化が進展する中、経

済取引の健全な発展を図る観点からも、適正な課税を確保することが重要である。 

このため、取引の仲介業者等が保有するデータやスマートフォンを活用して電子申告を行う仕組みを

構築するなど、納税者が自主的に簡便・正確な申告等を行うことができる利便性の高い納税環境の整備

に向けて、官民が協働して取組みを進める。 

＜党大綱１６頁＞ 

 

 

(4) 令和２年度税制改正大綱 

（２）人生１００年時代に対応するための環境整備 

① 私的年金等に関する公平な税制のあり方 

働き方やライフコースが多様化する中で、老後の生活に備えるための支援について、働き方によ

って有利・不利が生じない公平な税制の構築が求められている。諸外国を見ると、例えばイギリス

やカナダにおいては、加入する私的年金の組み合わせにかかわらず同様の非課税拠出が行えるよう

に、各種私的年金に共通の非課税拠出限度額が設けられている。こういった諸外国の例も参考に、

わが国においても、働き方によって税制上の取扱いに大きな違いが生じないような姿を目指す必要

がある。 

年金課税については、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保すること

が必要である。諸外国を見ると、日本の公的年金等控除のような、年金収入に対する大きな控除は

なく、基本的に拠出段階、給付段階のいずれかで課税される仕組みとなっている。わが国において

もこういった例を参考に、世代内・世代間の公正性を確保する観点から検討を進めていく。 

また、現在の退職給付は一時金での受け取りが多いが、税制についても、給付が一時金払いか年

金払いかによって税制上の取扱いが異なり、給付のあり方に中立ではないという課題がある。また、

一時金払いの場合、勤続期間が２０年を超えると一年あたりの控除額が増加する仕組みとなってお

り、転職などの増加に対して対応していないといった指摘もある。税制が老後の生活や資産形成を

左右しない仕組みとするベく、給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスについても考



34／128 

える必要がある。 

あわせて、金融所得に対する課税のあり方について、家計の安定的な資産形成を支援する制度の

普及状況や所得階層別の所得税負担率の状況も踏まえ、税負担の垂直的な公平性等を確保する観点

から、関連する各種制度のあり方を含め、諸外国の制度や市場への影響も踏まえつつ、総合的に検

討する。 

令和２年度税制改正においては、高齢期の長期化や就労の拡大・多様化等に対応するための確定

拠出年金等の加入可能年齢の見直しや、中小企業向け制度の対象範囲の拡大等の私的年金の見直し

に伴い、現行の税制上の措置を適用することとする。 

＜党大綱１２頁＞ 

 

 

(5) 令和３年度税制改正大綱 

① 個人所得課税における諸控除の見直し 

個人所得課税については、わが国の経済社会の構造変化を踏まえ、配偶者控除等の見直し、給与

所得控除・公的年金等控除・基礎控除の一体的な見直しなどの取組みを進めてきている。今後も、

これまでの税制改正大綱に示された方針や、令和２年分所得から適用となった改正の影響等も踏ま

え、働き方の多様化を含む経済社会の構造変化への対応や所得再分配機能の回復の観点から、各種

控除のあり方等を検討する。 

② 記帳水準の向上等 

今般の感染症の感染拡大においては、中小・小規模事業者への給付金の支給や融資に際し、売上

や資産・負債等の状況が適切に記録されていないため申請に手間取るなど、日々の適正な記帳の重

要性が改めて浮き彫りになった。 

小規模事業者の半数以上が帳簿を手書きで作成しており、また、個人事業者の場合、正規の簿記

の原則に従った記帳を行っている者は約３割にとどまっているのが現状である。 

記帳水準の向上は、適正な税務申告の確保のみならず、経営状態を可視化し、経営の対応力を向

上させる上でも重要である。近年、普及しつつあるクラウド会計ソフトを活用することにより、小

規模事業者であっても大きな手間や費用をかけずに正規の簿記を行うことが可能な環境が整ってき

ていることも踏まえ、正規の簿記の普及を含め、個人事業者の記帳水準の向上等に向けた検討を行

う。 

＜党大綱１５頁＞ 

② 資産移転の時期の選択に中立的な相続税・贈与税に向けた検討 

高齢化等に伴い、高齢世代に資産が偏在するとともに、相続による資産の世代間移転の時期がよ

り高齢期にシフトしており、結果として若年世代への資産移転が進みにくい状況にある。 

高齢世代が保有する資産がより早いタイミングで若年世代に移転することになれば、その有効活
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用を通じた、経済の活性化が期待される。このため、資産の再分配機能の確保に留意しつつ、資産

の早期の世代間移転を促進するための税制を構築することが重要な課題となっている。 

わが国の贈与税は、相続税の累進回避を防止する観点から、高い税率が設定されており、生前贈

与に対し抑制的に働いている面がある。一方で、現在の税率構造では、富裕層による財産の分割贈

与を通じた負担回避を防止するには限界がある。 

諸外国では、一定期間の贈与や相続を累積して課税すること等により、資産の移転のタイミング

等にかかわらず、税負担が一定となり、同時に意図的な税負担の回避も防止されるような工夫が講

じられている。 

今後、こうした諸外国の制度を参考にしつつ、相続税と贈与税をより一体的に捉えて課税する観

点から、現行の相続時精算課税制度と暦年課税制度のあり方を見直すなど、格差の固定化の防止等

に留意しつつ、資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築に向けて、本格的な検討を進める。 

＜党大綱１８頁＞ 

 

＜令和３年度税制改正に係る自民党税制調査会配付資料より＞ 
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＜令和３年度税制改正に係る自民党税制調査会配付資料より＞ 

 

(6) 令和４年度税制改正大綱 

(1) 個人所得課税のあり方 

① 諸控除の見直し 

個人所得課税については、わが国の経済社会の構造変化を踏まえ、配偶者控除等の見直し、給与

所得控除・公的年金等控除・基礎控除の一体的な見直しなどの取組みを進めてきている。 

多様で柔軟な働き方が一層拡大する中、働く意欲を阻害せず、公平で、働き方に中立的な税制を

構築していくことが重要である。 

今後も、これまでの税制改正大綱に示された方針や、令和２年分所得から適用となった改正の影

響等も踏まえ、各種控除のあり方等を検討する。 

② 私的年金等に関する公平な税制のあり方 

働き方やライフコースが多様化する中で、老後の生活に備えるための支援について、働き方によ

って有利・不利が生じない公平な税制を構築することが、豊かな老後生活に向けた安定的な資産形

成の助けとなると考えられる。 

こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、

雇用の流動性や経済成長との整合性なども踏まえ、税制が老後の生活や資産形成を左右しない仕組

みとするベく、諸外国の例も参考に給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえ

た姿とする必要性について指摘した。 
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私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえな

がら、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しに向

けて、例えば各種私的年金の共通の非課税拠出枠や従業員それぞれに私的年金等を管理する個人退

職年金勘定を設けるといった議論も参考にしながら、老後に係る税制について、あるべき方向性や

全体像の共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。 

なお、高所得者層において、所得に占める金融所得等の割合が高いことにより、所得税負担率が

低下する状況がみられるため、これを是正し、税負担の公平性を確保する観点から、金融所得に対

する課税のあり方について検討する必要がある。 

その際、一般投資家が投資しやすい環境を損なわないよう十分に配慮しつつ、諸外国の制度や市

場への影響も踏まえ、総合的な検討を行う。 

＜党大綱９頁＞ 

 

 

＜令和４年度税制改正に係る自民党税制調査会配付資料より＞ 

 

③ 記帳水準の向上等 

記帳水準の向上は、適正な税務申告の確保のみならず、経営状態を可視化し、経営の対応力を向

上させる上でも重要である。 
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加えて、今般の感染症への対応においては、中小・小規模事業者への給付金の支給や融資に際し、

売上や資産・負債等の状況が適切に記録されていないため申請に手間取るなど、日々の適正な記帳

の重要性が改めて浮き彫りになった。 

小規模事業者の半数以上が帳簿を手書きで作成しており、また、個人事業者の場合、正規の簿記

の原則に従った記帳を行っている者は約３割にとどまっているのが現状である。 

また、個人の青色申告における簡易簿記は複式簿記に移行するための準備的な段階としての役割

も期待されているところであるが、簡易簿記での申告者の３分の１超が１０年以上簡易簿記による

記帳を続けている状況にある。 

近年、普及しつつある会計ソフトを活用することにより、小規模事業者であっても大きな手間や

費用をかけずに正規の簿記を行うことが可能な環境が整ってきていることも踏まえ、複式簿記によ

る記帳を更に普及・一般化させる方向で、納税者側での対応可能性も十分踏まえつつ、所得税の青

色申告制度の見直しを含めた個人事業者の記帳水準向上等に向けた検討を行う。 

＜党大綱１０頁＞ 

 

 

＜令和3.6.15政府税制調査会資料より＞ 
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II 令和５年度税制改正の具体的内容 

 

※１ 国税と地方税が合わせて改正されるもののうち、地方税の記載を省略している場合があります。地

方税については大綱の該当箇所をご確認ください。 

 

※２ 項目の右の表示は次のとおりです。 

創 設    制度の創設 

見直し    従来の制度の見直し 

廃 止    従来の制度の廃止 

継 続    従来の政策税制についてそのままの継続 

見直し継続  従来の政策税制について見直しを行った上で継続 

 

１ 個人所得課税（金融・証券税制） 

(1) ＮＩＳＡ、つみたてＮＩＳＡ   見直し継続 

【令和６年から適用】 

閣大綱２３頁 

(1) 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（ＮＩＳＡ）について、

次の措置を講ずる。 

① 非課税累積投資契約に係る非課税措置（つみたてＮＩＳＡ）の勘定設定期間を令和５年１２月３

１日までとする。 

② 特定非課税累積投資契約に係る非課税措置について、次の措置に改組する。 

イ 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定累積投資勘定（仮称）

を設けた日以後に支払を受けるべき特定累積投資勘定（仮称）に係る株式投資信託（その受益権

が金融商品取引所に上場等がされているもの又はその設定に係る受益権の募集が一定の公募によ

り行われたものに限る。以下「公募等株式投資信託」という。）の配当等（当該金融商品取引業者

等がその配当等の支払事務の取扱いをするものに限る。）については、所得税及び個人住民税を課

さない。 

ロ 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定累積投資勘定（仮称）

を設けた日以後にその特定累積投資勘定（仮称）に係る公募等株式投資信託の受益権の譲渡等を

した場合には、その譲渡等による譲渡所得等については、所得税及び個人住民税を課さない。ま

た、当該公募等株式投資信託の受益権の譲渡等による損失金額は、所得税及び個人住民税に関す

る法令の規定の適用上、ないものとみなす。 
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ハ 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定非課税管理勘定（仮称）

を設けた日以後に支払を受けるべき特定非課税管理勘定（仮称）に係る上場株式等の配当等（当

該金融商品取引業者等がその配当等の支払事務の取扱いをするものに限る。）については、所得税

及び個人住民税を課さない。 

ニ 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定非課税管理勘定（仮称）

を設けた日以後にその特定非課税管理勘定（仮称）に係る上場株式等の譲渡等をした場合には、

その譲渡等による譲渡所得等については、所得税及び個人住民税を課さない。また、当該上場株

式等の譲渡等による損失金額は、所得税及び個人住民税に関する法令の規定の適用上、ないもの

とみなす。 

ホ 特定非課税累積投資契約（仮称）とは、上記イからニまでの非課税の適用を受けるために居住

者等が金融商品取引業者等と締結した公募等株式投資信託の受益権の定期かつ継続的な方法によ

る買付け等に関する契約で、その契約書において、次に掲げる事項が定められているものをいう。 

(ｲ) 公募等株式投資信託の受益権の管理は、特定累積投資勘定（仮称）（当該契約に基づき非課税

口座で管理される公募等株式投資信託の受益権の記録を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定で、令和６年以後の各年に設けられるものをいう。）において行うこと。 

(ﾛ) 当該特定累積投資勘定（仮称）は、原則として各年の１月１日において設けられること。 

(ﾊ) 当該特定累積投資勘定（仮称）には、現行の累積投資勘定に受け入れることができる公募等

株式投資信託の受益権のうち、次に掲げる公募等株式投資信託の受益権のみを受け入れること。 

ａ その居住者等の非課税口座に特定累積投資勘定（仮称）が設けられた日から同日の属する

年の１２月３１日までの間に当該金融商品取引業者等への買付けの委託等により取得した公

募等株式投資信託の受益権で、当該期間内の取得対価の額の合計額が１２０万円を超えない

もの（公募等株式投資信託の受益権を当該特定累積投資勘定（仮称）に受け入れた場合に、

当該合計額、同年において特定非課税管理勘定（仮称）に受け入れている買付けの委託等に

より取得した特定上場株式等の取得対価の額の合計額及び特定累積投資勘定基準額（仮称）

（特定累積投資勘定（仮称）及び特定非課税管理勘定（仮称）に前年に受け入れている上場

株式等の購入の代価の額等をいう。以下同じ。）の合計額が１，８００万円を超えることとな

るときにおける当該公募等株式投資信託の受益権を除く。） 

ｂ その特定累積投資勘定（仮称）に係る公募等株式投資信託の受益権の分割等により取得す

る公募等株式投資信託の受益権 

(ﾆ) 上場株式等の管理は、特定非課税管理勘定（仮称）（当該契約に基づき非課税口座で管理され

る上場株式等の記録を他の取引に関する記録と区分して行うための勘定で、特定累積投資勘定

（仮称）と同時に設けられるものをいう。）において行うこと。 

(ﾎ) 当該特定非課税管理勘定（仮称）には、次に掲げる上場株式等のみを受け入れること。 

ａ その居住者等の非課税口座に特定非課税管理勘定（仮称）が設けられた日から同日の属す

る年の１２月３１日までの間に当該金融商品取引業者等への買付けの委託等により取得した

特定上場株式等で、当該期間内の取得対価の額の合計額が２４０万円を超えないもの（特定
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上場株式等を当該特定非課税管理勘定（仮称）に受け入れた場合において、次に掲げる場合

に該当することとなるときにおける当該特定上場株式等を除く。） 

(a) 当該合計額及び特定非課税管理勘定基準額（仮称）（特定非課税管理勘定（仮称）に前年

に受け入れている上場株式等の購入の代価の額等をいう。）の合計額が１，２００万円を超

える場合 

(b) 当該期間内の取得対価の額の合計額、その年において特定累積投資勘定（仮称）に受け

入れている買付けの委託等により取得した公募等株式投資信託の受益権の取得対価の額の

合計額及び特定累積投資勘定基準額（仮称）の合計額が１，８００万円を超える場合 

(注) 上記の「特定上場株式等」とは、その上場株式等を上場している取引所から整理銘柄と

して指定されているものその他の内閣総理大臣が財務大臣と協議して定めるもの及びその

投資信託約款等において一定のデリバティブ取引に係る権利に対する投資として運用を行

うこととされていることその他の内閣総理大臣が財務大臣と協議して定める事項が定めら

れているものに該当しない上場株式等をいい、公募等株式投資信託にあっては、その投資

信託約款において、信託契約期間を定めないこと又は２０年以上の信託契約期間が定めら

れていること及び収益の分配は１月以下の期間ごとに行わないこととされており、かつ、

信託の計算期間ごとに行うこととされていることが定められているものに限る。 

ｂ その特定非課税管理勘定（仮称）に係る上場株式等の分割等により取得する上場株式等 

(ﾍ) 当該金融商品取引業者等は、現行の非課税累積投資契約に係る非課税措置の基準経過日にお

ける住所等の確認と同様に確認を行うこと。 

(ﾄ) その他一定の事項 

ヘ 金融商品取引業者等から税務署長への非課税口座内上場株式等の購入の代価の額等その他の事

項の一定のクラウドを利用した提供及び税務署長から金融商品取引業者等への非課税口座内上場

株式等の購入の代価の額等の合計額その他の事項の提供について定めるほか、所要の措置を講ず

る。 

(2) 未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（ジュニアＮＩＳＡ）

について、非課税管理勘定が設けられた日の属する年の１月１日から５年を経過する日の翌日に設け

られる継続管理勘定がある場合には、原則として当該非課税管理勘定に係る上場株式等は当該継続管

理勘定に移管されることとする。この場合において、同日に当該上場株式等を当該継続管理勘定に移

管しないときは、当該継続管理勘定を設けた未成年者口座が開設されている金融商品取引業者等の営

業所の長に対し、その旨その他の事項を記載した書類の提出（当該書類の提出に代えて行う電磁的方

法による当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録の提供を含む。）をしなければならないこと

とする。 
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① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

イ 「資産所得倍増プラン」の実現に向け、「貯蓄から投資へ」の流れを加速し、中間層を中心とする層

が、幅広く資本市場に参加することを通じて成長の果実を享受できる環境を整備することが極めて重

要である。このような観点から、ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化を行う。 

 

ロ 具体的には、若年期から高齢期に至るまで、長期・積立・分散投資による継続的な資産形成を行える

よう、非課税保有期間を無期限化するとともに、口座開設可能期間については期限を設けず、ＮＩＳ

Ａ制度を恒久的な措置とする。 

 

ハ あわせて、個人のライフステージに応じて、資金に余裕があるときに短期間で集中的な投資を行う

ニーズにも対応できるよう、年間投資上限額を拡充する。一定の投資信託を対象とする長期・積立・分

散投資の枠（「つみたて投資枠」）については、現行のつみたてＮＩＳＡの水準（年間４０万円）の３倍

となる１２０万円まで拡充する。加えて、企業の成長投資につながる家計から資本市場への資金の流

れを一層強力に後押しする観点から、上場株式への投資が可能な現行の一般ＮＩＳＡの役割を引き継

ぐ「成長投資枠」を設けることとし、「つみたて投資枠」との併用を可能とする。「成長投資枠」の年間

投資上限額については、現行の一般ＮＩＳＡの水準（年間１２０万円）の２倍となる２４０万円まで

拡充する。これにより、年間投資上限額の合計は３６０万円となり、英国ＩＳＡ（約３３５万円）を上

回る規模が実現する。 

 

ニ 一方、投資余力が大きい高所得者層に対する際限ない優遇とならないよう、年間投資上限額とは別

に、一生涯にわたる非課税限度額を設定することとする。その総額については、老後等に備えた十分

な資産形成を可能とする観点から、現行のつみたてＮＩＳＡの水準（８００万円）から倍増以上とな

る１，８００万円とする。また、「成長投資枠」については、その内数として現行の一般ＮＩＳＡの水

準（６００万円）の２倍となる１，２００万円とする。 

 

ホ ＮＩＳＡ制度は安定的な資産形成を目的とするものであることを踏まえ、「成長投資枠」について、

高レバレッジ投資信託などの商品は投資対象から除外するとともに、金融機関が顧客に対して「成長

投資枠」を活用した回転売買を無理に勧誘するような行為を規制するため、監督官庁において、監督

指針を改正し金融機関に対する監督及びモニタリングを強化する。今後、制度の利用状況等を踏まえ

つつ、家計の安定的な資産形成に資するものとなっているかどうかなど、その政策効果について定期

的な検証をすることが必要不可欠である。 

 

ヘ なお、現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡについては、令和５年末で買付を終了することと

するが、非課税口座内にある商品については、新しい制度における非課税限度額の外枠で、現行の取
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扱いを継続する。 

 

ト 今回のＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化が、金融経済教育の充実や利用者の利便性向上の取組み

などと相まって、将来にわたり家計による継続的な投資につながるとともに、投資未経験の方や、今

は投資の機会に恵まれない方については、賃上げ等を通じた所得の底上げが将来的な投資につながる

ことも期待される。 

 

② 改正の概要 

イ ＮＩＳＡ制度が恒久的な措置とされ、非課税保有期間が無期限とされ、口座開設可能期間について

も期限がなくなる。 

 

ロ 従来の一般ＮＩＳＡは、「成長投資枠」として再編成され、年間に積み立てる上限額が２４０万円（従

来１２０万円）までとされ２倍になる。 

 

ハ 従来のつみたてＮＩＳＡは「つみたて投資枠」として再編成され、年間に積み立てる上限額が 

１２０万円（従来４０万円）までとされ３倍になる。 

 

ニ 「成長投資枠」と「つみたて投資枠」とは、併用が可能とされる。 

 

ホ したがって年間投資額は合計３６０万円まで可能になるので、今まで「つみたてＮＩＳＡ」を選択

していた方は９倍に、「一般ＮＩＳＡ」を選択していた方は３倍に増えることになる。 

 

ヘ もともとＮＩＳＡはイギリスのＩＳＡ（Individual Savings Accounts）制度を参考に、その日本版（NIPPON 

Individual Savings Accounts）として作られたもので、今回の拡大により、イギリスの限度額である2万

ポンド（約３２０万円）を上回ることとなった。 

 

ト 生涯の積立上限額は、老後等に備えた十分な資産形成を可能とする観点から、「成長投資枠」と「つ

みたて投資枠」との総額で１,８００万円とされるが、そのうち「成長投資枠」の積立上限額は 

１,２００万円とされる。 

 

チ 積立上限額は、ＮＩＳＡのそれぞれの枠に受け入れられている購入代価の合計額で計算されるので、

既に譲渡した上場株式等の取得価額は含まれず、時価の変動による増減は加味されない。 

 

リ 生涯の積立上限額に比して、年間の投資上限額が大きく設定されている趣旨は、個人のライフステ

ージに応じて、資金に余裕があるときに短期間で集中的な投資を行うニーズにも対応できることが念
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頭に置かれている。 

 

ヌ 新しいＮＩＳＡ制度は令和６年１月１日以後に積み立てるものから適用される。 

 

ル 従来の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡは令和５年末で買付を終了することになり、この非課税

口座内にある投資額は、新しい制度の非課税限度額の外枠で、それぞれの期限まで現行の取扱いまま

継続することになる。 

 

 

＜金融庁令和５年度税制改正資料より＞ 
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＜金融庁令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

(2) 特定中小会社が設立の際に発行した株式の取得に要した金額の控除等の特

例、エンジェル税制、ストックオプション税制   創 設 見直し継続 

閣大綱３頁 

(3) 特定中小会社が設立の際に発行した株式の取得に要した金額の控除等の特例の創設 

① 中小企業等経営強化法施行規則の改正を前提に、その設立の日の属する年において次に掲げる要

件を満たす株式会社により設立の際に発行される株式（①において「特定株式」という。）を払込み

により取得をした居住者等（当該株式会社の発起人に該当すること及び当該株式会社に自らが営ん

でいた事業の全部を承継させた個人等に該当しないことその他の要件を満たすものに限る。）は、そ

の取得をした年分の一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡所得等の金額か

らその特定株式の取得に要した金額の合計額（当該一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び当該上

場株式等に係る譲渡所得等の金額の合計額を限度とする。）を控除する特例を創設し、特定中小会社

が発行した株式の取得に要した金額の控除等及び特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合

の課税の特例と選択して適用できることとする。この場合において、その取得をした特定株式の取

得価額は、当該控除をした金額のうち２０億円を超える部分の金額をその取得に要した金額から控

除した金額とする。 
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イ その設立の日以後の期間が１年未満の中小企業者であること。 

ロ 販売費及び一般管理費の出資金額に対する割合が１００分の３０を超えることその他の要件を

満たすこと。 

ハ 特定の株主グループの有する株式の総数が発行済株式の総数の１００分の９９を超える会社で

ないこと。 

ニ 金融商品取引所に上場されている株式等の発行者である会社でないこと。 

ホ 発行済株式の総数の２分の１を超える数の株式が一の大規模法人及び当該大規模法人と特殊の

関係のある法人の所有に属している会社又は発行済株式の総数の３分の２以上が大規模法人及び

当該大規模法人と特殊の関係のある法人の所有に属している会社でないこと。 

ヘ 風俗営業又は性風俗関連特殊営業に該当する事業を行う会社でないこと。 

② 特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等の適用対象となる株式の範囲に、上記

①の特定株式を加える。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(4) エンジェル税制について、次の措置を講ずる。 

① 特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等及び特定中小会社が発行した株式に係

る譲渡損失の繰越控除等について、次の措置を講ずる。 

イ 中小企業等経営強化法施行規則の改正を前提に、居住者等が、特定株式（次に掲げる要件を満

たすものに限る。）を払込みにより取得をした場合には、その取得をした特定株式の取得価額から

控除する特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等の適用を受けた金額から、そ

の特定株式の取得に要した金額の合計額とその取得をした年分の一般株式等に係る譲渡所得等の

金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金額の合計額（２０億円を超える場合には、２０億円）

とのいずれか低い金額を控除するものとする。 

(ｲ) 中小企業等経営強化法に規定する特定新規中小企業者に該当する株式会社により発行される

株式又は内国法人のうち設立の日以後１０年を経過していない中小企業者に該当するものその

他一定の要件を満たすものにより発行される株式で投資事業有限責任組合契約に従って取得若

しくは電子募集取扱業務により取得をされるものに該当すること。 

(ﾛ) 当該株式を発行した株式会社（その設立の日以後の期間が５年未満のものに限る。）が、設立

後の各事業年度の営業損益金額が零未満であり、かつ、当該各事業年度の売上高が零であるこ

と又は前事業年度の試験研究費その他中小企業等経営強化法施行令第３条第１項に規定する費

用の合計額の出資金額に対する割合が１００分の３０を超えることその他の要件を満たすもの

であること。 

ロ 適用対象となる特定新規中小企業者（上記イ(ﾛ)の要件を満たす株式会社に限る。）の特定の株

主グループの有する株式の総数が発行済株式の総数の６分の５を超える会社でないこととの要件

については、特定の株主グループの有する株式の総数が発行済株式の総数の２０分の１９を超え

る会社でないこととする。 
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ハ 適用対象となる特定新規中小企業者に該当する株式会社に係る確認手続において、次に掲げる

書類については、都道府県知事へ提出する申請書への添付を要しないこととする。 

(ｲ) 株式の発行を決議した株主総会の議事録の写し、取締役の決定があったことを証する書面又

は取締役会の議事録の写し 

(ﾛ) 個人が取得した株式の引受けの申込み又はその総数の引受けを行う契約を証する書面 

② 特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例について、次の措置を講ずる。 

イ 適用対象となる特定新規中小企業者（上記①イ(ﾛ)の要件を満たす株式会社に限る。）の特定の

株主グループの有する株式の総数が発行済株式の総数の６分の５を超える会社でないこととの要

件については、特定の株主グループの有する株式の総数が発行済株式の総数の２０分の１９を超

える会社でないこととする。 

ロ 適用対象となる特定新規中小企業者に該当する株式会社に係る確認手続において、次に掲げる

書類については、都道府県知事へ提出する申請書への添付を要しないこととする。 

(ｲ) 設立の日における貸借対照表 

(ﾛ) 税理士が署名した法人税の確定申告書に添付された別表一の写し及び事業等の概況に関する

書類の写し 

(ﾊ) 株式の発行を決議した株主総会の議事録の写し、取締役の決定があったことを証する書面又

は取締役会の議事録の写し 

(ﾆ) 個人が取得した株式の引受けの申込み又はその総数の引受けを行う契約を証する書面 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(5) 特定の取締役等が受ける新株予約権の行使による株式の取得に係る経済的利益の非課税等（ストッ

クオプション税制）について、適用対象となる新株予約権に係る契約の要件のうち当該新株予約権の

行使はその付与決議の日後１０年を経過する日までの間に行うこととの要件を、一定の株式会社が付

与する新株予約権については、当該新株予約権の行使はその付与決議の日後１５年を経過する日まで

の間に行うこととするほか、所要の措置を講ずる。 

(注) 上記の「一定の株式会社」とは、設立の日以後の期間が５年未満の株式会社で、金融商品取引所に

上場されている株式等の発行者である会社以外の会社であることその他の要件を満たすものをいう。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ スタートアップは、社会的課題を成長のエンジンに転換し、持続可能な経済社会を実現する可能性

を秘めている。そうした中、創業数と創業規模の両面でわが国のスタートアップの成長を促していく

ためには、「創業」、「事業展開」、「出口」の各段階を通じたインセンティブの充実が極めて重要である。

スタートアップ創出元年にふさわしく、スタートアップへの投資額の５年１０倍増に向けて、スター

トアップの加速や、既存企業とのオープンイノベーションの推進を通じ、わが国にスタートアップを
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生み育てるエコシステムを抜本的に強化する。 

 

ロ 「創業」については、資金不足や金銭面の損失リスクが足かせとなっている現状を踏まえると、自ら

リスクを取って出資する創業者の行為を金銭面から力強く後押しするとともに、特に資金の集まりに

くい創業初期のプレシード・シード期におけるエンジェル投資家からのスタートアップへの出資をこ

れまで以上に支援することが求められる。このため、保有する株式を売却してスタートアップに再投

資する場合の優遇税制を創設し、スタートアップへの資金供給を強化する。 

 

ハ 具体的には、保有株式の譲渡益を元手に創業者が創業した場合やエンジェル投資家がプレシード・

シード期のスタートアップに再投資を行った場合に、再投資分につき株式譲渡益に課税しない制度を

創設する。その上限額については、米国のＱＳＢＳに係る株式譲渡益の非課税措置の規模（約１３．５

億円）を上回る２０億円とする。この他、プレシード・シード期のスタートアップへの投資を一層呼び

込むため、エンジェル税制の要件緩和も行う。 

 

ニ 「事業展開」を後押しする観点からは、ストックオプション税制の権利行使期間の上限を、一定のス

タートアップについて１０年から１５年へと延長する等の措置を講ずる。 

 

ホ 「出口」については、現在はＩＰＯに偏重しているが、事業規模が未拡大の段階でＩＰＯが行われ、

その後に成長が鈍化する傾向にあるとの指摘がある。Ｍ＆Ａを促進することで、スタートアップが既

存企業の資金や人材といった経営資源を活用できるようになり、その後の「事業展開」において、より

力強い成長を実現することが期待される。 

 

② 改正の概要 

イ スタートアップ企業（新興企業）の創業者が、保有株式の譲渡益を元手にしてスタートアップ企

業を創業した場合に、２０億円を限度に株式譲渡益に課税しない制度が創設される。 

 

ロ エンジェル投資家がスタートアップ企業のプレシード・シード期（創業初期）に、他の株式を譲

渡してその譲渡益で再投資を行った場合に、再投資分につき２０億円を限度に株式譲渡益に課税し

ない制度が創設される。 

 

ハ スタートアップ企業とは、短期間に先端の技術開発や研究などを行う斬新的なビジネスモデルを

展開する企業をいい、創業初期に多額の開発資金を必要とすることから、法人課税では、従来から

研究開発税制やオープンイノベーション促進税制が設けられていた。 

 

ニ 今回、スタートアップ企業の創業者や、ベンチャー企業への投資家（エンジェル）に対しても、
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従来保有していた株式を譲渡してその譲渡益をスタートアップ企業へ投資した祭には、その譲渡益

に課税しない制度が設けられた。 

 

ホ この非課税とされる限度の２０億円は、米国のＱＳＢＳ（Qualified small business stock）に

係る株式譲渡益の非課税措置の規模（約１３．５億円）を上回っている。 

 

ヘ なお、この制度は、株式譲渡益に課税しない制度して設計されているので、売却した株式の取得

価額を引き継ぐ課税の繰延べではない。 

 

ト ストックオプション税制の権利行使期間の上限が、一定のスタートアップ企業については１０年

から１５年への延長等が行われる。 

 

＜参考：従来のエンジェル税制の概略＞ 

ⅰ ベンチャー企業の株式を取得した時点の優遇措置 

次のいずれかの選択 

ａ （ベンチャー企業への投資額 － 2,000円）をその年の総所得金額から控除 

総所得金額×４０％と1,000万円のいずれか低い金額を限度 

ｂ ベンチャー企業への投資額を、その年の他の株式譲渡益から控除 

ⅱ ベンチャー企業の株式を譲渡した時点の優遇措置 

譲渡損失の３年間の繰越控除が認められる。 
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＜経済産業省令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

 

２ 個人所得課税（極めて高い水準の所得に対する負担の適正化）   

創 設 

【令和７年分から適用】 

閣大綱１０頁 

(1) その年分の基準所得金額から３億３,０００万円を控除した金額に２２.５％の税率を乗じた金額が

その年分の基準所得税額を超える場合には、その超える金額に相当する所得税を課する措置を講ずる。 

（注１）上記の「基準所得金額」とは、その年分の所得税について申告不要制度を適用しないで計算

した合計所得金額（その年分の所得税について適用する特別控除額を控除した後の金額）をい

い、「基準所得税額」とは、その年分の基準所得金額に係る所得税の額（分配時調整外国税相当

額控除及び外国税額控除を適用しない場合の所得税の額とし、附帯税及び上記(1)により課す所

得税の額を除く。）をいう。 

（注２）上記（注１）の「申告不要制度」とは、次に掲げる特例をいう。 

① 確定申告を要しない配当所得等の特例 



51／128 

② 確定申告を要しない上場株式等の譲渡による所得の特例 

（注３）上記（注１）の合計所得金額には、源泉分離課税の対象となる所得金額を含まないこととす

る（ＮＩＳＡ制度及び特定中小会社が設立の際に発行した株式の取得に要した金額の控除等の

特例において非課税とされる金額も含まない。）。 

(2) 上記(1)の適用がある場合の所得税の確定申告書の記載事項を定めるほか、所要の措置を講ずる。 

(注) 上記の改正は、令和７年分以後の所得税について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化やスタートアップ・エコシステムの抜本的強化とあわせて、税負担

の公平性の観点から、極めて高い水準の所得について最低限の負担を求める措置を導入する。 

 

ロ 具体的には、株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所得、その他の各種所得

を合算した所得金額（基準所得金額）から特別控除額（３．３億円）を控除した金額に、２２．５％の

税率を乗じた金額が納めるベき所得税の金額を超過した場合に、その超過した差額を追加的に申告納

税することとする。基準所得金額の計算上、スタートアップに再投資する場合の優遇税制の適用を受

けた株式譲渡益やＮＩＳＡ制度の非課税所得は対象から除外することとし、また、政策的な観点から

設けられている特別控除を控除した後の所得金額とする。 

 

ハ 本措置は周知等に要する期間も勘案し、令和７年分以降の所得税から適用する。 

 

② 改正の概要 

イ 株式の譲渡所得、土地建物の譲渡所得、給与・事業所得、その他の各種所得を合算した所得金額（「基

準所得金額」という。）から特別控除額（３．３億円）を控除した金額に２２．５％の税率を乗じた金

額が、納めるベき所得税額を超過した場合に、その超過した差額を追加的に申告納税することとされ

る。 

 

ロ これを計算式で表現すると、次のようになる。 

（ 基準所得金額 － 特別控除額３．３億円 ）× ２２．５％ ＞ 納めるべき所得税額 

の場合に、その超過した差額を追加納税する。 
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ハ なお、基準所得金額の対象から、スタートアップに再投資する場合の優遇税制の適用を受けた株式

譲渡益やＮＩＳＡ制度の非課税所得は除外し、政策的な観点から設けられている特別控除を控除した

後の所得金額とされる。 

 

ニ この改正は、所得が１億円を超える層の税負担率が、株式等の分離譲渡課税などにより、むしろ下

がっていくといういわゆる「１億円の壁」現象に対応するために設けられた。 

 

ホ １億円を超える層の所得は、次のように区分され、経常的に所得が１億円を超える層は、半分まで

と推定される。 

傾 向 内  容 比  率（％） 

経常的 
給与所得 

その他の所得 

１９．３ 

１７．６ 
３６．９ 

？ 上場株式の譲渡 １４．４ １４．４ 

非経常的 
非上場株式等の譲渡 

分離長期譲渡所得 

２７．４ 

２１．３ 
４８．７ 

 

 

＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 
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３ 個人所得課税（土地・住宅税制） 

(1) 空き家に係る譲渡所得の３,０００万円特別控除   見直し継続 

【令和６年１月１日以後の譲渡から適用】 

閣大綱１１頁 

(3) 空き家に係る譲渡所得の３,０００万円特別控除の特例について、次の措置を講じた上、その適用期

限を４年延長する。 

① 本特例の適用対象となる相続人が相続若しくは遺贈により取得をした被相続人居住用家屋（当該

相続の時からその譲渡の時まで事業の用、貸付けの用又は居住の用に供されていたことがないもの

に限る。）の一定の譲渡又は当該被相続人居住用家屋とともにする当該相続若しくは遺贈により取得

をした被相続人居住用家屋の敷地等（当該相続の時からその譲渡の時まで事業の用、貸付けの用又

は居住の用に供されていたことがないものに限る。）の一定の譲渡をした場合において、当該被相続

人居住用家屋が当該譲渡の時から当該譲渡の日の属する年の翌年２月１５日までの間に次に掲げる

場合に該当することとなったときは、本特例を適用することができることとする。 

イ 耐震基準に適合することとなった場合 

ロ その全部の取壊し若しくは除却がされ、又はその全部が滅失をした場合 

② 相続又は遺贈による被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等の取得をした相続人の

数が３人以上である場合における特別控除額を２,０００万円とする。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(注) 上記の改正は、令和６年１月１日以後に行う被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家屋の敷地等

の譲渡について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 租税特別措置については、特定の政策目的を実現するために有効な政策手法となりうる一方で、税

負担の歪みを生じさせる面があることから、真に必要なものに限定していくことが重要である。この

ため、毎年度、期限が到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつつ、必要性や政策効果を

よく見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行い、存置するものについては、各措置の性

質等に応じ適切な適用期限を設定する。こうした取組みの実効性を高めるため、政策効果の検証の質

の向上など、ＥＢＰＭの徹底に努めることが必要である。また、租税特別措置の創設・拡充を行う場合

は、財源を確保することやいたずらに全体の項目数を増加させないことに配意する。 
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② 改正の概要 

イ 空き家に係る譲渡所得の３,０００万円特別控除について、次の見直しが行われた上で、適用期限が

４年延長される。 

 

ロ 被相続人居住用家屋を譲渡した時から、その翌年２月１５日までの間に、次に該当する場合には、

この特例を適用することができる。 

(ｲ)  耐震基準に適合することとなった場合 

(ﾛ)  その全部が取壊され若しくは除却され、又はその全部が滅失した場合 

 

ハ つまり、譲渡後に工事を行うということは、買い主が工事を行うことが前提になる。 

 

ニ 従来、相続人がこの制度を受けるためには、譲渡するまでに自らが上記の(ｲ)又は(ﾛ)の処理をしな

ければならないが、今回の改正により、例えば宅建業者や建築業者が買い取った上でこれらの作業を

行って転売することも可能になる。 

 

ホ この結果、相続人は買手との間で解体費用や耐震改修費用相当額を譲渡価額に反映させる交渉を行

うだけでよくなり、従来よりも取り組みやすくなると思われる。 

 

ヘ この空き家やその敷地等を取得した相続人の数が３人以上である場合は、特別控除額は２,０００万

円とされる。 

 

ト これらの改正は、令和６年１月１日以後に譲渡した場合から適用される。 
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＜国土交通省令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

(2) 低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の１００万円特別控除   

見直し継続 

【令和５年１月１日以後の譲渡から適用】 

閣大綱１２頁 

(4) 低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の１００万円特別控除について、次の措置を講じた

上、その適用期限を３年延長する。 

① 適用対象となる低未利用土地等の譲渡後の利用要件に係る用途から、いわゆるコインパーキング

を除外する。 

② 次に掲げる区域内にある低未利用土地等を譲渡する場合における低未利用土地等の譲渡対価に係

る要件を８００万円以下（現行：５００万円以下）に引き上げる。 

イ 市街化区域又は区域区分に関する都市計画が定められていない都市計画区域（用途地域が定め

られている区域に限る。） 

ロ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に規定する所有者不明土地対策計画を作

成した市町村の区域 

（注）上記の改正は、令和５年１月１日以後に行う低未利用土地等の譲渡について適用する。 
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① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 租税特別措置については、特定の政策目的を実現するために有効な政策手法となりうる一方で、税

負担の歪みを生じさせる面があることから、真に必要なものに限定していくことが重要である。この

ため、毎年度、期限が到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつつ、必要性や政策効果を

よく見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行い、存置するものについては、各措置の性

質等に応じ適切な適用期限を設定する。こうした取組みの実効性を高めるため、政策効果の検証の質

の向上など、ＥＢＰＭの徹底に努めることが必要である。また、租税特別措置の創設・拡充を行う場合

は、財源を確保することやいたずらに全体の項目数を増加させないことに配意する。 

 

② 改正の概要 

イ 低未利用土地等を譲渡した後は、その土地等を利用することの要件が設けられているが、その適用

対象となる用途から、いわゆるコインパーキングが除外される。 

 

ロ 次の区域内にある低未利用土地等を譲渡する場合における譲渡対価に係る要件を８００万円以下

（現行：５００万円以下）に引き上げられる。 

(ｲ)  市街化区域又は区域区分に関する都市計画が定められていない都市計画区域（用途地域が定めら

れている区域に限る。） 

(ﾛ)  所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に規定する所有者不明土地対策計画を作

成した市町村の区域 

 

ハ 適用期限を３年延長される。 

 

 

 

４ 個人所得課税（その他） 

(1) 給与所得者の特定支出控除の特例   見直し 

閣大綱１５頁 

(3) 給与所得者の特定支出控除の特例について、次の措置を講ずる。 
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① その支出が、本特例の対象となる研修費又は資格取得費に該当するものである場合において、教

育訓練給付金の支給対象となる教育訓練に係るものであるときは、現行の給与等の支払者によるそ

の支出が特定支出に該当する旨の証明の書類の確定申告書等への添付に代えて、キャリアコンサル

タントによるその支出が特定支出に該当する旨の証明の書類の確定申告書等への添付ができること

とする。 

② その他所要の措置を講ずる。 

① 改正の概要 

イ 特定支出の内容が研修費又は資格取得費に該当する場合において、教育訓練給付金の支給対象とな

る教育訓練に該当する場合は、現行の給与等の支払者による証明書類の確定申告書等への添付に代え

て、キャリアコンサルタントによる証明書類を確定申告書等に添付できることとされる。 

 

 

(2) 個人事業者が事業開始・廃止した場合等の届出   見直し 

閣大綱１５頁 

(5) 個人事業者がその事業を開始し、又は廃止した場合に行う届出書等の提出を一括で行えるよう、次

の見直しを行う。 

① 個人事業の開業・廃業等届出書について、その提出期限をその事業の開始等の事実があった日の

属する年分の確定申告期限とするとともに、事務所等を移転する場合のその提出先を納税地の所轄

税務署長とするほか、記載事項の簡素化を行う。 

② 青色申告書による申告をやめる旨の届出書について、その提出期限をその申告をやめようとする

年分の確定申告期限とするとともに、記載事項の簡素化を行う。 

③ 次に掲げる届出書等について、記載事項の簡素化を行う。 

イ 納期の特例に関する承認の申請書 

ロ 青色申告承認申請書及び青色専従者給与に関する届出書 

ハ 給与等の支払をする事務所の開設等の届出書 

(注) 上記①の改正は令和８年１月１日以後の事業の開始等について、上記②の改正は令和８年分以後の

所得税について、上記③イの改正は令和９年１月分以後の承認申請について、上記③ロの改正は令和

９年分以後の所得税について、上記③ハの改正は令和９年１月１日以後の事務所の開設等について、

それぞれ適用する。 

 

① 改正の概要 

イ 個人事業の開業・廃業等届出書の提出期限が、その事実があった日の属する年分の確定申告期限と

される。 
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ロ 青色申告の取りやめの届出書の提出期限が、その申告をやめようとする年分の確定申告期限とされ

る。 

 

ハ イの改正は令和８年１月１日以後の事業の開始等から、ロの改正は令和８年分以後の所得税から適

用される。 

 

 

(3) 給与所得者の扶養控除等申告書、保険料控除申告書   見直し 

【扶養控除申告書については令和７年１月１日以後に支払を受けるべき給与等について提出する給与所得

者の扶養控除等申告書について適用、保険料控除申告書については令和６年１０月１日以後に提出する給

与所得者の保険料控除申告書について適用】 

閣大綱１６頁 

(6) 給与所得者の扶養控除等申告書について、その申告書に記載すべき事項がその年の前年の申告内容

と異動がない場合には、その記載すべき事項の記載に代えて、その異動がない旨の記載によることが

できることとする。 

(注) 上記の改正は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき給与等について提出する給与所得者の扶

養控除等申告書について適用する。 

(7) 給与所得者の保険料控除申告書について、次に掲げる事項の記載を要しないこととする。 

① 申告者が生計を一にする配偶者その他の親族の負担すべき社会保険料を支払った場合のこれらの

者の申告者との続柄 

② 生命保険料控除の対象となる支払保険料等に係る保険金等の受取人の申告者との続柄 

(注) 上記の改正は、令和６年１０月１日以後に提出する給与所得者の保険料控除申告書について適用す

る。 

 

① 改正の概要 

イ 給与所得者の扶養控除等申告書について、記載すべき内容がその前年の申告内容と異動がない場合

には、その記載すべき事項の記載に代えて、その異動がない旨の記載によることができることとされ

る。 

 

ロ この改正は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき給与等について提出する扶養控除等申告書

に適用される。 

 

ハ 給与所得者の保険料控除申告書について、次に掲げる事項の記載が不要とされる。 
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(ｲ)  申告者が生計を一にする配偶者その他の親族の負担すべき社会保険料を支払った場合の、これら

の者の申告者との続柄 

(ﾛ)  生命保険料控除の対象となる支払保険料等に係る保険金等の受取人の申告者との続柄 

 

ニ この改正は、令和６年１０月１日以後に提出する保険料控除申告書について適用される。 

 

 

(4) 給与所得及び公的年金等の源泉徴収票関係   見直し 

【令和９年１月１日以後に提出すべき給与所得及び公的年金等の源泉徴収票について適用】 

閣大綱１７頁 

(8) 給与等の支払をする者が、その支払を受ける者に対し、給与所得の源泉徴収票又は給与支払明細書

の交付に代えてその源泉徴収票又は給与支払明細書に記載すべき事項を電磁的方法により提供するた

めの要件であるその支払を受ける者の承諾手続に、その支払を受ける者に対し期限を定めてその承諾

を求め、その支払を受ける者がその期限までにこれを拒否する旨の回答をしない場合には、その支払

をする者はその承諾を得たものとみなす方法を加える。 

(9) 源泉徴収票の提出方法について、次の見直しを行う。 

① 給与等の支払をする者が、市区町村の長に給与支払報告書を提出した場合には、その報告書に記

載された給与等について税務署長に給与所得の源泉徴収票を提出したものとみなす。 

② 上記①の見直しに伴い、給与所得の源泉徴収票の税務署長への提出を要しないこととされる給与

等の範囲を、給与支払報告書の市区町村の長への提出を要しないこととされる給与等の範囲と同様

に、年の中途において退職した居住者に対するその年中の給与等の支払金額が３０万円以下である

場合のその給与等とするほか、これに伴う所要の措置を講ずる。 

③ 公的年金等の源泉徴収票の提出方法についても同様の措置を講ずる。 

(注) 上記の改正は、令和９年１月１日以後に提出すべき給与所得及び公的年金等の源泉徴収票について

適用する。 

 

① 改正の概要 

イ 市町村長に給与支払報告書を提出した場合は、税務署長に源泉徴収票を提出したものとみなされる。 

 

ロ 給与所得の源泉徴収票の提出範囲について、給与支払報告書の市町村長に対する提出範囲と同一と

される。 

 

ハ 令和９年１月１日以後に提出すべき源泉徴収票から適用される。 
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(5) 一定の災害を受けた場合の雑損失・純損失の繰越控除期間の延長    

見直し 

閣大綱１４頁 

(1) 事業所得者等の有する棚卸資産や事業用資産等につき特定非常災害の指定を受けた災害により生じ

た損失（以下「特定被災事業用資産の損失」という。）について、次に掲げるものの繰越期間を５年（現

行：３年）に延長する。 

① 青色申告者でその有する事業用資産等（土地等を除く。）のうちに特定被災事業用資産の損失額の

占める割合が１０％以上であるものは、被災事業用資産の損失による純損失を含むその年分の純損

失の総額 

② 青色申告者以外の者でその有する事業用資産等（土地等を除く。）のうちに特定被災事業用資産の

損失額の占める割合が１０％以上であるものは、その年に発生した被災事業用資産の損失による純

損失と変動所得に係る損失による純損失との合計額 

③ 上記①及び②以外の者は、特定被災事業用資産の損失による純損失の金額 

(2) 個人の有する住宅や家財等につき特定非常災害の指定を受けた災害により生じた損失について、雑

損控除を適用してその年分の総所得金額等から控除しても控除しきれない損失額についての繰越期間

を５年（現行：３年）に延長する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 災害が発生した際の被災者や事業者に対しては、これまでも、平成２９年度税制改正において災害

への税制上の対応の規定の常設化を行う等の対応を講じてきたところである。しかし、大規模な災害

の発生に備え、著しい被害に対する不安を解消する観点から、一層の税制上の対応を講じることが重

要である。 

 

ロ 個人所得課税における災害に係る損失の繰越控除制度の見直し 

(ｲ)  被害が極めて甚大で広範な地域の生活基盤が著しく損なわれ、被災前のように生活の糧を得るま

でに時間を要するような災害の被災者や被災事業者に特に配慮する観点から、特定非常災害法上の

特定非常災害による損失に係る雑損失及び純損失の繰越期間について、損失の程度や記帳水準に応

じ、例外的に３年から５年に延長する措置を講ずる。 
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② 改正の概要 

イ 個人所得課税における災害損失の繰越控除制度について、被害が極めて甚大で広範な地域の生活基

盤が著しく損なわれ、被災前のように生活の糧を得るまでに時間を要するような災害の被災者や被災

事業者に特に配慮する観点から、特定非常災害法上の特定非常災害による損失に係る雑損失及び純損

失の繰越期間について、損失の程度や記帳水準に応じ、例外的に３年から５年に延長する措置が講じ

られる。 
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５ 資産課税 

(1) 相続時精算課税制度、暦年課税制度の改正   見直し 

【精算課税に係る基礎控除は令和６年１月１日以後の贈与から適用、被災した相続財産の価額に対する特

例は令和６年１月１日以後の被災から適用、暦年課税に対する生前贈与の加算期間の延長は令和６年１月

１日以後の贈与から適用】 

閣大綱２０頁 

１ 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築 

(1) 相続時精算課税制度について、次の見直しを行う。 

① 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るその年分の贈与税につい

ては、現行の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控除１１０万円を控除できることとするととも

に、特定贈与者の死亡に係る相続税の課税価格に加算等をされる当該特定贈与者から贈与により取

得した財産の価額は、上記の控除をした後の残額とする。 

(注) 上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税につい

て適用する。 

② 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した一定の土地又は建物が当該贈与の日

から当該特定贈与者の死亡に係る相続税の申告書の提出期限までの間に災害によって一定の被害を

受けた場合には、当該相続税の課税価格への加算等の基礎となる当該土地又は建物の価額は、当該

贈与の時における価額から当該価額のうち当該災害によって被害を受けた部分に相当する額を控除

した残額とする。 

(注) 上記の改正は、令和６年１月１日以後に生ずる災害により被害を受ける場合について適用する。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(2) 相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間等について、次の見直しを行う。 

① 相続又は遺贈により財産を取得した者が、当該相続の開始前７年以内（現行：３年以内）に当該

相続に係る被相続人から贈与により財産を取得したことがある場合には、当該贈与により取得した

財産の価額（当該財産のうち当該相続の開始前３年以内に贈与により取得した財産以外の財産につ

いては、当該財産の価額の合計額から１００万円を控除した残額）を相続税の課税価格に加算する

こととする。 

(注) 上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適用す

る。 

② その他所要の整備を行う。 
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① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 高齢化等に伴い、高齢世代に資産が偏在するとともに、いわゆる「老老相続」が増加するなど、若年

世代への資産移転が進みにくい状況にある。高齢世代が保有する資産がより早いタイミングで若年世

代に移転することとなれば、その有効活用を通じた経済の活性化が期待される。 

 

ロ 一方、相続税・贈与税は、税制が資産の再分配機能を果たす上で重要な役割を担っている。高齢世代

の資産が、適切な負担を伴うことなく世代を超えて引き継がれることとなれば、格差の固定化につな

がりかねない。 

 

ハ わが国の贈与税は、相続税の累進負担の回避を防止する観点から、相続税よりも高い税率構造とな

っている。実際、相続税がかからない者や、相続税がかかる者であってもその多くの者にとっては、贈

与税の税率の方が高いため、生前にまとまった財産を贈与しにくい。他方、相続税がかかる者の中で

も相続財産の多いごく一部の者にとっては、財産を生前に分割して贈与する場合、相続税よりも低い

税率が適用される。 

 

ニ このため、資産の再分配機能の確保を図りつつ、資産の早期の世代間移転を促進する観点から、生

前贈与でも相続でもニーズに即した資産移転が行われるよう、諸外国の制度も参考にしつつ、資産移

転の時期の選択により中立的な税制を構築していく必要がある。 

 

ホ 相続時精算課税制度は、平成１５年度に次世代への早期の資産移転と有効活用を通じた経済社会の

活性化の観点から導入されたものである。選択後は生前贈与か相続かによって税負担は変わらず、資

産移転の時期に中立的な仕組みとなっており、暦年課税との選択制は維持しつつ、同制度の使い勝手

を向上させる。具体的には、申告等に係る事務負担を軽減する等の観点から、相続時精算課税におい

ても、暦年課税と同水準の基礎控除を創設する。これにより、生前にまとまった財産を贈与しにくか

った者にとっても、相続時精算課税を活用することで、次世代に資産を移転しやすい税制となる。 

 

ヘ 現行、相続開始前３年以内に受けた贈与は相続財産に加算することとなっている。暦年課税におい

ても、資産移転の時期に対する中立性を高めていく観点から、相続財産に加算する期間を７年に延長

する。その際、過去に受けた贈与の記録・管理に係る事務負担を軽減する観点から、延長した期間（４

年間）に受けた贈与のうち一定額については、相続財産に加算しないこととする。 
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② 改正の概要（相続時精算課税制度） 

イ 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与を受けた財産に対する贈与税について、従来の特別控

除額（２,５００万円）とは別に、課税価格から基礎控除として１１０万円を毎年控除できることとさ

れる。 

 

ロ 相続時精算課税の適用の対象となる特定贈与者が２人以上の場合は、１１０万円を贈与額で按分す

る。 

 

ハ 特定贈与者が死亡した場合に相続税の課税価格に加算される財産の価額は、上記の年１１０万円の

基礎控除の適用を受けた後の残額とされる。 

 

ニ したがって、暦年課税制度の場合と異なり、相続開始の直前年の贈与についても１１０万円部分に

対して課税されることはない。 

 

ホ これらの改正は、令和６年１月１日以後の贈与から適用される。 

 

ヘ 相続時精算課税制度では、相続税の計算をする際に生前贈与を受けた財産の価格が相続税の計算に

取り込まれるが、その価格は生前贈与を受けた際の課税価格とされている。 

 

ト このため、相続開始時点で生前贈与を受けた財産の時価が下落した場合や、財産そのものが滅失し

ても、生前贈与を受けた時点の課税価格で相続税額の計算に取り込まれていた。 

 

チ 今回の改正により、特定贈与者から贈与を受けた一定の土地又は建物について、相続税の申告書の

提出期限までの間に、災害によって一定の被害を受けた場合には、贈与の時における価額から災害に

よって被害を受けた部分に相当する額を控除した残額が、相続税の課税価格に加算される額になる。 

 

リ なお、この適用は一定の土地又は建物で災害によって被害を受けた場合に限定されるので、単なる

時価の下落や、例えば有価証券など土地建物以外の財産については適用されない。 

 

ヌ 被災時期が相続開始時点までではなく、相続税の申告期限までとされていることにも留意する必要

がある。 

 

ル この特例は、令和６年１月１日以後の被災から適用される。 
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③ 改正の概要（暦年課税制度） 

イ 暦年課税制度における生前贈与の加算期間が４年延長され、相続の開始前７年以内とされる。 

 

ロ この改正によって延長された期間に贈与を受けた財産については、その価額の合計額から１００万

円を控除した残額が相続税の課税価格に加算される。 

 

ハ 複数の者から生前贈与を受けた場合には、贈与者ごとに１００万円を控除できる。 

 

ニ この１００万円を控除する趣旨は、過去に受けた贈与の記録・管理に係る事務負担を軽減する観点

からとされている。 

 

ホ 生前贈与の加算期間の改正は、令和６年１月１日以後に受ける贈与に適用され、相続税に加算され

る期間の延長は、以下の表のように、その３年後である令和９年１月１日以後に相続が開始したもの

から順に延長されていくことになる。 

 

ヘ つまり、令和５年１２月３１日以前の贈与については、延長される加算期間に含まれることはない。 

 

相続開始年 
加算期間 

延長部分 既存部分 

令和６年  
令和３年～令和６年の 

相続開始前３年間 

令和７年  
令和４年～令和７年の 

相続開始前３年間 

令和８年  
令和５年～令和８年の 

相続開始前３年間 

令和９年 
令和6.1.1～ 

令和６年の相続開始前応当日 

令和６年～令和９年の 

相続開始前３年間 

令和１０年 
令和6.1.1～ 

令和７年の相続開始前応当日 

令和７年～令和１０年の 

相続開始前３年間 

令和１１年 
令和6.1.1～ 

令和８年の相続開始前応当日 

令和８年～令和１１年の 

相続開始前３年間 

令和１２年 
令和6.1.1～ 

令和９年の相続開始前応当日 

令和９年～令和１２年の 

相続開始前３年間 

令和１３年 
令和６年～令和１０年の 

相続開始前４年間 

令和１０年～令和１３年の 

相続開始前３年間 

 

④ 相続時精算課税制度と暦年課税制度との選択について 

イ 今までの相続時精算課税制度は、生前贈与の際に特別控除額２,５００万円の適用を受けても、相続

時点で相続税の課税価格に取り込まれるので、基本的には相続税額の軽減にならない（※）。 
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※ ただし、生前贈与を受けた時点の課税価格によって相続税の課税価格に取り込まれるので、贈与

を受けた資産の時価が上昇した場合には有利になる。 

 

ロ そのために、今までは暦年課税を適用することによって、相続開始直前の３年間を除き、各年の基

礎控除額１１０万円の累積額を、相続税の課税価格から除外することが選択されてきた。 

 

ハ 今回の改正により、暦年課税制度では相続開始前７年間の贈与が相続税の課税価格に取り込まれる

ことになる一方で、相続時精算課税制度では各年の基礎控除額１１０万の累積額が相続税の課税価格

から除外されるため、相続時精算課税制度の方が有利になったといえる。 

 

ニ ただし、相続時精算課税制度は、特定贈与者の年齢が１月１日現在６０歳以上で、かつ推定相続人

の年齢が１月１日現在１８歳以上であることが要件とされているので、平均余命年数を考慮すると 

２０数年が適用できる限度ということになる。 

 

ホ これに対して、暦年課税制度については、贈与者も受贈者も年齢による影響はない。 

 

ヘ また、資産を特に高額に保有する資産家にとっては、暦年課税制度を採用した方が、資産を分割し

て贈与することによって、累進税率の適用を軽減することも可能になる。 

 

ト 相続時精算課税制度を利用すると、生前贈与額が相続財産の額に加算されるので、相続税の総額が

増え、結果的に他の相続人の相続税額に影響を及ぼす可能性もある。 

 

チ 相続時精算課税制度と暦年課税制度の選択については、これらを総合的に検討していくことが必要

かと思われる。 
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＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 

 

 

＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 
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＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 

 

 

＜政府税制調査会令和４年１０月２１日資料より＞ 



69／128 

(2) 教育資金、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置    

見直し継続 

【令和５年４月１日以後に行われる贈与に適用】 

閣大綱２１頁 

(1) 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置について、次の措置を講じた

上、その適用期限を３年延長する。 

① 信託等があった日から教育資金管理契約の終了の日までの間に贈与者が死亡した場合において、

当該贈与者の死亡に係る相続税の課税価格の合計額が５億円を超えるときは、受贈者が２３歳未満

である場合等であっても、その死亡の日における非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額

を、当該受贈者が当該贈与者から相続等により取得したものとみなす。 

(注) 上記の改正は、令和５年４月１日以後に取得する信託受益権等に係る相続税について適用する。 

② 受贈者が３０歳に達した場合等において、非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額に贈

与税が課されるときは、一般税率を適用することとする。 

（注）上記の改正は、令和５年４月１日以後に取得する信託受益権等に係る贈与税について適用する。 

③ 本措置の対象となる教育資金の範囲に、都道府県知事等から国家戦略特別区域内に所在する場合

の外国の保育士資格を有する者の人員配置基準等の一定の基準を満たす旨の証明書の交付を受けた

認可外保育施設に支払われる保育料等を加える。 

(注) 上記の改正は、令和５年４月１日以後に支払われる教育資金について適用する。 

④ その他所要の措置を講ずる。 

(2) 直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置について、受贈者が

５０歳に達した場合等において、非課税拠出額から結婚・子育て資金支出額を控除した残額に贈与税

が課されるときは、一般税率を適用することとした上、その適用期限を２年延長する。 

（注）上記の改正は、令和５年４月１日以後に取得する信託受益権等に係る贈与税について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 経済対策として現在講じられている贈与税の非課税措置は、資産の移転に対して何らの税負担も求

めない制度となっており、格差の固定化防止等の観点も踏まえながら、不断の見直しを行っていく必

要がある。 

 

ロ 教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置については、近年利用件数が減少しており、また、

資産を多く保有する者による利用が多い等の状況にある。節税的な利用につながらないよう所要の見
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直しを行った上で、適用期限を３年延長するが、次の期限到来時には、利用件数や利用実態等を踏ま

え、制度のあり方について改めて検討する。 

 

ハ 結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置についても、節税的な利用につながらない

よう所要の見直しを行った上で、適用期限を２年延長する。令和３年度税制改正大綱で「制度の廃止

も含め、改めて検討」とされた後も、引き続き利用件数が低迷している等の状況にあり、次の適用期限

の到来時には、利用件数や利用実態等を踏まえ、制度の廃止も含め、改めて検討する。 

 

② 改正の概要（教育資金の一括贈与の特例） 

イ 贈与者が死亡した場合において、相続税の課税価格の合計額が５億円を超えるときは、受贈者が 

２３歳未満である場合等でも、その死亡の日における残額を、当該贈与者から相続等により取得した

ものとみなす。 

 

ロ 受贈者が３０歳に達した場合等において、残額に贈与税が課されるときは、一般税率を適用するこ

ととする。 

 

ハ イ、ロの改正は、節税のための利用を防ぐことに目的があると解される。 

 

ニ 教育資金の範囲に、都道府県知事等から国家戦略特別区域内に所在する場合の外国の保育士資格を

有する者の人員配置基準等の一定の基準を満たす旨の証明書の交付を受けた認可外保育施設に支払わ

れる保育料等を加える。 

 

ホ 適用期限を３年延長する。 

 

＜前回（令和３年度改正）の改正点＞ 

① 信託等があった日から教育資金管理契約の終了の日までの間に贈与者が死亡した場合（その死亡

の日において、受贈者が次のいずれかに該当する場合を除く。）には、その死亡の日までの年数にか

かわらず、同日における管理残額を、受贈者が当該贈与者から相続等により取得したものとみなす。 

イ ２３歳未満である場合 

ロ 学校等に在学している場合 

ハ 教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練を受講している場合 

（注）上記の「管理残額」とは、非課税拠出額から教育資金支出額を控除した残額をいう（②におい

て同じ。）。 

② 上記①により相続等により取得したものとみなされる管理残額について、贈与者の子以外の直系

卑属に相続税が課される場合には、当該管理残額に対応する相続税額を、相続税額の２割加算の対
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象とする。 

＜令和元年度における新規適用者数８２８件（平成２５年度創設時６７,５８１件）＞ 

 

③ 改正の概要（結婚・子育て資金の一括贈与の特例） 

イ 受贈者が５０歳に達した場合等において、残額に贈与税が課されるときは、一般税率を適用するこ

ととする。 

 

ロ イの改正は、節税のための利用を防ぐことに目的があると解される。 

 

ハ 適用期限を２年延長する。 

 

＜前回（令和３年度改正）の改正点＞ 

① 贈与者から相続等により取得したものとみなされる管理残額について、当該贈与者の子以外の直

系卑属に相続税が課される場合には、当該管理残額に対応する相続税額を、相続税額の２割加算の

対象とする。 

結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置については、贈与の多くが扶養義務者に

よる生活費等の都度の贈与や基礎控除の適用により課税対象とならない水準にあること、利用件数

が極めて少ないこと等を踏まえ、次の適用期限の到来時に、制度の廃止も含め、改めて検討する。 

＜令和元年度における新規適用者数２１２件（平成２７年度創設時４,７１２件）＞ 

 

 

(3) その他（相続税に係る加算税の賦課決定の期限）   見直し 

【令和５年４月１日以後に申告期限が到来する相続税に適用】 

閣大綱３４頁 

(1) 更正をすることができないこととなる日前６月以内に相続税の更正の請求がされた場合において、

当該請求に係る更正に伴い当該請求をした者の被相続人から相続等により財産を取得した他の者に係

る課税価格等に異動を生ずるとき（当該他の者に係る通常の更正決定等の除斥期間が満了する日以前

に当該請求がされた場合に限る。）は、当該他の者の相続税に係る更正若しくは決定又は当該更正若し

くは決定等に伴う加算税の賦課決定は、当該請求があった日から６月を経過する日まで行うことがで

きることとするほか、所要の整備を行う。 

(注) 上記の改正は、令和５年４月１日以後に申告書の提出期限が到来する相続税について適用する。 
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＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 
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６ 法人課税（成長と分配の好循環の実現） 

(1) オープンイノベーション投資促進税制の拡大  見直し継続 

閣大綱３６頁 

(1) 特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として出資をした場合の課税の特例について、次の措置

を講ずる。 

① 対象となる特定株式に、発行法人以外の者から購入により取得した特別新事業開拓事業者の株式

でその取得により総株主の議決権の過半数を有することとなるものを加える。 

(注１) 上記の特定株式に係る対象となる取得価額の上限は、２００億円とする。 

(注２) 上記の特定株式の要件は、次のとおり現行要件を見直した要件とするほか、現行の特定株式

の要件と同様とする。 

イ 特定株式の保有見込期間要件における保有見込期間の下限及び特定事業活動に係る証明の

要件のうち特定事業活動を継続する期間は、５年とする。 

ロ 取得価額要件は、５億円以上とする。 

ハ 特別新事業開拓事業者を内国法人に限定する。 

ニ 令和５年４月１日以後に特別新事業開拓事業者に出資をして本特例の適用を受けた後に取

得するその特別新事業開拓事業者の株式は対象外とする。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ オープンイノベーション促進税制は、スタートアップへのニューマネー出資の一定額を所得から控

除するという、極めて異例の措置として創設されたものであるが、今般、スタートアップ・エコシステ

ムの抜本的強化が最重要課題であることに鑑み、Ｍ＆Ａに適用できるよう、ニューマネーを伴わない

既存株式の取得も対象とする。スタートアップの成長に真につながるよう、Ｍ＆Ａから５年以内に成

長率や投資規模等の要件を満たした場合には、その後も減税メリットを継続させる仕組みとし、スタ

ートアップの成長を強力に促すものとする。 

 

＜参考：オープンイノベーション税制の概略（改正前）＞ 

イ スタートアップ企業に対して開発資金の注入を目的として出資し、その株式の取得価額の２５％

以下の額を特定株式特別勘定として計上した場合は、その計上額の損金算入が認められる。 

ロ その損金算入額は別表４の※印減算で所得から控除し、別表５(１)には反映されないので、課税

の繰延べではなく永久的な減税とされる。 
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ハ スタートアップ企業への出資額は 1,000万円以上（大企業の場合は１億円以上）とされ、取得後

３年以内にその株式を譲渡したり、利益剰余金の配当を受けたりした場合には、損金算入額を益金

の額に算入しなければならない。 

 

② 改正の概要 

イ オープンイノベーション促進税制について、Ｍ＆Ａに適用できるよう、スタートアップ企業の株式

をＭ＆Ａによって取得し、Ｍ＆Ａから５年以内に成長率や投資規模等の要件を満たした場合には、そ

の後も減税メリットを継続させる仕組みが設けられる。 

 

 

(2) 研究開発税制（控除額）   見直し継続 

【令和５年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

閣大綱３８頁 

(2) 試験研究を行った場合の税額控除制度（研究開発税制）について、次の見直しを行う（所得税につ

いても同様とする。）。 

① 一般試験研究費の額に係る税額控除制度について、次の見直しを行う。 

イ 税額控除率を次のとおり見直し、その下限を１％（現行：２％）に引き下げた上、その上限を

１４％（原則：１０％）とする特例の適用期限を３年延長する。 

(ｲ) 増減試験研究費割合が１２％超 

１１.５％＋（増減試験研究費割合－１２％）×０.３７５ 

(ﾛ) 増減試験研究費割合が１２％以下 

１１.５％－（１２％－増減試験研究費割合）×０.２５ 

ロ 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの間に開始する各事業年度の控除税額の上限に

ついて、増減試験研究費割合が４％を超える部分１％当たり当期の法人税額の０.６２５％（５％

を上限とする。）を加算し、増減試験研究費割合がマイナス４％を下回る部分１％当たり当期の法

人税額の０.６２５％（５％を上限とする。）を減算する特例を設ける。 

(注) 試験研究費の額が平均売上金額の１０％を超える場合には、上記の特例と試験研究費の額が平

均売上金額の１０％を超える場合における控除税額の上限の上乗せ特例とのうち控除税額の上限

が大きくなる方の特例を適用する。 

ハ 試験研究費の額が平均売上金額の１０％を超える場合における税額控除率の特例及び控除税額

の上限の上乗せ特例の適用期限を３年延長する。 

ニ 基準年度比売上金額減少割合が２％以上等の場合における控除税額の上限の上乗せ特例は、適

用期限の到来をもって廃止する。 
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② 中小企業技術基盤強化税制について、次の見直しを行う。 

イ 増減試験研究費割合が９.４％を超える場合の特例を増減試験研究費割合が１２％を超える場

合に次のとおりとする特例に見直した上、その適用期限を３年延長する。 

(ｲ) 税額控除率（１２％）に、増減試験研究費割合から１２％を控除した割合に０.３７５を乗じ

て計算した割合を加算する。 

(ﾛ) 控除税額の上限に当期の法人税額の１０％を上乗せする。 

ロ 試験研究費の額が平均売上金額の１０％を超える場合における税額控除率の特例及び控除税額

の上限の上乗せ特例の適用期限を３年延長する。 

ハ 基準年度比売上金額減少割合が２％以上等の場合における控除税額の上限の上乗せ特例は、適

用期限の到来をもって廃止する。 

（注）税額控除率は、１７％を上限とする（現行と同じ。）。 

③ 特別試験研究費の額に係る税額控除制度について、次の見直しを行う。 

＜以下略＞ 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 研究開発投資は、社会課題解決の推進力となるイノベーションの源泉であり、高い外部効果を有す

ることが期待される一方、企業にとっては成果が得られるとは限らない不確実性を伴う。企業の研究

開発投資の規模拡大や質の向上は、「成長と分配の好循環」を拡大していく上で、極めて重要な意味を

持つ。 

 

ロ 米国や中国の企業が研究開発投資を大きく伸ばす中、わが国企業の研究開発投資は近年伸び悩んで

おり、国際競争力の維持向上のためにも、その増加を促していかなければならない。 

 

ハ 研究開発税制において、投資を増加させるインセンティブを更に強化する。現行科学技術基本計画

の達成状況も念頭に置きつつ、一般型の控除率カーブについて、試験研究費の増加率に応じたメリッ

トをより高める一方、控除率の下限は引き下げ、メリハリのある見直しを行う。控除額が上限に達し

た企業に対してもインセンティブが機能することを期待し、一律に設定されている控除上限を変動さ

せる新たな仕組みも導入する。 

 

ニ 研究開発の質を高める観点からは、既存企業とスタートアップ企業のオープンイノベーションや、

研究開発を担う「人」への投資を促すことが喫緊の課題である。オープンイノベーション型において、

研究開発型スタートアップ企業の定義を見直し、対象を大幅に拡大する。博士号取得者や経験を積ん

だ外部人材を取り入れるインセンティブとなる、新たな類型も創設する（後掲）。 
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② 改正後の概要 

イ 一般の研究開発税制（大企業向けの研究開発税制） 

(ｲ)  控除割合   見直し 

ａ 増減試験研究費割合によって控除割合が変化する。 

 

ｂ 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの間に開始する事業年度については、以下の控除

割合とされる。 

 

ｃ 増減試験研究費割合が１２％超の場合（小数点３位未満切捨、以下同じ） 

１１．５％ ＋（増減試験研究費割合 － １２％）× ０.３７５ 

 

(a) 最高は１４％とされる。 

 

ｄ 増減試験研究費割合が１２％以下の場合 

１１．５％ －（１２％ － 増減試験研究費割合）× ０．２５ 

 

(a) 最低は１％とされる。 

 

ｅ 設立事業年度又は比較試験研究費がゼロの場合   ８．５％ 

 

ｆ 増減試験研究費割合とは次の割合をいう。 

増減試験研究費の額 

比較試験研究費の額 

 

(a) 増減試験研究費の額とは、次の計算による金額をいう（措法４２の４⑧三）。 

適用年度の試験研究費の額 － 比較試験研究費の額 

 

(b) (a)の計算結果がマイナスの場合はマイナスを認識する。 

 

(c) 比較試験研究費の額とは、前３年内に開始した各事業年度における試験研究費の平均額をいう 
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ｇ 増減試験研究費割合による控除率の変化 

令和５年４月１日以後に開始する事業年度 

（増減試験研究費割合）    （控除率） 

１８．７％ ‥‥‥‥‥ １４％（最高） 

１５％ ‥‥‥‥‥‥‥ １２．６２５％ 

１２％ ‥‥‥‥‥‥‥ １１．５％ 

１０％ ‥‥‥‥‥‥‥ １１．０％ 

７．５％ ‥‥‥‥‥ １０．３７５％ 

５％ ‥‥‥‥‥‥‥  ９．７５％ 

０％ ‥‥‥‥‥‥‥  ８．５％ 

△５％ ‥‥‥‥‥‥‥  ７．２５％ 

△１０％ ‥‥‥‥‥‥‥  ６％ 

△２０％ ‥‥‥‥‥‥‥  ３．５％ 

△３０％ ‥‥‥‥‥‥‥  １％（最低） 

 

ｈ 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までに開始する事業年度で、試験研究費割合が１０％

を超える場合は、上記の控除率に次の控除割増率を乗じた額を加える。 

控除割増率 ＝ （ 試験研究費割合 － １０％ ）× ０.５  （１０％を限度とする。） 

 

(a) 試験研究費割合とは、次の割合をいう。 

適用年度の試験研究費の額 

平均売上金額 

 

(b) 平均売上金額とは、適用年度及び前３年内に開始した各事業年度における売上金額の平均額を

いう。 

 

(ﾛ)  法人税額による控除限度額 

ａ 原 則 

(a) 法人税額の２５％を限度とする。 

 

ｂ 増減試験研究費割合による調整   創 設 

(a) 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの間に開始する事業年度については、次によっ

て計算した金額を２５％から加減算する。 
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ⅰ 増減試験研究費割合が４％を超える場合 

超える部分１％当たりに当期の法人税額の０.６２５％（５％を上限とする。）を加算する。 

ⅱ 増減試験研究費割合がマイナス４％を下回る場合 

下回る部分１％当たり当期の法人税額の０.６２５％（５％を上限とする。）を減算する。 

 

増減試験研究費割合による控除上限率の変化 

（増減試験研究費割合）   （控除限度率） 

１２％以上 ‥‥‥‥‥ ３０％（上限） 

１０％ ‥‥‥‥‥‥‥ ２８.７５％ 

４％ ‥‥‥‥‥‥‥ ２５％ 

０％ ‥‥‥‥‥‥‥ ２５％ 

△４％ ‥‥‥‥‥‥‥ ２５％ 

△１０％ ‥‥‥‥‥‥‥ ２１.２５％ 

△１２％以下 ‥‥‥‥‥ ２０％（下限） 

 

ｃ 一定のベンチャー企業に対する特例   継 続 

(a) 法人税額の４０％を限度とする。 

 

(b) 一定のベンチャー企業とは、設立後１０年以内の法人で、当期において翌期繰越欠損金を有す

るものをいう（大法人の子会社等を除く）。 

 

ｄ 試験研究費割合が１０％を超える場合 

(a) 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までに開始する事業年度は、次のとおりとされる。 

 

(b) 上記の割合に、次の割合を加える。 

（ 試験研究費割合 － １０％ ）× ２ （１０％を限度とする。） 

 

(c) 試験研究費割合とは、次の割合をいう。 

適用年度の試験研究費の額 

平均売上金額 

 

(d) 平均売上金額とは、適用年度及び前３年内に開始した各事業年度における売上金額の平均額を

いう。 
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ロ 中小企業技術基盤強化税制（中小企業者等向けの研究開発税制） 

(ｲ)  対象法人の範囲 

ａ 次の法人については、中小企業技術基盤強化税制が適用される。 

(a) 中小企業者（適用外事業者を除く。） 

(b) 農業協同組合等 

 

ｂ 中小企業者とは、資本金額が１億円以下の法人で、次のいずれにも該当しない法人をいう。 

(a) 発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を同一の大規模法人が所有している場合。 

(b) 発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を複数の大規模法人が所有している場合。 

 

ｃ 資本又は出資を有しない法人の場合は、常時使用する従業員数が千人以下の法人をいう。 

 

ｄ 適用対象外事業者とは、前３年以内に終了した各事業年度（基準年度）について、次の金額が１５

億円を超える法人をいう。 

基準年度の所得金額の合計 
× １２ 

基準年度の月数 

 

(ﾛ)  控除割合   見直し 

ａ 控除割合は原則として１２％とされる。 

 

ｂ ただし、令和５年４月１日から令和８年３月３１日までに開始する事業年度で、増減試験研究費

割合が１２％超の場合の控除率は、次のとおりとされる。（小数点３位未満切捨） 

１２％ ＋（ 増減試験研究費割合 － １２％ ）× ０．３７５ 

 

(a) 最高割合は１７％とされる。 

 

(b) 増減試験研究費割合とは次の割合をいう。 

増減試験研究費の額 

比較試験研究費の額 

 

ｃ 増減試験研究費の額とは、次の計算による金額をいう。 

適用年度の試験研究費の額 － 比較試験研究費の額 
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ｄ 比較試験研究費の額とは、前３年内に開始した各事業年度における試験研究費の平均額をいう。 

 

ｅ 増減試験研究費割合による控除率の変化 

令和５年４月１日以後に開始する事業年度 

（増減試験研究費割合）   （控除率） 

２５．４％ ‥‥‥‥‥ １７％（最高） 

２０％ ‥‥‥‥‥‥‥ １５％ 

１５％ ‥‥‥‥‥‥‥ １３．１２５％ 

１２％ ‥‥‥‥‥‥‥ １２％（最低） 

 

ｆ 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までに開始する事業年度で、試験研究費割合が１０％

を超える場合は、上記の控除率に次の控除割増率を乗じた額を加える。 

控除割増率 ＝ （ 試験研究費割合 － １０％ ）× ０．５  （１０％を限度とする。） 

 

(a) 試験研究費割合とは、次の割合をいう（措法４２の４⑧六）。 

適用年度の試験研究費の額 

平均売上金額 

 

(b) 平均売上金額とは、適用年度及び前３年内に開始した各事業年度における売上金額の平均額を

いう。 

 

(ﾊ)  法人税額による控除限度額 

ａ 原 則 

(a) 法人税額の２５％を限度とする（措法４２の４④）。 

 

ｂ 増減試験研究費割合が１２％を超える場合   見直し 

(a) 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までに開始する事業年度で、増減試験研究費割合が

１２％を超える場合は、法人税額の１０％を上乗せする。 

 

ｃ 試験研究費割合が１０％を超え、かつ増減試験研究費割合が１２％以下の場合 

(a) 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までに開始する事業年度は、次のとおりとされる（措

法４２の２⑥二）。 
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(b) 上記の割合に、次の割合を加える。 

（ 試験研究費割合 － １０％ ）× ２  （１０％を限度とする。） 

 

(c) 試験研究費割合とは、次の割合をいう。 

適用年度の試験研究費の額 

平均売上金額 

 

(d) 平均売上金額とは、適用年度及び前３年内に開始した各事業年度における売上金額の平均額を

いう。 

 

(ﾆ)  住民税額からの控除 

ａ 中小企業技術基盤強化税制は、法人住民税にも適用される。 

 

ｂ 具体的には、中小企業技術基盤強化税制の適用を受けた後の法人税額が、法人住民税の法人税割

の課税標準になる。 

 

 

＜経済産業省令和５年度税制改正資料より＞ 



82／128 

 

＜経済産業省令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

(3) 研究開発税制（研究開発費の範囲）   見直し 

【令和５年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

閣大綱４１頁 

④ 試験研究費のうち対価を得て提供する新たな役務の開発に係る試験研究のために要する一定の費

用について、既に有する大量の情報を用いる場合についても対象とする。 

⑤ 試験研究費の範囲から、性能向上を目的としないことが明らかな開発業務の一部として考案され

るデザインに基づき行う設計及び試作に要する費用を除外する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 税制の対象となる試験研究の範囲についても、非連続なイノベーションへの挑戦を促すため、不断

の見直しが求められる。新たなビジネスモデルの開拓につながるよう、サービス開発のための試験研

究について、既存ビッグデータを活用する場合も対象とする等の見直しを行う。 
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② 改正の概要 

イ サービス開発のための試験研究について、既存ビッグデータを活用する場合も対象とされる。 

 

ロ 性能向上を目的としないことが明らかな、デザインに関する設計及び試作に要する費用が除外され

る。 

 

 

(4) 企業による先導的人材投資   創設 

閣大綱４１頁 

(3) 法人が大学、高等専門学校又は一定の専門学校を設置する学校法人又は準学校法人の設立を目的と

する法人（以下「学校法人設立準備法人」という。）に対して支出する寄附金のうち次のいずれにも該

当するもので、その学校法人設立準備法人から財務大臣に対して届出があった日から令和１０年３月

３１日までの間に支出されるものを、指定寄附金とする。 

① その学校法人又は準学校法人の設立前に、その設立に関する認可があることが確実であると認め

られる場合においてされる寄附金で、その設立のための費用に充てられるものであること。 

② 募集要綱に、学校法人設立準備法人の設立後５年を超えない範囲内において募集要綱で定める日

までに大学、高等専門学校又は一定の専門学校の設置に係る認可を受けなかった場合には、残額を

国又は地方公共団体に寄附する旨の定めがあること。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 天然資源に乏しいわが国にとって、昔も今も変わらず「人」が資産である。企業の競争力を高め、

人々の暮らしを豊かなものとするためには、「人への投資」がいかに重要であるか、今一度思いを致す

必要がある。これまでの様々な政策対応に加えて、今般、税制においても、企業の成長を先導する人材

を創出するための取組みを後押しする。 

 

ロ 企業が、経営資源を活用して学校教育に積極的に関与し、未来の社会が必要とする人材の育成に貢

献することで、「人への投資」はより一層厚みを増す。大学や高等専門学校、専門学校を設置する学校

法人の設立費用として企業が支出する寄附金について、個別の審査を受けなくても全額損金算入が可

能となる枠組みを設け、早期から寄附金の募集を可能とし、スピード感を持って学校経営を進めるた

めの一助とする。 
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ハ 高度な研究人材への投資を促し、国際競争に資するハイレベルでオープンなイノベーションを促進

する観点から、博士号取得者や、一定の経験を有する研究人材を外部から雇用することに対し、研究

開発税制における優遇措置を創設する。具体的には、これらの人材の人件費を対象とする新たな類型

をオープンイノベーション型に設け、一般の試験研究費よりも高い控除率と、別に計上される控除上

限の適用を可能とする（前掲）。 

 

ニ 企業がＤＸを進めて行く上で不可欠ではあるものの、現状では不足しているデジタル人材の育成・

確保を促すため、ＤＸ投資促進税制において、人材育成・確保等に関連する事項を要件化する等の見

直しを行う。 

 

 

＜経済産業省令和５年度税制改正資料より＞ 
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７ 法人課税（地域における活力） 

(1) 中小企業者等に係る法人税の軽減税率の特例   継 続 

【令和５年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

閣大綱４２頁 

(1) 中小企業者等の法人税の軽減税率の特例の適用期限を２年延長する。 

 

 

(2) 中小企業投資促進税制、中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した

場合の特例   見直し継続 

【令和５年４月１日以後に取得するものから適用】 

閣大綱４２頁 

(2) 中小企業投資促進税制について、次の見直しを行った上、その適用期限を２年延長する（所得税に

ついても同様とする。）。 

① 対象資産から、コインランドリー業（主要な事業であるものを除く。）の用に供する機械装置でそ

の管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外する。 

② 対象資産について、総トン数５００トン以上の船舶にあっては、環境への負荷の低減に資する設

備の設置状況等を国土交通大臣に届け出た船舶に限定する。 

(3) 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度（中小企業経営

強化税制）について、関係法令の改正を前提に特定経営力向上設備等の対象からコインランドリー業

又は暗号資産マイニング業（主要な事業であるものを除く。）の用に供する資産でその管理のおおむね

全部を他の者に委託するものを除外した上、その適用期限を２年延長する（所得税についても同様と

する。）。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 地域経済の中核を担う中小企業の経営状況は、業種により違いも見られているが、エネルギー等を

中心としたコストプッシュ型の物価上昇等により、収益環境の悪化が懸念されてもいる。雇用全体の

７割を創出する中小企業において賃上げの機運を醸成していくためにも、その生産性の向上や経営基

盤の強化を促すことが重要である。 

 



86／128 

ロ このため、中小企業者等に係る軽減税率の特例、中小企業投資促進税制及び中小企業経営強化税制

の適用期限を２年延長する。 

 

ハ あわせて、償却資産に係る固定資産税について、生産性の向上や賃上げの促進を図ることを目的と

した特例措置を創設する。本特例措置は現下の経済情勢を踏まえた対応であること、固定資産税が市

町村財政を支える安定した基幹税であることから、２年間の時限的な措置とする。 

 

② 改正の概要（中小企業投資促進税制） 

イ 対象資産から、コインランドリー業（主要な事業であるものを除く。）の用に供する機械装置で、そ

の管理のおおむね全部を他の者に委託するものが除外される。 

 

ロ 適用期限を２年延長する。 

 

③ 改正の概要（中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特例） 

イ 特定経営力向上設備等の対象から、コインランドリー業又は暗号資産マイニング業（主要な事業で

あるものを除く。）の用に供する資産でその管理のおおむね全部を他の者に委託するものが除外される。 

 

ロ 適用期限を２年延長する。 

 

④ 改正の概要（固定資産税の特例） 

閣大綱２４頁 

(2) 中小企業等経営強化法に規定する市町村の導入促進基本計画に適合し、かつ、労働生産性を年平均

３％以上向上させるものとして認定を受けた中小事業者等の先端設備等導入計画に記載された一定の

機械・装置等であって、生産・販売活動等の用に直接供されるものに係る固定資産税について、課税

標準を最初の３年間価格の２分の１とする特例措置を令和７年３月３１日まで講ずる。ただし、中小

事業者等が国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、同計画の認定の申請日の属する事業

年度（令和５年４月１日以後に開始する事業年度に限る。）又は当該申請日の属する事業年度の翌事業

年度の雇用者給与等支給額の増加割合を、当該申請日の属する事業年度の直前の事業年度における雇

用者給与等支給額の実績と比較して１.５％以上とすることを同計画に位置付けるとともに、これを労

働者に表明したことを証明する書類を同計画に添付して市町村の認定を受けた場合には、課税標準を

次のとおりとする。 

① 令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間に取得されるもの 最初の５年間価格の３分

の１ 
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② 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間に取得されるもの 最初の４年間価格の３分

の１ 

(注１) 上記の「中小事業者等」とは、次の法人又は個人をいう。ただし、発行済株式の総数の２分

の１以上が同一の大規模法人により所有されている法人等を除く。 

イ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人 

ロ 資本又は出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が１,０００人以下の法人 

ハ 常時使用する従業員の数が１,０００人以下の個人 

(注２) 上記の「一定の機械・装置等」とは、次の全てを満たすものとする。 

イ 年平均の投資利益率が５％以上となることが見込まれる投資計画に記載されたもの 

ロ 次に掲げる資産の区分に応じ、１台又は１基の取得価額がそれぞれ次に定める額以上である

もの 

(ｲ) 機械・装置 １６０万円 

(ﾛ) 測定工具及び検査工具 ３０万円 

(ﾊ) 器具・備品 ３０万円 

(ﾆ) 建物附属設備（家屋と一体となって効用を果たすものを除く。） ６０万円 

 

 

＜経済産業省令和５年度税制改正資料より＞ 
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８ 法人課税（円滑・適正な納税のための環境整備）  見直し 

閣大綱４３頁 

(2) 公益法人等が普通法人等に移行する場合の所得の金額の計算について、累積所得金額又は累積欠損

金額の計算において資産の帳簿価額から減算する負債帳簿価額等に資本金等の額を加算することとす

る。 

(4) 青色申告の承認申請書について、記載事項の簡素化を行う。 

(注) 上記の改正は、令和９年１月１日以後に開始する事業年度について適用する。 

(5) 青色申告書による申告をやめる旨の届出書について、その提出期限をその申告をやめようとする事

業年度の確定申告書の提出期限（現行：その申告をやめようとする事業年度終了の日の翌日から２月

以内）とするとともに、記載事項の簡素化を行う。 

(注) 上記の改正は、令和８年１月１日以後に開始する事業年度について適用する。 

 

 

 

９ 法人課税（その他の租税特別措置等） 

(1) 特定資産の買換えの場合等の課税の特例   見直し継続 

【令和５年４月１日以後に譲渡する資産から適用、先行取得に関する⑤⑥の改正は令和 6年 4月 1日以後

に譲渡する資産から適用】 

閣大綱５０頁 

(11) 特定の資産の買換えの場合等の課税の特例について、次の見直しを行った上、その適用期限を３年

延長する（所得税についても同様とする。）。 

① 既成市街地等の内から外への買換えを適用対象から除外する。 

② 航空機騒音障害区域の内から外への買換えについて、譲渡資産から令和２年４月１日前に特定空

港周辺航空機騒音対策特別措置法の航空機騒音障害防止特別地区又は公共用飛行場周辺における航

空機騒音による障害の防止等に関する法律の第二種区域となった区域内にある資産を除外する。 

③ 長期所有の土地、建物等から国内にある土地、建物等への買換えについて、東京都の特別区の区

域から地域再生法の集中地域以外の地域への本店又は主たる事務所の所在地の移転を伴う買換えの

課税の繰延べ割合を９０％（現行：８０％）に引き上げ、同法の集中地域以外の地域から東京都の

特別区の区域への本店又は主たる事務所の所在地の移転を伴う買換えの課税の繰延べ割合を６０％

（現行：７０％）に引き下げる。 
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④ 一定の船齢の日本船舶から環境への負荷の低減に資する一定の日本船舶への買換えについて、次

の見直しを行う。 

イ 外航船舶について、次の見直しを行う。 

(ｲ) 譲渡資産に係る船齢要件を２０年未満（現行：２５年未満）に引き下げる。 

(ﾛ) 買換資産に係る環境への負荷の低減に係る要件について、建造の後事業の用に供されたこと

のない国際総トン数１万トン以上の船舶にあっては特定船舶の特別償却制度における事業の経

営の合理化及び環境への負荷の低減に係る要件と同様とする等の見直しを行う。 

ロ 内航船舶について、次の見直しを行う。 

(ｲ) 譲渡資産に係る船齢要件を２３年未満（現行：２５年未満）に引き下げる。 

(ﾛ) 買換資産に係る環境への負荷の低減に係る要件を見直す。 

ハ 港湾の作業船について、譲渡資産に係る船齢要件を３０年未満（現行：３５年未満）に引き下

げた上、譲渡資産から平成２３ 年１月１日以後に建造された船舶を除外する。 

ニ 譲渡資産及び買換資産が同一の用途である場合に限定する。 

⑤ 先行取得の場合、特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合の課税の特例及び特定の資産を

交換した場合の課税の特例を除き、譲渡資産を譲渡した日又は買換資産を取得した日のいずれか早

い日の属する３月期間の末日の翌日以後２月以内に本特例の適用を受ける旨、適用を受けようとす

る措置の別、取得予定資産又は譲渡予定資産の種類等を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に

届け出ることを適用要件に加える。 

(注) 上記の「３月期間」とは、その事業年度をその開始の日以後３月ごとに区分した各期間をいう。 

⑥ 先行取得の場合の届出書について、その記載事項を上記⑤と同様とする見直しを行う。 

⑦ その他所要の措置を講ずる。 

(注) 上記⑤及び⑥の改正は、令和６年４月１日以後に譲渡資産の譲渡をして、同日以後に買換資産の

取得をする場合の届出について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 租税特別措置については、特定の政策目的を実現するために有効な政策手法となりうる一方で、税

負担の歪みを生じさせる面があることから、真に必要なものに限定していくことが重要である。この

ため、毎年度、期限が到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつつ、必要性や政策効果を

よく見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行い、存置するものについては、各措置の性

質等に応じ適切な適用期限を設定する。こうした取組みの実効性を高めるため、政策効果の検証の質

の向上など、ＥＢＰＭの徹底に努めることが必要である。また、租税特別措置の創設・拡充を行う場合

は、財源を確保することやいたずらに全体の項目数を増加させないことに配意する。 
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② 改正の概要 

イ 既成市街地等の内から外への買換えが、適用対象から除外される。 

 

ロ 航空機騒音障害区域の内から外への買換えについて、譲渡資産から令和２年４月１日前に特定空港

周辺航空機騒音対策特別措置法の航空機騒音障害防止特別地区又は公共用飛行場周辺における航空機

騒音による障害の防止等に関する法律の、第二種区域となった区域内にある資産が除外される。 

 

ハ 長期所有の土地、建物等から国内にある土地、建物等への買換えについて、東京都の特別区の区域

から地域再生法の集中地域以外の地域への本店又は主たる事務所の所在地の移転を伴う買換えの課税

の繰延ベ割合を９０％（現行：８０％）に引き上げ、同法の集中地域以外の地域から東京都の特別区の

区域への本店又は主たる事務所の所在地の移転を伴う買換えの課税の繰延ベ割合を６０％（現行： 

７０％）に引き下げられる。 

 

ニ 改正後の買換対象の範囲（措法６５の7①） 

譲渡資産 買換資産 

一 次に掲げる区域（イ又はロに掲げる区域にあ

つては、令和二年四月一日前に当該区域となつ

た区域を除く。以下この号において「航空機騒

音障害区域」という。）内にある土地等（平成

二十六年四月一日又はその土地等のある区域

が航空機騒音障害区域となつた日のいずれか

遅い日以後に取得（贈与による取得を除く。）

をされたものを除くされるもの。）、建物（その

附属設備を含む。以下この表及び第十四項にお

いて同じ。）又は構築物でそれぞれ次に定める

場合に譲渡をされるもの 

イ 特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法

第四条第一項に規定する航空機騒音障害防

止特別地区 同法第八条第一項若しくは第

九条第二項の規定により買い取られ、又は同

条第一項の規定により補償金を取得する場

合 

ロ 公共用飛行場周辺における航空機騒音に

よる障害の防止等に関する法律第九条第一

項に規定する第二種区域 同条第二項の規

上欄のイからハまでに掲げる区域以外の地域内

（国内に限る。以下この号において同じ。）にあ

る土地等、建物、構築物又は機械及び装置（農業

又は林業の用に供されるものにあつては、都市

計画法第七条第一項の市街化区域と定められた

区域以外の地域内にあるものに限る。） 
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定により買い取られ、又は同条第一項の規定

により補償金を取得する場合 

ハ 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関す

る法律第五条第一項に規定する第二種区域 

同条第二項の規定により買い取られ、又は同

条第一項の規定により補償金を取得する場

合 

二 次に掲げる区域（イからハまでに掲げる区域

にあつては、政令で定める区域を除く。以下こ

の号において「既成市街地等」という。）内に

ある土地等、建物又は構築物 

イ 首都圏整備法第二条第三項に規定する既

成市街地 

ロ 近畿圏整備法第二条第三項に規定する既

成都市区域 

ハ 首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯

等の整備のための国の財政上の特別措置に

関する法律第二条第三項に規定する政令で

定める区域 

ニ イからハまでに掲げる区域に類する区域

として政令で定める区域 

既成市街地等内にある土地等、建物、構築物又は

機械及び装置で、土地の計画的かつ効率的な利

用に資するものとして政令で定める施策の実施

に伴い、当該施策に従つて取得をされるもの（政

令で定めるものを除く。） 

三 国内にある土地等、建物又は構築物で、当該

法人により取得をされた日から引き続き所有

されていたこれらの資産のうち所有期間（その

取得をされた日の翌日からこれらの資産の譲

渡をされた日の属する年の一月一日までの所

有期間とする。）が十年を超えるもの 

国内にある土地等（事務所、事業所その他の政令

で定める施設（以下この号において「特定施設」

という。）の敷地の用に供されるもの（当該特定

施設に係る事業の遂行上必要な駐車場の用に供

されるものを含む。）又は駐車場の用に供される

もの（建物又は構築物の敷地の用に供されてい

ないことについて政令で定めるやむを得ない事

情があるものに限る。）で、その面積が三百平方

メートル以上のものに限る。）、建物又は構築物 

四 船舶（船舶法第一条に規定する日本船舶に限

るものとし、漁業（水産動植物の採捕又は養殖

の事業をいう。）の用に供されるものを除く。

以下この号において同じ。）のうち進水の日か

らその譲渡の日までの期間が政令で定める期

船舶（政令で定めるものに限る。） 
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間に満たないもの（建設業その他の政令で定め

る事業の用に供されるものにあつては、平成二

十三年一月一日以後に建造されたものを除

く。） 

 

ホ 長期所有の土地、建物、構築物からの買換えについて、所有期間が１０年を超えていることの判定

基準が、正味の所有期間ではなく、譲渡年の１月１日における所有期間の判定に改正された。 

 

ヘ 譲渡資産の譲渡日又は買換資産の取得日のいずれか早い日の属する３月期間の末日の翌日以後２月

以内に、本特例の適用を受ける旨、適用を受けようとする措置の別、取得予定資産又は譲渡予定資産

の種類等を記載した届出書を、納税地の所轄税務署長に届け出ることが適用要件に加えられる。 

 

ト 先行取得の場合、特別勘定を設けた場合、特定の資産を交換した場合は除かれる。 

 

チ 上記の「３月期間」とは、その事業年度をその開始の日以後３月ごとに区分した各期間をいう。 

 

リ 先行取得の場合の届出書について、その記載事項を上記ニと同様とする見直しが行われる。 

 

ヌ ヘ～リの改正は、令和６年４月１日以後に譲渡資産の譲渡をして、同日以後に買換資産の取得をす

る場合に適用される。 

 

ル 改正後の措置法６５条の７第１項柱書きの内容（関係部分以外のかっこ書きは省略） 

 

（特定の資産の買換えの場合の課税の特例） 

第六十五条の七 法人が、昭和四十五年四月一日から令和八年三月三十一日までの期間内に、その

有する資産で次の表の各号の上欄に掲げるものの譲渡をした場合において、当該譲渡の日を含む

事業年度において、当該各号の下欄に掲げる資産の取得をし、かつ、当該取得の日から一年以内

に、当該取得をした資産を当該各号の下欄に規定する地域内にある当該法人の事業の用に供した

とき、又は供する見込みであるときは、当該買換資産（政令で定めるところにより納税地の所轄

税務署長にこの項の規定の適用を受ける旨の届出をした場合における当該買換資産に限る。）につ

き、その圧縮基礎取得価額に差益割合を乗じて計算した金額の百分の八十の範囲内でその帳簿価

額を損金経理により減額し、又はその帳簿価額を減額することに代えてその圧縮限度額以下の金

額を当該事業年度の確定した決算において積立金として積み立てる方法により経理したときに限

り、その減額し、又は経理した金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損

金の額に算入する。 
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ヲ ３月決算法人の場合の例 

 

４月     ６月 ７月     ９月 １０月   １２月 １月     ３月 

 

３月期間      ２か月 

 

譲渡   １１月末までに届出書提出 

 

ワ 宥恕規定は設けられないので、後から追加的に提出することはできない。。 

 

カ 買換えの特例は、課税の繰延べであり、適用を失念しても最終的に回復されるので、税賠保険の対

象にはならない。 
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１０ 法人課税（その他） 

(1) 暗号資産の評価方法の見直し   見直し 

閣大綱５４頁 

(5) 暗号資産の評価方法等について、次の見直しを行う（次の②の見直しは、所得税についても同様と

する。）。 

① 法人が事業年度末において有する暗号資産のうち時価評価により評価損益を計上するものの範囲

から、次の要件に該当する暗号資産を除外する。 

イ 自己が発行した暗号資産でその発行の時から継続して保有しているものであること。 

ロ その暗号資産の発行の時から継続して次のいずれかにより譲渡制限が行われているものである

こと。 

(ｲ) 他の者に移転することができないようにする技術的措置がとられていること。 

(ﾛ) 一定の要件を満たす信託の信託財産としていること。 

② 自己が発行した暗号資産について、その取得価額を発行に要した費用の額とする。 

③ 法人が暗号資産交換業者以外の者から借り入れた暗号資産の譲渡をした場合において、その譲渡

をした日の属する事業年度終了の時までにその暗号資産と種類を同じくする暗号資産の買戻しをし

ていないときは、その時においてその買戻しをしたものとみなして計算した損益相当額を計上する。 

④ その他所要の措置を講ずる。 

 

 

＜経済産業省令和５年度税制改正資料より＞  
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１１ 消費課税（適格請求書等保存方式に係る見直し） 

(1) 免税事業者が適格請求書発行事業者になった場合に納付税額を課税売上に

対する消費税額等の２割とする経過措置   見直し 

【令和５年１０月１日から令和８年９月３０日までの日の属する各課税期間に適用】 

閣大綱５６頁 

(1) 適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措置 

① 適格請求書発行事業者の令和５年１０月１日から令和８年９月３０日までの日の属する各課税期

間において、免税事業者が適格請求書発行事業者となったこと又は課税事業者選択届出書を提出し

たことにより事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる場合には、その課税期間における

課税標準額に対する消費税額から控除する金額を、当該課税標準額に対する消費税額に８割を乗じ

た額とすることにより、納付税額を当該課税標準額に対する消費税額の２割とすることができるこ

ととする。 

（注１）上記の措置は、課税期間の特例の適用を受ける課税期間及び令和５年１０月１日前から課税

事業者選択届出書の提出により引き続き事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる同日

の属する課税期間については、適用しない。 

（注２）課税事業者選択届出書を提出したことにより令和５年１０月１日の属する課税期間から事業

者免税点制度の適用を受けられないこととなる適格請求書発行事業者が、当該課税期間中に課税

事業者選択不適用届出書を提出したときは、当該課税期間からその課税事業者選択届出書は効力

を失うこととする。 

② 適格請求書発行事業者が上記①の適用を受けようとする場合には、確定申告書にその旨を付記す

るものとする。 

③ 上記①の適用を受けた適格請求書発行事業者が、当該適用を受けた課税期間の翌課税期間中に、

簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を納税地を所轄する税務署長に提出したときは、その提出

した日の属する課税期間から簡易課税制度の適用を認めることとする。 

④ その他所要の措置を講ずる。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 消費税の複数税率制度の下において適正な課税を確保する観点から、令和５年１０月に施行される

消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）については、インボイス発行事業者の登録申請件

数が令和４年１１月末現在で約２００万者となっていることも踏まえ、引き続き、円滑な制度移行に

向けて政府・与党が一体となって事業者に対する支援を一層きめ細やかに行っていく必要がある。 
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ロ このため、事業者に対するプッシュ型の周知・広報や説明会を更に充実させることに加え、事業者

団体等とも連携しながら、専門家派遣等も通じ、デジタル化を含む経営相談等のための体制を強化す

るといった取組みを着実に進めていく。また、ＩＴ導入補助金を充実し、デジタルインボイスの普及

など中小事業者の取引やバックオフィス業務のデジタル化に対する支援を通じた生産性向上を後押し

していく。 

 

ハ さらに、インボイス発行事業者となる免税事業者に対しては、持続化補助金によりこれまで以上に

手厚い支援を行うとともに、制度移行に伴って小規模事業者が不当な取扱いを受けないよう、独禁法

等に基づく書面調査の実施や下請Ｇメン、相談窓口での対応等の取組みを引き続き実施し、適切に対

処していく。 

 

ニ 以上のような取組みに加え、円滑な制度移行のために、更に次のような新たな税制上の措置を講ず

る。 

 

ホ インボイス発行事業者となる免税事業者の負担軽減 

(ｲ)  これまで免税事業者であった者がインボイス発行事業者になった場合の納税額を売上税額の２

割に軽減する３年間の負担軽減措置を講ずることにより、納税額の激変緩和を図る。この措置によ

り、簡易課税制度の適用を受ける場合に比べ、更に事務負担が軽減される。 

 

ヘ 事業者の事務負担軽減 

(ｲ)  インボイス制度の定着までの実務に配慮し、一定規模以下の事業者の行う少額の取引につき、帳

簿のみで仕入税額控除を可能とする６年間の事務負担軽減策を講ずる。加えて、振込手数料相当額

を値引きとして処理する場合等の事務負担を軽減する観点から、少額の返還インボイスについて交

付義務を免除する。 

 

(ﾛ)  これらの取組みを着実に進めつつ、制度への移行に当たり混乱が生じないよう万全の準備を進め

る観点から、改めて政府内の関係府省庁で連携して必要な体制を構築し、予算による支援措置や負

担軽減措置を丁寧に周知する。こうした取組みも含め、引き続き、事業者が抱える問題意識や課題

を、業界や地域ごとに丁寧に把握しながらきめ細かく対処していく。加えて、令和５年３月３１日

の登録申請の期限について柔軟な対応を行う。その上で、令和５年１０月のインボイス制度移行後

においても弾力的な対応に努めるとともに、新たな課題が生じた場合には、必要に応じて柔軟に対

応策を講じていく。 
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② 改正の概要 

イ 令和５年１０月１日から令和８年９月３０日までの日の属する各課税期間に適用されるので、３期

間（９月末日決算の場合）又は４期間の経過措置とされる。 

 

ロ 免税事業者であるものが、適格請求書発行事業者になったために、事業者免税点制度の適用を受け

られなくなった事業者を対象として設けられた。 

 

ハ 免税事業者が、令和５年１０月１日から令和８年９月３０日までの日の属する各課税期間において、

次のいずれかにより事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる事業者が対象とされる。 

(ｲ)  免税事業者が適格請求書発行事業者となったこと 

(ﾛ)  課税事業者選択届出書を提出したこと 

 

ニ 次に該当する事業者は、この制度の対象にならない。 

(ｲ) 

インボイス制度の施行前（令和５年９月３０日以前）から、課税事業者選択届出書の提出に

よって引き続き事業者免税点制度の適用を受けられない場合 

例：個人事業者が令和４年に課税事業者選択届出書を提出した場合は、令和５年１月１日

から、すなわちインボイス制度施行前から引き続き事業者免税点制度の適用が受けられ

ないので、この制度は適用できない。 

(ﾛ) 

基準期間の課税売上高が１,０００万円を越えるために事業者免税点制度の適用を受けられ

ない場合 

例：個人事業者について、令和５年中の課税売上高が１,０００万円を超えると、令和７年

はこの制度の適用を受けられない。 

(ﾊ) 課税期間の特例すなわち課税期間を３か月ごとや１か月ごととする特例の適用を受ける場合 

(ﾆ) 
その他、適格請求書発行事業者の登録をしなくても、事業者免税点制度の適用を受けられな

いこととなる場合（例：資本金1千万円以上の新設法人など） 

 

ホ この制度の適用を受けると、課税標準額に対する消費税額から控除する金額を、当該課税標準額に

対する消費税額に８割を乗じた額とすることにより、納付税額はその課税期間の課税標準額に対する

消費税額の２割とされる。 

 

ヘ 簡易課税の場合は、課税売上ごとに簡易課税の業種区分を付けなければならないが、この制度の適

用を受ける場合は、一律に控除割合が８割とされるので、業種区分を行う必要はない。 
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ト 適格請求書発行事業者がこの特例の適用を受けようとする場合には、確定申告書にその旨を付記す

るだけでよく、事前の手続きはいらない。 

 

チ 簡易課税を選択している場合にも適用ができ、２年間の継続要件も要求されない。 

 

リ 卸売業で簡易課税の適用を受ける場合や、仕入税額控除によって還付を受けることができる場合な

ど、この制度の適用を受けるよりも納付税額が少なくなる場合は、課税期間ごとに任意にこの制度を

選択しないことができる。 

 

ヌ 例えば個人の免税事業者が、令和４年中に課税事業者選択届出書と適格請求書発行事業者の登録申

請書を提出した場合には、令和５年１月１日から課税事業者になり、インボイス制度施行前から引き

続き事業者免税点制度の適用を受けられない場合に該当するので、この制度は適用されない。 

 

ル 令和５年１０月１日の属する課税期間から事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる適格

請求書発行事業者が、令和５年１０月１日の属する課税期間において課税事業者選択不適用届出書を

提出すれば、この課税期間からその課税事業者選択届出書は効力を失うこととされる。 

 

ヲ この結果、この事業者は経過措置の適用による適格請求書発行事業者になり、令和５年について９

月３０日までは免税事業者になり、１０月１日以後は課税事業者になって、この制度の適用を受ける

ことができる。 

 

ワ また、この特例の適用を受けた適格請求書発行事業者が、適用を受けた課税期間の翌課税期間中に、

簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を提出したときは、その提出した日の属する課税期間から簡

易課税制度の適用が認められることになる。 
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＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 
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＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 
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(2) 基準期間の課税売上高が１億円以下の場合等における少額インボイスの保

存に係る経過措置   見直し 

【令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの課税仕入れに適用】 

閣大綱５６頁 

(2) 基準期間における課税売上高が１億円以下又は特定期間における課税売上高が５,０００万円以下

である事業者が、令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの間に国内において行う課税仕

入れについて、当該課税仕入れに係る支払対価の額が１万円未満である場合には、一定の事項が記載

された帳簿のみの保存による仕入税額控除を認める経過措置を講ずる。 

 

① 改正の背景と目的 

上記（1）の該当項目を参照 

 

② 改正の概要 

イ 令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの間に国内において行う課税仕入れについて、

その支払対価の額が、税込１万円未満である場合には、一定の事項が記載された帳簿のみの保存によ

る仕入税額控除を認め、インボイスの保存を不要とする経過措置が講じられる。 

 

ロ 支払対価の額の基準は、1万円以下ではなく、1万円未満である点に要注意。 

 

ハ 基準期間における課税売上高が 1 億円以下又は特定期間における課税売上高が５,０００万円以下

である事業者に適用される。 

 

ニ 特定期間とは、次のいずれかの期間をいう（消法９の2④）。 

(ｲ)  個人事業者‥‥‥その年の前年1月1日から６月３０日までの期間 

(ﾛ)  法人事業者‥‥‥その事業年度の前事業年度開始の日以後６月の期間 

 

ホ 特定期間の課税売上高の判定に代えて、給与支払額の合計による判定は適用できない。 

 

ヘ 少額特例に該当するかどうかは、1回の取引における金額で判断し、内訳の商品ごとではない。 

 

ト 対象となる期間の範囲は、課税仕入れが行われる日であり、課税期間の単位ではない。 

 

チ 月単位による役務提供の場合は、月単位の額が1回の取引になる。 
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＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 

 

 

(3) 売上げに係る対価の返還等に係る税込価額が１万円未満の場合の特例   

見直し 

【令和５年１０月１日以後の課税資産の譲渡等について行う売上に係る対価の返還等に適用】 

閣大綱５６頁 

(3) 売上げに係る対価の返還等に係る税込価額が１万円未満である場合には、その適格返還請求書の交

付義務を免除する。 

(注) 上記の改正は、令和５年１０月１日以後の課税資産の譲渡等につき行う売上げに係る対価の返還

等について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

上記（1）の該当項目を参照 
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② 改正の概要 

イ 売上げに係る対価の返還等に係る税込価額が１万円未満である場合には、その適格返還請求書の交

付義務が免除される。 

 

ロ この対応により、振込手数料相当額を値引きとして処理する場合等の事務負担が軽減される。 

 

ハ 令和５年１０月１日以後の課税資産の譲渡等につき行う売上げに係る対価の返還等から適用される。 

 

ニ 経過措置ではなく特例であり、適用期限は設けられていない。 

 

 

＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 
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③ 参 考 

条 件 

決済すべき金額  100,000円 

振込手数料     1,100円（うち消費税額100円） 

買手側は100,000円から振込手数料を差し引いて売手側に支払った。 

売手側は金融機関に対して振込手数料を負担する手続きは行っていない。 

 

イ 従来の一般的な処理 

(ｲ)  買手側 

買 掛 金  100,000円 ／ 現 預 金  100,000円 

(ﾛ)  売手側 

現 預 金   98,900円 ／ 売 掛 金  100,000円 

振込手数料   1,000円 

仮払消費税    100円 

ロ 正式な処理（振込手数料相当額を値引として処理） 

(ｲ)  買手側 

買 掛 金   1,100円 ／ 仕入値引   1,000円 

仮払消費税    100円 （仕入対価の返還） 

買 掛 金   98,900円 ／ 現 預 金   98,900円 

振込手数料   1,000円 ／ 現 預 金   1,100円 

仮払消費税    100円 

(ﾛ)  売手側 

売上値引   1,000円 ／ 売 掛 金   1,100円 

仮受消費税    100円                （売上対価の返還）（※） 

※ 本来なら返還インボイスの発行を必要とする。 

現 預 金   98,900円 ／ 売 掛 金   98,900円 

 

注）売手は、振込手数料を、会計上は支払手数料として処理し、消費税法上は対価の返還等として処理す

ることは認められる。（「財務省ＦＡＱ」令５.１.２０） 
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(4) 適格請求書発行事業者登録制度   見直し 

閣大綱５７頁 

(4) 適格請求書発行事業者登録制度について、次の見直しを行う。 

① 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録申請書を提出し、課税期間の初日から登録を受けよう

とする場合には、当該課税期間の初日から起算して１５日前の日（現行：当該課税期間の初日の前

日から起算して１月前の日）までに登録申請書を提出しなければならないこととする。この場合に

おいて、当該課税期間の初日後に登録がされたときは、同日に登録を受けたものとみなす。 

② 適格請求書発行事業者が登録の取消しを求める届出書を提出し、その提出があった課税期間の翌

課税期間の初日から登録を取り消そうとする場合には、当該翌課税期間の初日から起算して１５日

前の日（現行：その提出があった課税期間の末日から起算して３０日前の日の前日）までに届出書

を提出しなければならないこととする。 

③ 適格請求書発行事業者の登録等に関する経過措置の適用により、令和５年１０月１日後に適格請

求書発行事業者の登録を受けようとする免税事業者は、その登録申請書に、提出する日から１５日

を経過する日以後の日を登録希望日として記載するものとする。この場合において、当該登録希望

日後に登録がされたときは、当該登録希望日に登録を受けたものとみなす。 

（注）上記の改正の趣旨等を踏まえ、令和５年１０月１日から適格請求書発行事業者の登録を受けよう

とする事業者が、その申請期限後に提出する登録申請書に記載する困難な事情については、運用上、

記載がなくとも改めて求めないものとする。 

 

① 改正の概要 

イ 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録申請書を提出し、課税期間の初日から登録を受けようと

する場合には、当該課税期間の初日から起算して１５日前（改正前１月）の日までに登録申請書を提

出しなければならないこととされる。 

 

ロ 適格請求書発行事業者が登録の取消しを求める届出書を提出し、その提出があった課税期間の翌課

税期間の初日から登録を取り消そうとする場合には、当該翌課税期間の初日から起算して１５日前（改

正前３０日）の日までに届出書を提出しなければならないこととされる。 

 

ハ 適格請求書発行事業者の登録等に関する経過措置の適用により、令和５年１０月１日後に適格請求

書発行事業者の登録を受けようとする免税事業者は、その登録申請書に、提出する日から１５日を経

過する日以後の日を登録希望日として記載するものとされる。 

 

ニ 令和５年１０月１日から適格請求書発行事業者の登録を受けようとする事業者は、その申請期限（令

和５年３月３１日）までに提出することについて困難な事情がある場合には、その後に提出すること
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が認められるが、その登録申請書に困難な事情についての記載がなくても、運営上改めて求めないも

のとされる。 

 

 

＜財務省令和５年度税制改正資料より＞ 
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１２ 納税環境整備（電子帳簿保存制度関係） 

(1) 国税関係帳簿書類の電磁的記録等における優良な電子帳簿の範囲    

見直し 

【令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用】 

閣大綱８１頁 

(1) 国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度について、一定の国税関係帳簿に係る電磁的記録

の保存等が、国税の納税義務の適正な履行に資するものとして一定の要件等を満たしている場合にお

けるその国税関係帳簿（以下「優良な電子帳簿」という。）に係る過少申告加算税の軽減措置の対象と

なる申告所得税及び法人税に係る優良な電子帳簿の範囲を次のとおりとする。 

① 仕訳帳 

② 総勘定元帳 

③ 次に掲げる事項（申告所得税に係る優良な電子帳簿にあっては、ニに掲げる事項を除く。）の記載

に係る上記①及び②以外の帳簿 

イ 手形（融通手形を除く。）上の債権債務に関する事項 

ロ 売掛金（未収加工料その他売掛金と同様の性質を有するものを含む。）その他債権に関する事項

（当座預金の預入れ及び引出しに関する事項を除く。） 

ハ 買掛金（未払加工料その他買掛金と同様の性質を有するものを含む。）その他債務に関する事項 

ニ 有価証券（商品であるものを除く。）に関する事項 

ホ 減価償却資産に関する事項 

ヘ 繰延資産に関する事項 

ト 売上げ（加工その他の役務の給付その他売上げと同様の性質を有するもの等を含む。）その他収

入に関する事項 

チ 仕入れその他経費又は費用（法人税に係る優良な電子帳簿にあっては、賃金、給料手当、法定

福利費及び厚生費を除く。）に関する事項 

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 国税関係帳簿書類の電子化を一層進めるため、事業者等における経理の電子化の実施状況や対応可

能性、適正な課税の確保の観点での必要性等を考慮しつつ、必要な見直しを行う。 
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ロ 国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度については、令和３年度税制改正において、会計

ソフト等の活用による記帳水準の向上に資するため、事後検証可能性の高い電子帳簿については、優

良な電子帳簿として過少申告加算税の軽減措置を設けることにより普及を促進することとしつつ、そ

の他の電子帳簿についても、正規の簿記の原則に従うなど一定の要件を満たす場合には電子帳簿とし

て電子データのまま保存することを可能としたところである。今般、信頼性の高い電子帳簿への更な

る移行を目指す観点から、過少申告加算税の軽減措置の対象となる優良な電子帳簿について、その範

囲を合理化・明確化することにより、一層の普及・一般化を図る。 

 

 

(2) 国税関係書類に係るスキャナ保存制度   見直し 

【令和６年１月１日以後に保存が行われる国税関係書類について適用】 

閣大綱８１頁 

(2) 国税関係書類に係るスキャナ保存制度について、次の見直しを行う。 

① 国税関係書類をスキャナで読み取った際の解像度、階調及び大きさに関する情報の保存要件を廃

止する。 

② 国税関係書類に係る記録事項の入力者等に関する情報の確認要件を廃止する。 

③ 相互関連性要件について、国税関係書類に関連する国税関係帳簿の記録事項との間において、相

互にその関連性を確認することができるようにしておくこととされる書類を、契約書・領収書等の

重要書類に限定する。 

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に保存が行われる国税関係書類について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 国税関係帳簿書類の電子化を一層進めるため、事業者等における経理の電子化の実施状況や対応可

能性、適正な課税の確保の観点での必要性等を考慮しつつ、必要な見直しを行う。 

 

ロ スキャナ保存制度については、制度の利用促進を図る観点から、更なる要件の緩和措置を講ずる。 
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＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 

 

 

(3) 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度   見直し 

【令和６年１月１日以後に行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録について適用】 

閣大綱８２頁 

(3) 電子取引（取引情報の授受を電磁的方式により行う取引をいう。以下同じ。）の取引情報に係る電磁

的記録の保存制度について、次の見直しを行う。 

① 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存要件について、次の措置を講ずる。 

イ 保存義務者が国税庁等の当該職員の質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応

じることができるようにしている場合には検索要件の全てを不要とする措置について、対象者を

次のとおりとする。 

(ｲ) その判定期間における売上高が５,０００万円以下（現行：１,０００万円以下）である保存

義務者 

(ﾛ) その電磁的記録の出力書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力され、取引年月日その他

の日付及び取引先ごとに整理されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応じることができる

ようにしている保存義務者 

ロ 電磁的記録の保存を行う者等に関する情報の確認要件を廃止する。 
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② 電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存要件に従って保存をすることができなかったことに

ついて相当の理由がある保存義務者に対する猶予措置として、申告所得税及び法人税に係る保存義

務者が行う電子取引につき、納税地等の所轄税務署長が当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録

を保存要件に従って保存をすることができなかったことについて相当の理由があると認め、かつ、

当該保存義務者が質問検査権に基づく当該電磁的記録のダウンロードの求め及び当該電磁的記録の

出力書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応じ

ることができるようにしている場合には、その保存要件にかかわらず、その電磁的記録の保存をす

ることができることとする。 

③ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存への円滑な移行のための宥恕措置は、適用期限の到

来をもって廃止する。 

(注) 上記の改正は、令和６年１月１日以後に行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録について適用す

る。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 国税関係帳簿書類の電子化を一層進めるため、事業者等における経理の電子化の実施状況や対応可

能性、適正な課税の確保の観点での必要性等を考慮しつつ、必要な見直しを行う。 

 

ロ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度については、システム対応が間に合わなかったこ

とにつき相当の理由がある事業者等に対する新たな猶予措置を講ずるとともに、他者から受領した電

子データとの同一性が確保された電磁的記録の保存を推進する観点から、検索機能の確保の要件につ

いて緩和措置を講ずる。 

 

 

 

１３ 納税環境整備（加算税制度） 

(1) 納税額が３００万円を超える場合の無申告加算税の引き上げ   見直し 

【令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用】 

閣大綱８３頁 

(1) 無申告加算税の割合（現行：１５％（納付すべき税額が５０万円を超える部分は２０％））について、

納付すべき税額が３００万円を超える部分に対する割合を３０％に引き上げる。 
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（注１）調査通知以後に、かつ、その調査があることにより更正又は決定があるべきことを予知（(2)に

おいて「更正予知」という。）する前にされた期限後申告又は修正申告に基づく無申告加算税の割

合（現行：１０％（納付すべき税額が５０万円を超える部分は１５％））については、上記の納付

すべき税額が３００万円を超える部分に対する割合を２５％とする。 

（注２）上記の納付すべき税額が３００万円を超える部分に対する割合について、納付すべき税額が 

３００万円を超えることにつき納税者の責めに帰すべき事由がない場合の適用に関する所要の措

置を講ずる。 

 

① 改正の背景と目的 

＜「令和５年度税制改正の基本的考え方等」から再掲＞ 

 

イ 仮装・隠蔽の積極的な行為を伴わないため重加算税等の対象とならず、税に対する公平感を大きく

損なうような事例が生じている中、申告義務を認識していなかったとは言い難い無申告について所要

の措置を講ずる。 

 

 

＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 
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(2) 無申告を繰り返す者に対する無申告加算税の加重対象   見直し 

【令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用】 

閣大綱８３頁 

(2) 過去に無申告加算税又は重加算税が課されたことがある場合に無申告加算税又は重加算税の割合を

１０％加重する措置の対象に、期限後申告若しくは修正申告（調査通知前に、かつ、更正予知する前

にされたものを除く。）又は更正若しくは決定（以下「期限後申告等」という。）があった場合におい

て、その期限後申告等に係る国税の前年度及び前々年度の当該国税の属する税目について、無申告加

算税（期限後申告又は修正申告が、調査通知前に、かつ、更正予知する前にされたものであるときに

課されたものを除く。）若しくは無申告加算税に代えて課される重加算税（(2)において「無申告加算

税等」という。）を課されたことがあるとき、又はその無申告加算税等に係る賦課決定をすべきと認め

るときに、その期限後申告等に基づき課する無申告加算税等を加える。 

（注）過少申告加算税、源泉徴収等による国税に係る不納付加算税及び重加算税（無申告加算税に代え

て課されるものを除く。）については、上記の見直しの対象としない。 

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用する。 

 

 

＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 
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１４ 納税環境整備（その他） 

(1) ダイレクト納付の利便性の向上   見直し 

【令和６年４月１日以後に行うダイレクト納付の手続きについて適用】 

閣大綱８４頁 

(1) ダイレクト納付の利便性の向上 

電子情報処理組織を使用する方法（ｅ－Ｔａｘ）により行われる期限内申告等と併せてダイレクト

納付の手続が法定納期限に行われた場合（その税額が１億円以下である場合に限る。）において、法定

納期限の翌日にその納付がされたときは、法定納期限に納付があったものとみなして、延滞税等に関

する規定を適用するほか、これに伴う所要の措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、令和６年４月１日以後に行うダイレクト納付の手続について適用する。 

 

 

(2) 税理士の懲戒処分等の公告方法   見直し 

【令和６年４月１日から施行】 

閣大綱８４頁 

(3) 税理士の懲戒処分等の公告方法の見直し 

税理士の懲戒処分の公告は、財務大臣が、公告事項を、相当と認める期間、インターネットを利用

する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるとともに、官報をもっ

て公告する方法により行うこととする（税理士であった者の懲戒処分を受けるべきであったことにつ

いての決定の公告及び税理士法人の税理士法違反行為等に対する処分の公告についても同様とす

る。）。 

（注１）上記の改正は、令和６年４月１日から施行する。 

（注２）上記の「相当と認める期間」は、概ね、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める期間

として取り扱うこととする。 

① 税理士業務の禁止の懲戒処分又は税理士法人の解散の命令の公告である場合 税理士等がその

処分を受けた日から３年間 

② 税理士業務の停止の懲戒処分等の公告である場合 税理士業務の停止の期間 

③ 戒告の懲戒処分等の公告である場合 税理士等がその処分を受けた日から１月間 

④ 懲戒処分を受けるべきであったことについての決定の公告である場合 税理士であった者が受

けるべきであったその懲戒処分の種類に応じ上記①から③までに定める期間に準ずる期間 
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(3) 税理士試験合格者の公告方法等   見直し 

【令和６年４月１日から施行】 

閣大綱８５頁 

(4) 税理士試験合格者の公告方法等の見直し 

税理士試験合格者等の公告及び税理士試験実施の日時等の公告は、国税審議会会長が、公告事項を、

相当と認める期間、インターネットを利用する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状

態に置く措置をとるとともに、官報をもって公告する方法により行うこととする（国税審議会が行う

公認会計士の税法に関する研修の公告、試験科目の一部の免除の認定基準の公告及び税理士試験免除

に係る指定研修の公告についても同様とする。）。また、税理士試験合格者等の公告について、公告事

項を受験番号（現行：氏名）とし、税理士試験全科目免除者の公告を廃止する。 

（注）上記の改正は、令和６年４月１日から施行する。 
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(4) 税理士でない者が税務相談を行った場合の命令制度   創 設 

【令和６年４月１日から施行】 

閣大綱８７頁 

(9) 税理士等でない者が税務相談を行った場合の命令制度の創設等 

① 財務大臣は、税理士又は税理士法人でない者が税務相談を行った場合（税理士法の別段の定めに

より税務相談を行った場合を除く。）において、更に反復してその税務相談が行われることにより、

不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れさせ、又は不正に国税若しくは地方税の還付

を受けさせることによる納税義務の適正な実現に重大な影響を及ぼすことを防止するため緊急に措

置をとる必要があると認めるときは、その税理士又は税理士法人でない者に対し、その税務相談の

停止その他その停止が実効的に行われることを確保するために必要な措置を講ずることを命ずるこ

とができることとする。 

（注１）財務大臣は、上記の命令をしたときは、遅滞なくその旨を、相当と認める期間、インターネ

ットを利用する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるとと

もに、官報をもって公告しなければならない。 
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（注２）上記（注１）の「相当と認める期間」は、概ね、上記の命令を受けた日から３年間として取り

扱うこととする。 

② 国税庁長官は、上記①の命令をすべきか否かを調査する必要があると認めるときは、税務相談を

行った者から報告を徴し、又は当該職員をしてその者に質問し、若しくはその業務に関する帳簿書

類（その電磁的記録を含む。）を検査させることができることとする。 

（注）上記の質問検査等に対する拒否又は虚偽答弁等については、税理士等に対する質問検査等の場

合と同様の罰則を設ける。 

③ 上記①の命令について、命令違反に対する罰則を設ける。法定刑は、１年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金とする。 

④ その他所要の措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、令和６年４月１日から施行する。 

（備考）令和４年度税制改正で決定された「税理士法に違反する行為又は事実に関する調査の見直し」

のうち、税理士法に違反する行為又は事実に関する調査に係る質問検査等の対象に税理士業務の

制限又は名称の使用制限に違反したと思料される者を加える部分については、上記の措置として

講ずる。 

 

 

＜自民党税制調査会令和５年度税制改正配布資料より＞ 
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III 検討事項 

１ 検討事項の３期比較 

令和５年度改正 令和４年度改正 令和３年度改正 

１ 年金課税については、少子高

齢化が進展し、年金受給者が増

大する中で、世代間及び世代内

の公平性の確保や、老後を保障

する公的年金、公的年金を補完

する企業年金を始めとした各種

年金制度間のバランス、貯蓄・

投資商品に対する課税との関

連、給与課税等とのバランス等

に留意するとともに、平成３０

年度税制改正の公的年金等控除

の見直しの考え方や年金制度改

革の方向性、諸外国の例も踏ま

えつつ、拠出・運用・給付を通

じて課税のあり方を総合的に検

討する。 

２ デリバティブ取引に係る金融

所得課税の更なる一体化につい

ては、意図的な租税回避行為を

防止するための方策等に関する

これまでの検討の成果を踏ま

え、総合的に検討する。 

３ 小規模企業等に係る税制のあ

り方については、働き方の多様

化を踏まえ、個人事業主、同族

会社、給与所得者の課税のバラ

ンスや勤労性所得に対する課税

のあり方等にも配慮しつつ、個

人と法人成り企業に対する課税

１ 年金課税については、少子高

齢化が進展し、年金受給者が増

大する中で、世代間及び世代内

の公平性の確保や、老後を保障

する公的年金、公的年金を補完

する企業年金を始めとした各種

年金制度間のバランス、貯蓄・

投資商品に対する課税との関

連、給与課税等とのバランス等

に留意するとともに、平成３０

年度税制改正の公的年金等控除

の見直しの考え方や年金制度改

革の方向性、諸外国の例も踏ま

えつつ、拠出・運用・給付を通

じて課税のあり方を総合的に検

討する。 

２ デリバティブ取引に係る金融

所得課税の更なる一体化につい

ては、金融所得課税のあり方を

総合的に検討していく中で、意

図的な租税回避行為を防止する

ための方策等に関するこれまで

の検討の成果を踏まえ、早期に

検討する。 

３ 小規模企業等に係る税制のあ

り方にっいては、働き方の多様

化を踏まえ、個人事業主、同族

会社、給与所得者の課悦のバラ

ンスや勤労性所得に対する課税

１ 年金課税については、少子高

齢化が進展し、年金受給者が増

大する中で、世代間及び世代内

の公平性の確保や、老後を保障

する公的年金、公的年金を補完

する企業年金を始めとした各種

年金制度間のバランス、貯蓄・

投資商品に対する課税との関

連、給与課税等とのバランス等

に留意するとともに、平成３０

年度税制改正の公的年金等控除

の見直しの考え方や年金制度改

革の方向性、諸外国の例も踏ま

えつつ、拠出・運用・給付を通

じて課税のあり方を総合的に検

討する。 

２ デリバティブを含む金融所得

課税の更なる一体化について

は、総合取引所における個人投

資家の取引状況等も踏まえつ

つ、投資家が多様な金融商品に

投資しやすい環境を整備する観

点から、時価評価課税の有効性

や課題を始めとして多様なスキ

ームによる意図的な租税回避行

為を防止するための実効性ある

具体的方策を含め、関係者の理

解を得つつ、早期に検討する。 

３ 小規模企業等に係る税制のあ
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令和５年度改正 令和４年度改正 令和３年度改正 

のバランスを図るための外国の

制度も参考に、正規の簿記によ

る青色申告の普及を含め、記帳

水準の向上を図りながら、引き

続き、給与所得控除などの「所

得の種類に応じた控除」と「人

的控除」のあり方を全体として

見直すことを含め、所得税・法

人税を通じて総合的に検討す

る。 

４ 自動車関係諸税の見直しにつ

いては、日本の自動車戦略やイ

ンフラ整備の長期展望を踏まえ

るとともに、「２０５０年カーボ

ンニュートラル」目標の実現に

積極的に貢献するものでなけれ

ばならない。その上で、自動車

の枠を超えたモビリティ産業の

発展に伴う経済的・社会的な受

益者の広がりや保有から利用へ

の移行、地域公共交通へのニー

ズの高まり、ＣＡＳＥに代表さ

れる環境変化にも対応するため

のインフラの維持管理・機能強

化の必要性等を踏まえつつ、国・

地方を通じた財源を安定的に確

保していくことを前提に、受益

と負担の関係も含め、公平・中

立・簡素な課税のあり方につい

て、中長期的な視点に立って検

討を行う。その際、電気自動車

等の普及や市場の活性化等の観

点から、原因者負担・受益者負

担の原則を踏まえ、また、その

のあり方等にも配慮しつつ、個

人と法人成り企業に対する課税

のバランスを図るための外国の

制度も参考に、正規の簿記によ

る青色申告の普及を含め、記帳

水準の向上を図りながら、引き

続き、給与所得控除などの「所

得の種類に応じた控除」と「人

的控除」のあり方を全体として

見直すことを含め、所得税・法

人税を通じて総合的に検討す

る。 

４ カーボンニュートフル実現に

向けたポリシーミックスについ

ては、政府の議論も踏まえつつ、

産業競争力の強化、イノベーシ

ョンや投資の促進につながり、

成長に資するものとなるかどう

かという観点から、専門的・技

術的な検討を進める。 

その際、現下の経済情勢や代替

手段の有無、国際的な動向やわ

が国の事情、産業の国際競争力

への影響等を踏まえ、国益の観

点から、主体的かつ戦略的に検

討するものとする。 

５ 自動車関係諸税については、

「２０５０年カーボンニュート

ラル」目標の実現に積極的に貢

献するものとするとともに、自

動運転をはじめとする技術革新

の必要性や保有から利用への変

化、モビリティーの多様化を受

けた利用者の広がり等の自動車

り方については、働き方の多様

化を踏まえ、個人事業主、同族

会社、給与所得者の課税のバラ

ンスや勤労性所得に対する課税

のあり方等にも配慮しつつ、個

人と法人成り企業に対する課税

のバランスを図るための外国の

制度も参考に、正規の簿記によ

る青色申告の普及を含め、記帳

水準の向上を図りながら、引き

続き、給与所得控除などの「所

得の種類に応じた控除」と「人

的控除」のあり方を全体として

見直すことを含め、所得税・法

人税を通じて総合的に検討す

る。 

４ 相続等に係る不動産登記の登

録免許税のあり方については、

所有者不明土地等問題の解決に

向けて、相続発生時における登

記申請の義務化、新たな職権的

登記の創設等を含めた不動産登

記法等の見直しについて次期通

常国会に関連法案を提出する方

向で検討が進められていること

から、その成案を踏まえ、令和

４年度税制改正において必要な

措置を検討する。 

５ 自動車関係諸税については、

「２０５０年カーボンニュート

ラル」目標の実現に積極的に貢

献するものとするとともに、自

動運転をはじめとする技術革新

の必要性や保有から利用への変
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負担分でモビリティ分野を支

え、産業の成長と財政健全化の

好循環の形成につなげるため、

利用に応じた負担の適正化等に

向けた具体的な制度の枠組みに

ついて次のエコカー減税の期限

到来時までに検討を進める。ま

た、自動車税については、電気

自動車等の普及等のカーボンニ

ュートラルに向けた動きを考慮

し、税負担の公平性を早期に確

保するため、その課税趣旨を適

切に踏まえた課税のあり方につ

いて、イノベーションへの影響

等の多面的な観点も含め、関係

者の意見を聴取しつつ検討す

る。 

５ 原料用石油製品等に係る免

税・還付措置の本則化について

は、引き続き検討する。 

６ 帳簿等の税務関係書類の電子

化を推進しつつ、納税者自らに

よる記帳が適切に行われる環境

を整備することが、申告納税制

度の下における適正・公平な課

税の実現のみならず、経営状態

の可視化による経営力の強化、

バックオフィスの生産性の向上

のためにも重要であることに鑑

み、記帳水準の向上、トレーサ

ビリティの確保を含む帳簿の事

後検証可能性の確立の観点か

ら、納税者側での対応可能性や

事務負担、必要なコストの低減

を取り巻く環境変化の動向、地

域公共交通へのニーズの高まり

や上記の環境変化にも対応する

ためのインフラの維持管理や機

能強化の必要性等を踏まえつ

つ、国・地方を通じた財源を安

定的に確保していくことを前提

に、受益と負担の関係も含め、

その課税のあり方について、中

長期的な視点に立って検討を行

う。 

６ 原料用石油製品等に係る免

税・還付措置の本則化について

は、引き続き検討する。 

７ 帳簿等の税務関係書類の電子

化を推進しつつ、納税者自らに

よる記帳が適切に行われる環境

を整備することが、申告納税制

度の下における適正・公平な課

税の実現のみならず、経営状態

の可視化による経営力の強化、

バックオフィスの生産性の向上

のためにも重要であることに鑑

み、記帳水準の向上、トレーサ

ビリティの確保を含む帳簿の事

後検証可能性の確立の観点か

ら、納税者側での対応可能性や

事務負担、必要なコストの低減

状況も考慮しつつ、税務上の透

明性確保と恩典適用とのバラン

スも含めて、複式簿記による記

帳や優良な電子帳簿の普及，一

般化のための措置、記帳義務の

適正な履行を担保するためのデ

化、モビリティーの多様化を受

けた利用者の広がり等の自動車

を取り巻く環境変化の動向、地

域公共交通へのニーズの高まり

や上記の環境変化にも対応する

ためのインフラの維持管理や機

能強化の必要性等を踏まえつ

つ、国・地方を通じた財源を安

定的に確保していくことを前提

に、受益と負担の関係も含め、

その課税のあり方について、中

長期的な視点に立って検討を行

う。 

６ 原料用石油製品等に係る免

税・還付措置の本則化について

は、引き続き検討する。 

７ 帳簿等の税務関係書類の電子

化を推進しつつ、納税者自らに

よる記帳が適切に行われる環境

を整備することが、申告納税制

度の下における適正・公平な課

税の実現のみならず、経営状態

の可視化による経営力の強化、

バックオフィスの生産性の向上

のためにも重要であることに鑑

み、正規の簿記の原則に従った

帳簿の普及、トレーサビリテイ

の確保を含む帳簿の事後検証可

能性の確立の観点から、納税者

の事務負担やコストにも配慮し

つつ、記帳水準の向上、電子帳

簿の信頼性の確保に向け優良な

電子帳簿の普及を促進するため

の更なる措置、記帳義務の適正
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状況も考慮しつつ、税務上の透

明性確保と恩典適用とのバラン

スも含めて、複式簿記による記

帳や優良な電子帳簿の普及・ー

般化のための措置、記帳義務の

適正な履行を担保するためのデ

ジタル社会にふさわしい諸制度

のあり方やその工程等について

更なる検討を早急に行い、結論

を得る。 

７ 事業税における社会保険診療

報酬に係る実質的非課税措置及

び医療法人に対する軽減税率に

ついては、税負担の公平性を図

る観点や、地域医療の確保を図

る観点から、そのあり方につい

て検討する。 

８ 電気供給業及びガス供給業に

係る収入金額による外形標準課

税については、地方税体系全体

における位置付けや個々の地方

公共団体の税収に与える影響等

も考慮しつつ、事業環境や競争

状況の変化を踏まえて、その課

税のあり方について、引き続き

検討する。 

９ 妊娠時から出産・子育てまで

一貫した伴走型相談支援と妊

娠・出産時の１０万円の経済的

支援を一体的に行う「出産・子

育て応援交付金」について、そ

の事業費が満年度化する令和６

年度以降において継続実施する

ための安定財源の確保について

ジタル社会にふさわしい諸制度

のあり方やその工程等について

更なる検討を早急に行い、結論

を得る。 

８ 事業税における社会保険診療

報酬に係る実質的非課税措置及び

医療法人に対する軽減税率につい

ては、税負担の公平性を図る観点

や、地域医療の確保を図る観点か

ら、そのあり方について検討する。 

９ 電気供給業及びガス供給業に

係る収入金額による外形標準課

税については、地方税体系全体

における位置付けや個々の地方

公共団体の税収に与える影響等

も考慮しつつ、事業環境や競争

状況の変化を踏まえて、その課

税のあり方について、引き続き

検討する。 

 

な履行を担保するためのデジタ

ル社会にふさわしい諸制度のあ

り方やその工程等について早期

に検討を行い、結論を得る。 

８ 税理士制度については、ウィ

ズコロナ・ポストコロナの新し

い社会を見据え、税理士の業務

環境や納税環境の電子化といっ

た、税理士を取り巻く状況の変

化に的確に対応するとともに、

多様な人材の確保や、国民・納

税者の税理士に対する信頼の向

上を図る観点も踏まえつつ、税

理士法の改正を視野に入れて、

その見直しに向けて検討を進め

る。 

９ 事業税における社会保険診療

報酬に係る実質的非課税措置及

び医療法人に対する軽減税率に

ついては、税負担の公平性を図

る観点や、地域医療の確保を図

る観点から、そのあり方につい

て検討する。 

１０ ガス供給業に係る収入金額

による外形標準課税について

は、小売全面自由化され２０２

２年に導管部門が法的分離する

ガス供給業における他のエネル

ギーとの競合や新規参入の状況

とその見通し、行政サービスの

受益に応じた負担の観点、地方

財政や個々の地方公共団体の税

収に与える影響等を考慮しつ

つ、これらの法人に対する課税
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早急に検討を行い、結論を得る。 の枠組みに、付加価値額及び資

本金等の額による外形標準課税

を組み入れていくことについ

て、引き続き検討する。 
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２ 「小規模規模企業等に対する課税のあり方」の表現と順位の変化 

【令和５年度改正】 

前年度と同様 

 

【令和４年度改正】 

前年度と同様 

 

【令和３年度改正】 

③ 小規模企業等に係る税制のあり方については、働き方の多様化を踏まえ、個人事業主、同族会社、給与

所得者の課税のバランスや勤労性所得に対する課税のあり方等にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に

対する課税のバランスを図るための外国の制度も参考に、正規の簿記による青色申告の普及を含め、記

帳水準の向上を図りながら、引き続き、給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と「人的控除」

のあり方を全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に検討する。 

 

【令和２年度改正】 

③ 小規模企業等に係る税制のあり方については、働き方の多様化を踏まえ、個人事業主、同族会社、給与

所得者の課税のバランスや勤労性所得に対する課税のあり方等にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に

対する課税のバランスを図るための外国の制度も参考に、引き続き、給与所得控除などの「所得の種類に

応じた控除」と「人的控除」のあり方を全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に

検討する。 

 

【令和元年度改正】 

前年度と同様 

 

【平成３０年度改正】 

③ 小規模企業等に係る税制のあり方については、個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランスや

勤労性所得に対する課税のあり方等にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に対する課税のバランスを図

るための外国の制度も参考に、引き続き、給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と「人的控除」

のあり方を全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に検討する。 

 

【平成２９年度改正】 

③ 小規模企業等に係る税制のあり方については、個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランス等

にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に対する課税のバランスを図るための外国の制度も参考に、今後

の個人所得課税改革において給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と「人的控除」のあり方を
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全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に検討する。 

 

【平成２８年度改正】 

③ 小規模企業等に係る税制のあり方については、個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランス等

にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に対する課税のバランスを図るための外国の制度も参考に、今後

の個人所得課税改革において所得の種類に応じた控除と人的な事情に配慮した控除の役割分担を見直す

ことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に検討する。 

 

【平成２７年度改正】 

⑤ 小規模企業等に係る税制のあり方については、個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランス等

にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に対する課税のバランスを図るための外国の制度も参考に、所得

税・法人税を通じて総合的に検討する。 

 

【平成２６年度改正】 

⑤ 小規模企業等に係る税制のあり方については、個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランス等

にも配慮しつつ、個人と法人に対する課税のバランスを図るための外国の制度も含め幅広い観点から検

討する。 

 

【平成２５年度改正】 

② 小規模企業等に係る税制のあり方については、個人事業者、同族会社、給与所得者の課税のバランス等

について、幅広い観点から検討する。 

 

※ 平成２４年度～２２年度の民主党政権による税制改正大綱では検討事項は記載されていない。 

 

【平成２１年度改正】 

なし 

 

【平成２０年度改正】 

なし 

 

【平成１９年度改正】 

なし 

 

【平成１８年度改正】 

なし 
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【平成１７年度改正】 

なし 

 

【平成１６年度改正】 

なし 

 

【平成１５年度改正】 

① 小規模企業に係る税制のあり方については、個人事業所得の勤労生の評価、個人事業者、同族会社、給

与所得者との課税のバランス、小規模な法人に対する課税のあり方、給与所得控除等のあり方の見直し

等、幅広い観点から、早急に結論を得るよう努める。青色申告控除の改善等、青色申告の一層の普及、奨

励及び適正な記帳慣行の確立のための措置を行う。 
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３ 中小法人への課税に対する政府税制調査会での審議内容（参考） 

※ 「法人税の改革について」（平成２６年６月）から抜粋 

① 中小法人課税の見直し 

イ 中小法人の範囲について  

企業規模を見る上での資本金の意義は低下してきており、資本金基準が妥当であるか見直すべきである。

仮に資本金基準を継続する場合でも、中小法人に対する優遇措置の趣旨に鑑みれば、真に支援が必要な企

業に対象を絞り込むべきであり、１億円という水準の引下げや、段階的基準の設置などを検討する必要が

ある。特に会計検査院からの「多額の所得を得ながら中小企業向け優遇税制を受けている企業が存在する」

との指摘への対応は必要である。 

ロ 軽減税率について 

同じ所得金額には、同じ税率を適用するべきであり、特に基本税率を引き下げることを踏まえれば、所得

金額のうち８００万円以下の金額に適用される法人税法による１９％への軽減税率は厳しく見直す必要が

ある。また、リーマンショック後の対応として設けられた時限的な軽減税率（１５％）はその役割を終えて

いる。 

ハ その他の特例措置について 

税率以外の特例措置については、前述の租税特別措置の見直しの方向性に沿って見直しを行う必要があ

る。 

ニ いわゆる「法人成り」について 

個人事業主か法人形態かの選択に税制が歪みを与えるべきではない。個人・法人間の税制の違いによっ

て法人形態を選択する「法人成り」の問題は、その歪みを是正する必要がある。「法人成り」の実態を踏ま

え、給与所得控除など個人所得課税を含めた検討を行う必要がある。 

法人税率引下げによって個人所得課税との差が拡大すれば、「法人成り」のメリットがさらに拡大するた

め、この観点からも軽減税率など中小法人に対する優遇措置を見直す必要がある。 

また、個人所得課税の税率と法人税率の差が拡大した場合、配当を恣意的に抑制して利益を法人内に留

保し、個人所得課税を繰り延べる誘因が大きくなる。特定同族会社注の内部留保に対する留保金課税は、中

小法人については適用除外とされているが、内部留保への過度の誘因を避ける観点から、法人税率引下げ

にあわせて適用を検討する必要がある。 
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② その他の対応 

イ 資本所得課税 

法人所得課税は、個人所得課税の前取りとの性格を有するものであることから、法人所得課税の減税を

行う場合には、個人所得課税における資本所得課税の強化を検討すべきである。その際、金融所得課税の一

体化の流れ等に留意する必要がある。 

ロ 給与所得控除 

法人形態にすることでオーナー自身への給与等を損金に算入し、さらに個人段階では給与所得控除を受

けることができることが、「法人成り」の誘因の一つであることが指摘されている。給与所得控除の水準を

含めた検討が必要である。 

ハ 住民税や固定資産税 

地方税については、行政サービスの受益に応じてその費用を広く分担するという考え方が重要であるこ

とを踏まえ、住民税や固定資産税等について充実を検討すべきである。 

 

 

旧法人税法第３５条＜抄＞（平成２２年４月１日廃止直前） 

（特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入） 

第三十五条 内国法人である特殊支配同族会社（同族会社の業務主宰役員（法人の業務を主宰している

役員をいい、個人に限る。以下この項において同じ。）及び当該業務主宰役員と特殊の関係のある者と

して政令で定める者（以下この項において「業務主宰役員関連者」という。）がその同族会社の発行済

株式又は出資（その同族会社が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の九十以上

に相当する数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定める場合における当該同族会社

（当該業務主宰役員及び常務に従事する業務主宰役員関連者の総数が常務に従事する役員の総数の半

数を超えるものに限る。）をいう。以下この条において同じ。）が当該特殊支配同族会社の業務主宰役

員に対して支給する給与（債務の免除による利益その他の経済的な利益を含むものとし、退職給与を

除く。）の額（前条の規定により損金の額に算入されない金額を除く。）のうち当該給与の額を基礎と

して政令で定めるところにより計算した金額は、当該特殊支配同族会社の各事業年度の所得の金額の

計算上、損金の額に算入しない。 
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IV 税理士法＜抄＞ 

（税理士の使命） 

税士法・第一条 税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申告納税制度の

理念にそつて、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図

ることを使命とする。 

 

（税理士の業務） 

第二条 税理士は、他人の求めに応じ、租税（印紙税、登録免許税、関税、法定外普通税（地方税法（昭和

二十五年法律第二百二十六号）第十条の四第二項に規定する道府県法定外普通税及び市町村法定外普通

税をいう。）、法定外目的税（同項に規定する法定外目的税をいう。）その他の政令で定めるものを除く。

第四十九条の二第二項第十一号を除き、以下同じ。）に関し、次に掲げる事務を行うことを業とする。 

一 税務代理（税務官公署（税関官署を除くものとし、国税不服審判所を含むものとする。以下同じ。）

に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の規定に基づく

申告、申請、請求若しくは不服申立て（これらに準ずるものとして政令で定める行為を含むものとし、

酒税法（昭和二十八年法律第六号）第二章の規定に係る申告、申請及び審査請求を除くものとする。以

下「申告等」という。）につき、又は当該申告等若しくは税務官公署の調査若しくは処分に関し税務官

公署に対してする主張若しくは陳述につき、代理し、又は代行すること（次号の税務書類の作成にとど

まるものを除く。）をいう。） 

二 税務書類の作成（税務官公署に対する申告等に係る申告書、申請書、請求書、不服申立書その他租税

に関する法令の規定に基づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書類（その作成に代えて電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録

であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）を作成する場合におけ

る当該電磁的記録を含む。以下同じ。）で財務省令で定めるもの（以下「申告書等」という。）を作成す

ることをいう。） 

三 税務相談（税務官公署に対する申告等、第一号に規定する主張若しくは陳述又は申告書等の作成に

関し、租税の課税標準等（国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第二条第六号イからヘまでに掲

げる事項及び地方税に係るこれらに相当するものをいう。以下同じ。）の計算に関する事項について相

談に応ずることをいう。） 

２ 税理士は、前項に規定する業務（以下「税理士業務」という。）のほか、税理士の名称を用いて、他人

の求めに応じ、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務に関する事務

を業として行うことができる。ただし、他の法律においてその事務を業として行うことが制限されてい

る事項については、この限りでない。 

３ 前二項の規定は、税理士が他の税理士又は税理士法人（第四十八条の二に規定する税理士法人をいう。

次章、第四章及び第五章において同じ。）の補助者として前二項の業務に従事することを妨げない。 
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第二条の二 税理士は、租税に関する事項について、裁判所において、補佐人として、弁護士である訴訟代

理人とともに出頭し、陳述をすることができる。 

２ 前項の陳述は、当事者又は訴訟代理人が自らしたものとみなす。ただし、当事者又は訴訟代理人が同項

の陳述を直ちに取り消し、又は更正したときは、この限りでない。 

 

（税理士の業務における電磁的方法の利用等を通じた納税義務者の利便の向上等） 

第二条の三 税理士は、第二条の業務を行うに当たつては、同条第一項各号に掲げる事務及び同条第二項

の事務における電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

をいう。第四十九条の二第二項第八号において同じ。）の積極的な利用その他の取組を通じて、納税義務

者の利便の向上及びその業務の改善進歩を図るよう努めるものとする。 
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